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はじめに 

今年度における実態調査は、平成 18 年度の介護報酬の改定を受けて「認知症対応型

共同生活介護」の実態を知る上で重要な調査となった。特に、認知症グループホームが

ニーズ対応型サービスとして地域密着型サービスに位置づけられ、多機能化に伴う現状

把握を行う上でも貴重なデータが得られた。今回の調査は制度改正の影響や実情、運営

の実態、グループホームの質的実態等、多肢に渡りボリュームのある調査となった。調

査に協力いただいた協会員にとっての負担は大きかったと思われるが、回収率は回を追

うごとに上がっている。調査の意義が少しずつ浸透していることが読み取れとともに、

調査結果は次回の介護報酬改定における貴重な参考データとなり、協会からの根拠に基

づいた主張が出来るものと確信している。 

調査結果からは、平成 18 年度の介護報酬改定における多機能化は 3年制限や構造上

の問題もありあまり進んでいないことが判明した。医療連携体制についてはグループホ

ームにおける看護師の配置率が上がってはいるが加算を算定している事業所は回答事

業所全体の 6 割程度にとどまっている。医療法人立では 8 割に達し、株式・有限・NPO・

その他ではあまり進んでいない。また、看護師の人材確保ができない場合の訪問看護で

は、ケアの実態にそぐわないといった意見も多く見られた。介護者不足と同様グループ

ホームが抱えている問題がより明確になった。看取りについては、平成 18 年度の一年

間で、看取りケアを実施した事業所は、全体の 3割弱であった。協会としてターミナル

ケアの調査研究も行われているので、今後のニーズに基づいた取り組みのあり方が検討

されるべきであろう。さらに利用者の住所地問題で入居できないケースを経験した事業

所は 3割もあり、利用者のニーズが満たされていないことが判明した。サービス評価に

ついては、評価機関の選定基準を費用の安さよりも「評価調査員の質・認知症ケアへの

理解」を重視していることも分かった。しかし、外部評価機関に支払う費用の負担感は

高く、評価調査機関への満足度に関わらず、全体の 8 割以上が高いと感じている。運営

推進会議については調査時点では、全体の 8割で実施されていた。人材確保については

離職者の平均在職期間は、21.7 ヶ月であることから職員の定着率の悪さが目立った。

実情として現在の状況では十分な待遇が出来ないでいる姿がうかがえる。 
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調査結果から残念だと思われるのは、施錠等してはいけない行動制限についての認識

が十分に浸透していないことである。協会においては、今後の課題として研修等で虐待

問題も含め認識を深めることが重要であろう。 

それにしても、グループホーム職員の給料の安さは深刻である。協会は、介護報酬等

の改定に向けて、良質なグループホームの拡充を図るためには人材確保･養成が鍵とな

ることを強く訴えながら、安心して働ける環境を実現すべく取り組まなければならない。 

実態調査は協会が様々な活動をするための根拠となるものである。委員の働きに敬意

を払うと共に、協力いただいたグループホームや関係機関に感謝申し上げたい。今後の

グループホームケアがますます国民の負託にこたえられるよう今調査を有効に活かさ

なければならない。 

 

平成 19 年 3 月 

全国認知症グループホーム協会 

｢認知症対応型共同生活介護の実態調査｣に係る委員会 

委 員 長  岩 尾  貢 
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I 調査概要 

１. 調査研究の背景と目的 

本調査研究は、根拠に基づいたグループホーム業界全体の実態把握と構造分析が急務

であることから、平成 17 年度より全国認知症グループホーム協会会員事業所に対するア

ンケート調査を基本に実施している。調査結果は、ケアの質の向上、経営環境、労働環

境などを確保するための基礎データとして活用し、より質の高いサービス提供体制づく

りのための経年的な調査とすることを想定している。 

今年度の調査内容は昨年度の調査項目を基本としつつ、平成 18 年度からはじまった医

療連携体制加算や運営推進会議、多機能化への動き等、改正介護保険制度の新しい取組

みにも注目している。また、介護報酬改定などで事業所経営に及ぼされた影響等の把握

も行う。 

 

 
２. 調査方法 

(１) 調査対象 

  ⅰ 全国認知症グループホーム協会会員事業所 1,992 事業所 
 ⅱ 事業所調査対象のグループホームに所属する職員各 2 名 

（調査票は 3,984 通配布） 
 

(２) 調査実施期間 

   2006 年 12 月 26 日 2～1 月 31 日 
 

(３) 調査方法 

郵送アンケート形式 

職員調査は各事業所を通じて配布 
 

(４) 回収 

  ⅰ 事業所調査 565 件（回収率 28.4％） 
 ⅱ 職員調査  1,252 件（回収率 31.4％） 
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３. 調査内容 

(１) 事業所調査 

① 事業所の属性・建物環境など 
② 利用料の状況 
③ 職員の配置および労務管理の状況 
④ 日常ケアの状況 
⑤ 入居者の状態 
⑥ 医療連携体制 
⑦ 運営推進会議およびサービス評価の実施状況 
⑦ 収支状況 
⑧ 介護保険制度改正の影響 等 

(２) 職員調査 

① 職務に対する意識 
② ストレスの状況 
③ 夜間勤務・緊急時体制の状況 
 等 

 

４. 調査研究体制 

（１） 委員会メンバー 

○ 岩尾  貢   （全国認知症グループホーム協会副代表理事/社会福祉法人鶴寿会 施設長） 

高松 智画  （龍谷大学社会学部臨床福祉学科 助教授） 

内出 幸美  （社会福祉法人典人会 理事総所長） 

川村 小津江 （グループホーム我が家 ホーム長） 

夏目 幸子   （全国認知症グループホーム協会常任理事/夏目設計事務所） 

横山 敬子   （横山社会保険労務士事務所 社会保険労務士） 

 （アドバイザー） 

山本 克也   （国立社会保障･人口問題研究所 第四室長） 

                                          （敬称略、○印は委員長、50 音順） 

（２） 実施主体 

           特定非営利活動法人全国認知症グループホーム協会 

（３） 調査研究委託機関 

           株式会社ニッセイ基礎研究所 社会研究部門 



 

 

5

 Ⅱ 調査結果要旨 
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II 調査結果要旨 

１. 制度改正後の状況 

(１) 多機能化の状況 

2006 年 4 月の介護保険制度改正では、グループホームにおける共用型認知症対応型通

所介護や短期利用共同生活介護（ショートステイ）の実施が可能となり、地域密着型サ

ービスとして利用者の多様なニーズに対応できる多機能化への取り組みが期待されると

ころとなっている。各事業所の進捗状況は、地域の準備状況などによって異なるであろ

うが、施行後 9ヶ月程度経過した 2006 年 12 月の段階で、「共用型認知症対応型通所介護」

の実施率は２割程度にとどまり、ショートステイは１割に満たない状況となっている。

法人格別にみると、医療法人、株式・有限の取組みの割合はほぼ同じであるが、社会福

祉法人では若干低く、ＮＰＯ・その他では実施している割合が高くなっている。 

 
図表 1 共用型通所介護および短期利用サービスの実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 医療連携体制の状況 

① 看護職員の配置率 

調査回答事業所の看護職員の配置状況をみると、看護師が１人以上配置されている割

合は、事業所全体の 45.0%となった。 

法人格別にみると、「ＮＰＯ・その他」が最も高く 54.0％、次いで「株式・有限会社」

が 52.1％、「医療法人」40.5％、「社会福祉法人」34.8%となっている。 

単独型事業所の多い、株式・有限、ＮＰＯ・その他で看護師を配置する事業所が多く、

母体法人の応援が期待できる社会福祉法人、医療法人では配置している割合が低い傾向

にある。 

Q1_5 実施サービス （複数回答）
合
計

共
用
型
の
認
知
症
対
応

型
通
所
介
護

短
期
利
用
共
同
生
活
介

護 介
護
保
険
以
外
の
サ
ー

ビ
ス

無
回
答

全体 N 565　 112　 51　 26　 390　

% 100.0　 19.8　 9.0　 4.6　 69.0　

社会福祉法人 N 161　 28　 17　 6　 113　

% 100.0　 17.4　 10.6　 3.7　 70.2　

医療法人 N 116　 22　 11　 4　 81　

% 100.0　 19.0　 9.5　 3.4　 69.8　

株式・有限 N 234　 49　 22　 11　 158　

% 100.0　 20.9　 9.4　 4.7　 67.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 13　 1　 5　 34　

% 100.0　 26.0　 2.0　 10.0　 68.0　

無回答 N 4　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 100.0　

事
業
所
の
法
人
格

19.8

9.0

4.6

0% 20% 40% 60% 80%

共用型の認知症対応型通所介護

短期利用共同生活介護

介護保険以外のサービス

(N:565)
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図表 2 内部看護師の配置率（非常勤職員を含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② 医療連携体制の実施状況 

グループホームにおける報酬改定の大きなポイントとしてあげられるのが、入居者の

重度化や終末期支援を視野に入れた、医療連携体制加算である。体制を整えることによ

り、利用者 1 名につき 1 日 39 単位が加算されることから、1 ユニット 9 人では、ひと月

あたり 105,300 円程度の報酬を見込むことができる（要支援者については、医療連携体

制加算は設けられていないことから算定されない）。 

医療連携体制加算は、内部看護師の配置、あるいは外部の訪問看護ステーションなど

との契約により、日常的な健康管理や医療ニーズに適切な対応が取れる体制を評価する

ものである。しかし、具体的な連携方法や支援内容が曖昧であったり、介護職と外部看

護師の連携に不具合が生じていたりするケースも少なくないのが実情である。 

調査結果では、医療連携体制加算を算定している事業所は全体の６割程度となってお

り、後方支援の体制が整えられている医療法人では８割が算定対象となっている。 

 
図表 3 医療連携体制加算の対象事業所 

  

 

 

Q33 医療連携体制加算の対象
合
計

は
い

い
い
え

無
回
答

全体 N 565　 329　 215　 21　

% 100.0　 58.2　 38.1　 3.7　

社会福祉法人 N 161　 80　 76　 5　

% 100.0　 49.7　 47.2　 3.1　

医療法人 N 116　 92　 19　 5　

% 100.0　 79.3　 16.4　 4.3　

株式・有限 N 234　 125　 100　 9　

% 100.0　 53.4　 42.7　 3.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 30　 19　 1　

% 100.0　 60.0　 38.0　 2.0　

無回答 N 4　 2　 1　 1　

% 100.0　 50.0　 25.0　 25.0　

事
業
所
の
法
人
格

45.0

34.8

40.5

52.1

54.0

50.0

46.0

50.0

59.5

65.2

47.4

54.9

0.0

0.0

0.4

0.0

0.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(N:565)

社会福祉法人
(N:161)

医療法人

(N:116)

株式・有限

(N:234)

ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

無回答

(N:4)

いる いない 無回答
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一方、連携体制加算の対象となっていない事業所の算定しない理由は、大きく 3 つに

分けられる。１つめは「実情に合わないと考えている事業所」、２つめは「人材不足や

連携先の訪問看護ステーションが見つからないために申請出来ない事業所」、3つめは「現

在準備を進めている段階の事業所」である。 

実情に合わないとする意見の例では、「准看護師が配置されていて医療連携の実態は

あっても基準に合わないケース」や「実際に医療的ケアが必要になった場合は、訪問看

護との契約では不十分と考えている事業所」などがあげられる。協力医療機関との関係

性など、個別事業所の事情によって状況が大きく異なる様子がうかがえる。 

 

 

 

③ 連携体制の具体的な内容 

医療連携体制において、外部の訪問看護ステーション等を利用しているケース（78 事

業所）について、１週間の訪問回数を聞いたところ、全体では「1回程度」が 43.6％で、

「随時」との回答は 26.9%、「2 回程度」「3 回程度以上」がともに 12.8％となっている。 

 
図表 4 外部訪問看護師の訪問回数（１週間あたり） 

 
 
 
 
 
 
 
 

具体的な支援内容は、①健康管理（バイタルチェック）、②利用者の健康管理について

の相談・援助、③医療的処置、④主治医、協力医の指示伝達・報告、連携、⑤状態変化

における医療対応や医療機関との調整、⑥看取りに関する指針の作成、⑦グループホー

ム介護職員への指導、などに代表され、それぞれの事業所の契約内容によって様々なケ

ースが存在している。また、週の訪問回数を設定して入居者全体の健康管理をしている

との回答もあれば、24 時間オンコールの随時対応としているケースもある。 

43.6 12.8 12.8 26.9 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回程度 2回程度 3回程度以上 随時 無回答

(N:78)
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図表 5 

医療連携体制の具体的な内容（抜粋） 

1 健康管理・健康相談・急性期疾患訪問看護 電話相談・職員勉強会など 

2 毎日のバイタルチェック・体調・食事・排泄の様子を知らせる。２４時間相談可能。 

3 

日常の健康管理、病状の把握。２４時間、必要時及び緊急時の支援。利用者が重度化し、看取りの必要が生じ

た場合の必要な支援。・利用者のかかりつけ医、及び協力医療機関と密接な連携を図り、医師の指示に基づい

た適切な支援。 

4 バイタルチェック 健康相談 浣腸 点滴等 

5 バイタル（熱、血圧、脈、浣腸）利用者とのコミュニケーション（医療についての） 

6 
個人開業医と契約しており、必要の都度電話で指示をあおぎ、状況により専門病院等との対応や往診をしてもら

っている。（定期的に２週に１回全員診断） 

7 
毎日のバイタルサインのチェック。主治医の外来受診の対応。（定期的）内服薬の管理、感帽等による受診の対

応、内服の管理点滴等の管理。 

8 
毎週１回、併設施設の看護師が訪問し、午前中、看護ケア実施。 随時看護師が指導、助言している。２４時間常

に連絡がとれる様になっている 

9 
事業所は２４時間いつでも利用者に健康上の急変があった場合は、連携医に速やかに報告し、指示のもと適切

な医療を受けると共に、家族と連絡を取り夜間休日等においても緊急医療に応じる 

10 看護師不在の場合、系列の訪看ステーションと連携し、２４時間体制でアドバイス、訪問看護可能 

11 同一法人内の訪問看護ステーションとの契約により（月額３万円）随時の対応をとっている 

12 
週１回訪問し、療養指導を行い、主治医との連絡・調整等必要な対処をする。又、日常の健康管理上、必要が生

じた際も同様。 

13 常勤の看護師と連絡を取り、必要な時は随時訪問を行ってもらっている。 

14 当事業所の他の事業の常勤看護師と GH の看護師５名で夜間のオンコール体制をとっている 

15 定期訪問ではなく、緊急時訪問である。熱発（脱水症）があれば、点滴の為訪問が多い。 

16 
転倒・発熱・嘔吐など特変時に主治医の指示に基づいて処置を行う。原則グループホーム内に常時滞在してい

る。 

17 併設の病院と２４時間担当病棟がある。 

18 看護師と２４時間連絡がとれる。看とりの指針など。 

19 
隣接する同法人のクリニックと協力病院の契約をしています。その為、何かあった時はすぐにクリニックの看護師

がみにきてくれ、又、いつでも診察可能である。 

20 協力病院と２４時間緊急時の受け入れを契約している 
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④ 看取りケアの実施状況 

平成 18年 1月から 12月末の間で、死亡による退居者があった事業所数は 133箇所で、

全体の 27.8％の事業所が看取りケアを実施している。また、死亡による退居者の合計人

数は、回答事業所全体で 233 人である。そのうち 64 人（27.5％）がグループホーム内で

の看取りとなっている。 

上記を法人格別にみると、社会福祉法人が４割程度で比較的に割合が高く、特別養護

老人ホームなどの併設施設のノウハウや人的支援体制が活かされている可能性も考えら

れる。また、医療法人ではバックアップ病院に移行するためか、18.5%と低い割合となっ

た。 

 
図表 6 事業所内の看取り経験の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

27.8 29.3 42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答

(N:133)

Q29_2_6N グループホーム内での看取の有無
合
計

あ
り

な
し

無
回
答

全体 N 133　 37　 39　 57　

% 100.0　 27.8　 29.3　 42.9　

社会福祉法人 N 33　 14　 8　 11　

% 100.0　 42.4　 24.2　 33.3　

医療法人 N 27　 5　 10　 12　

% 100.0　 18.5　 37.0　 44.4　

株式・有限 N 58　 15　 16　 27　

% 100.0　 25.9　 27.6　 46.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 13　 2　 5　 6　

% 100.0　 15.4　 38.5　 46.2　

無回答 N 2　 1　 0　 1　

% 100.0　 50.0　 0.0　 50.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(３) 住所地限定による利用者への影響 

地域密着型サービスに位置づけられたことにより利用者に最も影響があるのは、入居

希望者の住所地が問題となって希望するグループホームに入居できないケースや、地域

内でのサービス事業者が限定されて選択し難くなるケースが起こり得る点であろう。 

利用希望者の住所地が障害となって、契約に至らなかったケースを確認したところ、

全体の 30.3％（171 件）の事業所で該当するケースが存在していた。該当する事業所に

おける発生件数は、平均で 3.1 件となっているが、地域（または事業所）によってばら

つきがあり、多い事業所では 1 年間に 8件程度発生している。 

また、利用に至らなかったケースの居住地の状況をみると、「隣接市町村の居住者」が

62.9％と最も高く、「同じ都道府県内」が 23.6％、「他の都道府県」が 13.5％という状況

である。近隣であっても利用できなかった者が多く存在していることがわかる。 

 
図表 7 住所地問題で利用に至らなかった事例を有する事業所 
  
 
 
 
 
 
 
 
図表 8 利用に至らなかった利用者の居住地の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3 54.3 15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

(N:565)

13.5

23.6
62.9

隣接市町村の居住者 隣接市町村ではないが、同じ都道府県内の居住者 他の都道府県の居住者

(有効N:163)
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２. サービスの質の確保・向上に向けた取り組み 

(１) サービス評価 

① 外部評価の費用の状況 

評価機関への支払い費用は、平均で 11.5 万円となっている。分布をみると、「10～13

万未満」が 31.3％、「13～16 万未満」が 27.5％で、10 万円から 16 万円未満の間で６割

程度を占めている。 

また、評価費用に対する事業所の負担感は、「少し高い」が 37.6％、「大変高い」が 44.3%

で、合わせて８割以上の事業所が、外部評価にかかる費用を高いと感じている。 

図表 9 外部評価の費用 
 
 
 
 
 
 
図表 10 費用に対する負担感 
 
 
 
 
 
 

② 調査結果に対する満足度 

費用が高いと感じている事業所が多い中、外部評価結果に対する満足度の状況をみる

と、「不満あり」が約３割、「不満なし」が約６割で、「無回答」が１割となった。不満の

あり／なし別に費用の負担感をみると、不満足のグループに「大変高い」とする割合が

高いものの、満足していても「大変高い」「少し高い」の合計は８割程度存在し、評価結

果に対する満足度に関わらず費用の負担感は高いことがわかる。 

図表 11 評価結果に対する満足度 
 
 
 
 

 
 

10.1 19.4 31.1 27.5 4.8 7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7万円未満 7～10万円未満 10～13万円未満 13～16万円未満 16万円以上 無回答

(N:495) [平均115.0千円]

1.3

1.1 11.3 37.6 44.3 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変安い 少し安い 適当 少し高い 大変高い 無回答

(N:460)

Q 48_3 評価費用についての考え方
合
計

大
変
安
い

少
し
安
い

適
当

少
し
高
い

大
変
高
い

無
回
答

全体 N 460　 6　 5　 52　 173　 204　 20　

% 100.0　 1.3　 1.1　 11.3　 37.6　 44.3　 4.3　

不満あり N 159　 2　 1　 14　 54　 84　 4　

% 100.0　 1.3　 0.6　 8.8　 34.0　 52.8　 2.5　

不満なし N 295　 4　 4　 36　 119　 117　 15　

% 100.0　 1.4　 1.4　 12.2　 40.3　 39.7　 5.1　

無回答 N 6　 0　 0　 2　 0　 3　 1　

% 100.0　 0.0　 0.0　 33.3　 0.0　 50.0　 16.7　

外
部
評
価
に
対
す

る
不
満
の
有
無

Q50N2 外部評価に対する不満の有無
合
計

不
満
あ
り

不
満
な
し

無
回
答

全体 N 565　 178　 336　 51　

% 100.0　 31.5　 59.5　 9.0　

社会福祉法人 N 161　 44　 109　 8　

% 100.0　 27.3　 67.7　 5.0　

医療法人 N 116　 31　 71　 14　

% 100.0　 26.7　 61.2　 12.1　

株式・有限 N 234　 85　 122　 27　

% 100.0　 36.3　 52.1　 11.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 17　 31　 2　

% 100.0　 34.0　 62.0　 4.0　

無回答 N 4　 1　 3　 0　

% 100.0　 25.0　 75.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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③ 評価機関選定で重視すること 

外部評価機関の選定において重視する点を聞いたところ、全体では、費用の安さより

も「評価調査員の質・認知症ケアへの理解」を重視するとの回答が 58.2%で最も高い。そ

の他では「他事業所の評判・評価機関の実績」が 32.9%、「費用の安さ」が 29.4％と続い

ている。 

費用の負担感が高いと感じつつも、サービス評価の質を保ち適正な評価結果を得たい

との意欲が感じられる結果である。一方、「評価機関の数が少なく、選択の余地がない」

も 32.6%で、評価機関の選択自体が制限されているケースも多く存在している。 
 
図表 12  外部評価機関の選定基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 外部評価の効果 

費用面や評価機関選定における様々な課題はあげられているものの、外部評価を実施

することについては、全体で８割の事業所が「効果がある」と回答している。 

 
図表 13 外部評価の効果 
 
 
 
 
 
 
 

32.9

58.2

20.2

14.3

29.4

16.8

8.1

32.6

7.4

0% 20% 40% 60% 80%

他事業所の評判・評価機関の実績

評価調査員の質・認知症ケアへの理解

価値観が近い評価機関

馴染みの評価機関

費用の安さ

細かいこと・的外れなことを言わない評価機

関

その他

評価機関の数が少なく、選択の余地がない

無回答

(N:565)

80.4 10.6 9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果あり 効果なし 無回答

(N:565)



 

 

15

具体的には、「内部では気づき難い事業所の課題や問題点を気付かせてくれた」（66.0%）、

「自己評価を客観的に確認できて、自信につながった」（52.2%）、「内部では気づかない、

自分たちの優れている点を気づかせてくれた」（45.8%）などの項目で割合が高く、外部

評価が「第三者の目」として機能し、内部だけでは気づき難いサービスの質の点検作業

や日常ケアにおける改善策の糸口を見出す役割を果たしていることが分かる。 

一方、法人格別にみると、株式・有限会社では「自分たちの優れた点を気付かせてく

れた」は少なく、「評価調査員の経験・認知症ケアに対する理解が足りないと感じた」と

いう回答が 31.6%と非常に高い。また、ＮＰＯ･その他では、「評価調査員とは、ケアサー

ビスにおける考え方・捉え方が異なる部分が多かった」や「調査結果について、納得で

きない点が多かった」と答えるところが多い。株式・有限、ＮＰＯ･その他の認知症ケア

の質への追求、拘り意識の高さの裏返しであるとも考えられる。 

 
図表 14 外部評価実施後の意見 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

Q50 外部評価に対する評価 （複数回答）
合
計

内
部
で
は
気
づ
か
な

い

、
自
分
た
ち
の
優
れ

て
い
る
点
を
気
づ
か
せ

て
く
れ
た

内
部
で
は
気
づ
き
難

い

、
事
業
所
の
課
題
や

問
題
点
を
気
づ
か
せ
て

く
れ
た

自
己
評
価
を
客
観
的
に

確
認
で
き
て

、
自
信
に

つ
な
が

っ
た

評
価
調
査
員
と
は

、
ケ

ア
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る

考
え
方
・
捉
え
方
が
異

な
る
部
分
が
多
か

っ
た

調
査
結
果
に
つ
い
て

、

納
得
で
き
な
い
点
が
多

か

っ
た

評
価
調
査
員
の
経
験
・

認
知
症
ケ
ア
に
対
す
る

理
解
が
足
り
な
い
と
感

じ
た

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 259　 373　 295　 83　 43　 133　 40　 51　

% 100.0　 45.8　 66.0　 52.2　 14.7　 7.6　 23.5　 7.1　 9.0　

社会福祉法人 N 161　 81　 107　 87　 29　 11　 28　 11　 8　

% 100.0　 50.3　 66.5　 54.0　 18.0　 6.8　 17.4　 6.8　 5.0　

医療法人 N 116　 59　 81　 63　 13　 6　 20　 7　 14　

% 100.0　 50.9　 69.8　 54.3　 11.2　 5.2　 17.2　 6.0　 12.1　

株式・有限 N 234　 90　 146　 112　 29　 20　 74　 15　 27　

% 100.0　 38.5　 62.4　 47.9　 12.4　 8.5　 31.6　 6.4　 11.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 28　 37　 29　 12　 6　 10　 6　 2　

% 100.0　 56.0　 74.0　 58.0　 24.0　 12.0　 20.0　 12.0　 4.0　

無回答 N 4　 1　 2　 4　 0　 0　 1　 1　 0　

% 100.0　 25.0　 50.0　 100.0　 0.0　 0.0　 25.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 運営推進会議 

① 実施状況 

調査実施時点（2006 年 12 月）の運営推進会議開催経験の有無は、「ある」が 78.8％、

「ない」が 20.0％で、実施率は８割程度となっている。法人格別にみると、株式・有限

では、実施率が若干低い結果となった。 

 
図表 15 運営推進会議の実施の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 

開催していないと回答した事業所 113 件（20.0％）について、その理由を聞いたとこ

ろ、「開催の準備・手続きが煩雑である」が 35.4%、「具体的な実施方法について理解でき

ていない」が 21.2％となっている。また、「行政の方針である」が 11.5％も存在してお

り、「行政の協力が得られない」との回答も 4.4％ある。「その他」（32.7%）の割合が高い

が、具体的な理由のほとんどが「現在準備中」との回答となっている。 

地域密着型サービスの基盤づくりの時期において、運営推進会議を開催する意義はお

おきい。市町村などの積極的な関わりや支援に期待がかかるところであるが、地域によ

って支援体制の温度差が明らかになった結果である。 

 
図表 16 開催していない理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

21.2

35.4

3.5

0.9

4.4

11.5

32.7

8.0

0% 10% 20% 30% 40%

具体的な実施方法について理解できていない

開催の準備・手続きが煩雑である

地域住民の理解が得られない

家族の理解が得られない

行政の協力が得られない

行政の方針である

その他

無回答

(N:113)

78.8 20.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

(N:565)
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② 運営推進会議の開催内容 

ア） 開催回数 

制度が施行されてから調査日までの間（約９ヶ月間）に、運営推進会議を開催した回

数は平均で 2.6 回となっている。「2 回～3回未満」と回答した事業所が 30.8％で、「3回

～4回未満」、「4 回～5回未満」、「2 回未満」がともに２割程度となっている。 

    図表 17 運営推進会議の開催回数 
 
 
 
 
 
 

イ） 運営推進会議への参加者の状況 

運営推進会議の参加人数は、平均で 6.4 人となっているが、最頻値は「4～6 人未満」

の 41.6%で、大半の事業所では「4～6人未満」で開催している状況がみてとれる。 

    図表 18 平均参加人数 
 
 
 
 
 
 
 

また、協力が得にくい者を聞いたところ、「利用者」との回答が 36.9%で最も高く、「地

域住民」が 28.5%、「利用者の家族」が 27.9%、「近隣の介護・福祉関係事業者」が 24.7%、

と続いている。「市区町村の職員・介護相談員等」との回答も 24.0%とあり、地域密着型

サービスとして地域への普及・啓発や地域連携の推進役となるべき市区町村の機能が果

たされていないケースも確認できる。 

   図表 19 協力が得られにくい参加者 
 
 
 
 
 
 

  

7.0 41.6 24.9 13.5 10.8

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4人未満 4～6人未満 6～8人未満 8～10人未満 10人以上 無回答

(N:445) [平均6.4人]

36.9

27.9

17.3

24.0

28.5

24.7

4.9

20.2

0% 10% 20% 30% 40%

利用者

利用者の家族

地域包括支援センターの職員等

市区町村の職員・介護相談員等

地域住民

近隣の介護・福祉関連事業者

その他

無回答

(N:445)

19.6 30.8 22.5 22.5 2.5

2.2 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2回未満 2～3回未満 3～4回未満 4～5回未満 5回以上 無回答 平均回数

(N:445) [平均2.6回]
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ウ） 運営推進会議における議題・議論の状況 

運営推進会議における議題は、「サービス提供状況の報告」が 83.6%と最も多く、「サー

ビス評価結果の報告・議題解決の検討等」（61.6%）、「サービス・認知症の地域住民への

理解浸透・啓発活動等に関する検討」（51.9%）、「地域連携に関する検討」（51.7%）、「緊

急時対応や災害対策に関する検討」（50.3%）などの項目で５割以上となっている（複数

回答）。 

その他の具体的な内容としては、「地域活動の情報交換」「介護保険に関する質疑応答」

「身体拘束に関する考え方」「看取りケアの取り組みについて」「認知症への理解を得る

ための検討」など多岐にわたり、運営推進会議のあり方そのものを参加者で検討してい

るケースもある。一方で、「運営推進会議とは何をする場か」を一度説明しただけで次の

会議開催に続いていなかったり、議題にすべき内容がなくて困っているなどの回答もあ

り、主催者となるグループホーム自身が、運営推進会議の意義や効果そのものをきちん

と理解した上で開催することが重要である。 

  
 図表 20 議題の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

83.6

48.5

42.0

61.1

20.0

50.3

51.9

22.0

51.7

19.6

27.6

5.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供状況の報告

ケアサービスの質に関する検討

事業所の経営・運営に関する検討

サービス評価結果の報告・課題解決の検討等

リスクマネジメントに関する検討

緊急時対応や災害対策等に関する検討

サービス・認知症の地域住民への理解浸透・

啓発活動等に関する検討

事業所の地域貢献に関する議論

地域連携に関する検討

医療連携に関する検討

市町村との連携に関する検討

その他

無回答

(N:445)
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(３) 運営推進会議の意義と効果 

運営推進会議を開催する意義やメリットについて、事業所の意識を確認したところ、

「大いにある」と「まあある」を合わせて、７割程度の事業所が意義を感じている結果

となった。 

この意識は、法人格別に若干の違いがみられる。「大いにある」と回答している事業所

は、医療法人、ＮＰＯ･その他で割合が高く、株式・有限や社会福祉法人では低い。また、

「大いにある」と「まあある」の合計割合は、医療法人が 80.4%なのに対し、ＮＰＯ・そ

の他では 61.9%と２割程度低くなっている。 

 
  図表 21 運営推進会議の効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

運営推進会議は、事業所と地域との関係づくりや入居者の地域に根ざした普通の暮ら

しを実現していくための手がかりとして、様々な効果や実践に結びつけられる可能性が

ある。運営推進会議の開催効果・メリットに関する自由回答では、事業所から地域へ、

あるいは地域から事業所への情報交換を通じて、問題や課題を共に考えていく土壌を築

き、相互の“想い”を理解する交流の場として機能している様子がみてとれる。また、

入居者自身が子ども会、自治会、老人クラブなどの活動に関わる機会につながっていた

り、事業所の火災や緊急時の体制整備、地域の協力関係の強化、市町村との連携強化な

ど、様々な関係構築に展開している様子がうかがえる。 

20.7 48.8 23.6

1.6

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 無回答

(N:445)

Q 45 運営推進会議の意義・開催の効果・メリット
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

無
回
答

全体 N 445　 92　 217　 105　 7　 24　

% 100.0　 20.7　 48.8　 23.6　 1.6　 5.4　

社会福祉法人 N 136　 25　 69　 29　 2　 11　

% 100.0　 18.4　 50.7　 21.3　 1.5　 8.1　

医療法人 N 97　 29　 49　 16　 0　 3　

% 100.0　 29.9　 50.5　 16.5　 0.0　 3.1　

株式・有限 N 167　 27　 83　 45　 3　 9　

% 100.0　 16.2　 49.7　 26.9　 1.8　 5.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 42　 11　 15　 13　 2　 1　

% 100.0　 26.2　 35.7　 31.0　 4.8　 2.4　

無回答 N 3　 0　 1　 2　 0　 0　

% 100.0　 0.0　 33.3　 66.7　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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図表 22 
運営推進会議の意義・開催の効果・メリットの具体的内容（一部抜粋） 

１ 地域の方々に対するグループホームケアの理解浸透と協力意識の向上。 防災面での協力関係の構築。

２ 
事業所の思いや熱意を感じて頂けてもらえる。地域住民に対して、認知症のお年よりやサービスを理解し

てもらえる。 

３ 
地域の方々に理解して頂き、利用者への協力関係も以前より強くなった。事業所の支援内容の理解と共

に、地域住民の協力体制ができた。 

４ 火災による避難連絡網に地域住民等も入れることができ、協力を仰ぐことが出来た。 

５ １つの事柄に対し家族、行政、地域の方といろいろな意見がうかがえる。 

６ 利用者の行動範囲の拡大 地域住民への認知症の理解が図られた。 

７ 回覧板をまわしてくれるようになった。 子供会・学校等との連携や関係構築について助言してもらえた。 

８ 防災などに対する専門的意見を頂けた。 避難訓練・地域との連携など。 

９ 
ホームの実情をわかってもらえる。認知症に対する理解が得られる。ホームの行事に協力が得られやすく

なる。 

１０ 民生委員の方達より何かあった場合の協力が得られそう。ボランティア活動等の情報を伝えてくださる。 

１１ 
家族間の意見交換の活用の場として、役立つことができた。外部の方へホームの活動状況を知ってもらう

良い機会になった。 

１２ 
近隣の住民や家族、民生員が来る事により、事業所で行っている生活を報告して、困っている事や助けて

欲しい事を報告し、近隣住民の協力をえられた。 

１３ 
地域の方々にＧＨを知っていただける場となった。・警察、消防の方の参加で、非常時の対応がスムーズに

行えると感じた。・見過ごしていた部分（気が付かなかった）の指摘があり、ありがたかった。 

１４ 地域の方がどの程度ＧＨを理解しているかがわかる。期待している事がわかる。 

１５ 
外部からの GH の見え方が分かった。地域の方々への新聞発行となった。 地域の行事への誘いと協力を

得られた。 

１６ 自治会の事、家族の考え方などがよく分かった様に思います。 

１７ 市とより密接になれる。 

１８ 外部委員より新しい情報をもらえる。老人クラブ等での活動（レクも含む）等に参加。 

１９ 
出席された地域代表の方々から、ボランティアにて催し会をとの申し出を受けた。 当事業所が地域におけ

るあり方についての意識をもつ様になった。 

２０ 今まで無関心だった地域の人たちが関心を持っていただけるようになり、協力的になった。 
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３. 経営状況 

(１) 事業活動収支の全般的な状況 

回答のあった 565 事業所のうち、事業活動収支について記入のあった 325 事業所の収

支分布をみると、事業活動収入の 3,500 万円と 7,000 万円前後に２つのボリューム・ゾ

ーンがみられる（グラフ参照）。これは、１ユニットと２ユニットの事業活動収入規模に

見合うと考えられる。 

 
 図表 23 事業活動収支の分布状況（有効回答 325 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）  

①グラフの「収支均衡線（45°線）」を挟んで、左上は赤字事業所を示し、右下が黒字事業所を表す。 

②回答事業所は、概ね「均衡線」付近に分布しており、極端な赤字（または黒字）事業所は少ない。回答

事業所の収支傾向を示す「最小二乗線」（太線）と、収支均衡線との間が「収支差」を示すが、事業規

模が大きくなるにつれて収支差も大きく開く傾向にある。一方、事業規模が小さくなるにつれ、収支差

は縮小し、事業活動収入が 2,200 万円を境に赤字となる。 

③なお、グラフは見やすいように、事業収入が 120 百万円以上の事業所はプロットを割愛している。 
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(２) ユニット別の状況 

ユニット別に事業活動収支状況をみると、１ユニットの活動収支差額比率は 7.8％、  

２ユニット以上は 10.1％となっている。活動収支差額比率のみでは 2 ユニット以上の方

が高く、スケールメリットが働いているように見える。しかし、事業活動外の収支を加

えた「経常収支差額比率」では、それぞれ 7.9％と 6.9％となり、規模の大きな２ユニッ

ト以上で、経常段階の収支が悪化している。逆にいえば、１ユニットでは、事業収入の

不足を補うため、活動外収入の増収努力をしているとみることもできる。ただし、今回

の調査では事業活動収入の明細は確認していない 

図表 24 ユニット別の収支状況（平均） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 25 ユニット数別の収支分布状況 
 
 
 
 
 
 
 

y = 0.80 x + 3,885,302
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収支均衡線１ユニット施設の収支分布

<黒字施設>

<赤字施設>

y = 0.80 x + 7,123,405
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120
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20 40 60 80 100 120 140 160

２ユニット施設の収支分
布

<黒字施設>

<赤字施設>

事業活動収入計 33,791,938 100.0% 74,508,623 100.0%

居宅介護サービス収入 24,925,756 73.8% 55,710,742 74.8%

保険外利用料収入 4,052,022 12.0% 8,496,464 11.4%

その他利用料収入 4,206,437 12.4% 9,289,525 12.5%

事業活動支出計 31,143,211 92.2% 66,965,393 89.9%

人件費支出計 21,521,203 63.7% 43,490,010 58.4%

　　うち正規職員 14,707,580 43.5% 32,297,623 43.3%

経費 11,766,193 34.8% 26,261,080 35.2%

　　うち食材料費 2,201,967 6.5% 4,715,404 6.3%

　　うち光熱水費 1,352,969 4.0% 2,107,620 2.8%

2,648,727 7.8% 7,543,230 10.1%

1,541,061 100.0% 2,723,773 100.0%

事業活動外支出計 2,025,224 131.4% 3,079,087 113.0%

うち借入金利息 360,918 23.4% 1,175,614 43.2%

2,796,903 7.9% 5,235,017 6.8%

8.73

8.55

97.9%

1ユニット 2ユニット以上

事
業
活
動
収
支

事業活動収支差額(収支差比率)

有効回答数 127

19.44

19.17

98.6%

137

活
動
外
収
支

事業活動外収入計

経常収支差額(収支差比率)

規
模

定員

入居者数

稼働率
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(３) 収支状況 

収支明細に記入のあった 318 事業所のうち、事業活動収支が黒字となっているのは 250

事業所（78.6％）、赤字となっているのは 68 事業所（21.4％）である。 

① 事業所規模 

有効回答数 318 事業所の平均定員数は 14 名である。また、入居者数平均は 13.7 名と

なっており、稼働率は 98.0％でほぼ満床状態である。稼働率については、黒字事業所と

赤字事業所の差は 2.6％となっている。 

 
②事業活動収入 

事業活動収入の平均は 5,408 万円であり、黒字企業の平均は 5,738 万円、赤字企業の

平均は 4,174 万円となっている。黒字事業所も赤字事業所も入居者数では大差ないが、

事業活動収入では大きく差がついている。 

また、事業活動収入の主な構成をみると、「居宅介護サービス収入」が 73.2％、居住費

や光熱費などに該当する「その他利用料収入」が 12.3％、「保険外利用料」が 11.8％と

なっている。「居宅介護サービス収入」が全体の７割強を占める収入構造は、黒字事業所

でも、赤字事業所でも大きな違いはみられない。 

 
③事業活動支出および人件費 
事業活動収入に対する支出割合は、全体で 94.4％であり、黒字事業所は 86.3％、赤字

事業所は 11.7％となっている。事業収支差比率が 15％以上の高収益事業所では、76.7％

となっている。また、人件費比率をみると、全体では 59.2%、黒字事業所では 56.5%とな

っているが、赤字事業所では 67.3%と突出して高いことがわかる。 

図表 26 回答企業の平均像 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

318 250 84 68

14.0 14.0 14.8 14.0

13.7 98.0% 13.8 98.6% 14.5 97.8% 13.4 96.0%

54,084,072 100% 57,378,937 100% 60,271,788 100% 41,740,623 100%

居宅介護サービス 39,593,682 73.2% 41,894,859 73.0% 44,748,773 74.2% 31,366,974 75.1%

保険外利用料収入 6,366,447 11.8% 6,682,403 11.6% 6,704,927 11.1% 5,183,161 12.4%

その他利用料収入 6,669,125 12.3% 6,968,330 12.1% 6,887,362 11.4% 5,545,443 13.3%

48,899,967 90.4% 49,512,352 86.3% 46,248,687 76.7% 46,605,810 111.7%

人件費支出（計） 31,999,015 59.2% 32,395,746 56.5% 30,587,990 50.8% 28,093,135 67.3%

5,184,105 9.6% 7,866,585 13.7% 14,023,101 23.3% ▲ 4,865,187 -11.7%

1,957,305 100% 1,512,327 100% 1,295,808 100% 3,627,794 100%

2,483,112 126.9% 2,794,245 184.8% 3,633,527 280.4% 1,272,524 35.1%

うち借入金利息 768,321 39.3% 803,383 53.1% 883,670 68.2% 638,953 17.6%

▲ 315,531 -16.1% ▲ 1,002,572 -66.3% ▲ 1,957,480 -151.1% 2,258,308 62.3%

4,360,702 7.8% 6,041,974 11.9% 10,949,928 17.8% ▲ 1,937,795 -10.9%経常収支差額 (収支差比率)

活
動
外
収
支

収　入

支　出

差　額 (収支差比率)

事
業
活
動
収
支

収　入

企業数（有効回答数）

規
模

施設定員

入居者数　　　　(稼働率)

支　出

差　額 (収支差比率)

赤字施設調　査　項　目
高収益施設

全　　体 黒字施設黒字事業所 赤字事業所高収益事業所
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(４) 事業活動収支差比率（収支差／事業活動収入） 

本業の収支状況を示す「事業活動収支差比率」の平均は 9.6％である（有効回答 318）。

このうち黒字事業所の平均は 13.7％、赤字事業所は▲11.7％となっている。高収益事業

所（84 事業所）の平均は 23.3％と高い。 

事業活動収支差比率の分布をみると、半分以上の事業所が 0～15％のゾーンに集中して

いる。 

 
図表 27 事業活動収支差比率の分布状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 入居者構成の影響 

黒字事業所のうち、特に事業活動収支比率が 15％を超える「高収益事業所（有効回答数 84）」

について、入居者構成（介護報酬ベース）の違いをみると、「要介護２」の比率が 32.5％と特に

高くなっている。 

これに対して赤字事業所では、「要介護２」の占める割合が低く、報酬単位の低い「要介護１」

が高率になっている。全般的に、赤字事業所は介護報酬が高い段階の入居者比率が小さくなる傾

向がみられる。入居者構成が事業活動収入に影響することをうかがわせる結果となっている。 

図表 28 回答事業所の入居者構成（介護報酬ベース） 
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有効回答：318

赤字施設 

14.0 14.0 14.8 14.0

13.7 13.8 14.5 13.4

98.0% 98.6% 97.8% 96.0%

要介護1 35,916 22.8% 35,363 21.2% 50,581 19.9% 38,236 32.6%

要介護2 47,688 30.3% 51,104 30.7% 82,331 32.5% 33,350 28.4%

要介護3 42,652 27.1% 46,615 28.0% 66,030 26.0% 26,023 22.2%

要介護4 23,377 14.9% 25,535 15.3% 41,559 16.4% 14,318 12.2%

要介護5 7,604 4.8% 8,097 4.9% 13,187 5.2% 5,535 4.7%

請求額合計 3,301,0072,999,463 3,116,136 2,508,555

調　査　項　目

施設定員

入居者数

稼働率

入
居
者
構
成

全　　体 黒字施設 高収益施設 赤字施設黒字事業所 赤字事業所高収益事業所
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(６) 費用の状況 

① 入居者一人当たりの人件費 

入居者一人あたりの人件費（人件費÷入居者数）をみると、平均は 2,334 千円である。

入居者一人当たりの人件費では、赤字事業所のほうが低い。 

「入居者一人当たりの事業収入」をみると、赤字事業所では 3,125 千円と、平均より

80 万円以上も少ない。これに対して、高収益事業所は 100 万円以上も多い。経営効率と

いう点からみて、赤字事業所では人的な施設サービスに見合う事業収入が不十分である

ことが赤字要因として考えられる。 

 

図表 29 入居者一人当たりの事業収入と人件費 
 

 

 

 

 

 

 

 

③ 経費 

事業支出のうち、経費の内訳をみると、全体の 42.8％が食材料費で、25.7％が光熱水

費である。また、賃借料は 20.5％、業務委託費は 7.9％となっている。 

 

図表 30 総支出に占める経費の内訳（平均） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

高収益

197 160 84 37

3,946 4,158 4,160 3,125

2,334 2,347 2,111 2,103

59.2% 56.5% 50.8% 67.3%人件費比率(人件費／事業収入)

全　　体

入居者一人当たり人件費  (千円)

入居者一人当たり事業収入(千円)

有効回答数

黒 字 赤 字

光熱水費
25.7%

賃借料
20.5%

業務委託費
7.9%

食材料費
42.8%

修繕費
3.2%
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収益状況別に経費の内訳をみると、赤字事業所で経費負担が特に重い様子がうかがえ

る。食材料費や光熱費は、黒字事業所も赤字事業所も大きく違わない。この他、賃貸料

や修繕費、業務委託費も事業活動に占める割合が 3％未満と大きな違いはないことから、

赤字事業所では回答外費目での経費負担が重いことが推測される。ただし、今回の調査

では、具体的な費目は確認していない。 

 
図表 31 支出内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）％は事業活動収入に対する比率 

 

 

(７) 損益分岐点の状況 

経費明細について記載のあった 197 事業所の損益分岐点比率（事業活動収入ベース）

は 98.8％となった。黒字事業所は 95.3％、赤字企業は 108.7％である。 

黒字事業所といえども、他の事業所事業等に比べると損益分岐点比率は高めであり、

事業活動収入が現在より 5％以上減少すると赤字に転落する懸念が大きく、全般的に固定

費比率が高い状況がうかがわれる。ただし、高収益事業所については、固定比率が 60％

程度と低く、損益分岐点比率も 83.0％と、かなり余裕のある状況となっている。 

図表 32 損益分岐点の状況 
 

 
 
 
 
 
 

(注)固定費率は、経費の 1/2 を固定費と看做し、人件費については「正規職員・人件費」および「非常勤職員・

人件費」の常勤換算部分を「固定的人件費」と看做して計算した。 

高収益

197 160 84 37

28.6% 27.4% 27.6% 28.1%

70.5% 69.2% 60.1% 78.2%

53,429,172 54,705,169 50,023,130 45,362,465

98.8% 95.3% 83.0% 108.7%

全体 黒字 赤字

有効回答数

固定費率

損益分岐点比率

損益分岐点事業収入

変動費率

人件費支出（計） 31,999,015 59.2% 32,395,746 56.5% 30,587,990 50.8% 28,093,135 67.3%

うち正規 23,119,353 42.7% 23,417,997 40.8% 20,458,256 33.9% 22,058,652 52.8%

うち非正規 6,788,895 12.6% 7,425,242 12.9% 7,519,892 12.5% 4,528,766 10.8%

人件費／事業活動支出 65.4% 65.4% 66.1% 60.3%

経費（計） 19,700,613 36.4% 19,746,387 34.4% 14,938,933 24.8% 19,520,266 46.8%

うち食材料費 3,464,965 6.4% 3,713,390 6.5% 3,541,853 5.9% 2,486,171 6.0%

うち光熱水費 2,095,155 3.9% 2,185,638 3.8% 1,968,813 3.3% 1,738,653 4.2%

減価償却費 3,708,557 6.9% 3,818,195 6.7% 3,720,810 6.2% 3,274,390 7.8%

うち建物･付属設備 3,058,270 5.7% 3,169,083 5.5% 3,093,898 5.1% 2,619,452 6.3%

徴収不能額 31,595 0.1% 39,111 0.1% 709 0.0% 3,226 0.0%

支
　
出
　
内
　
訳

全　　体 黒字施設 赤字施設
高収益施設

調　査　項　目 黒字事業所 赤字事業所
高収益事業所
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(８) 経常収支差比率と収益力 

経常収支差比率の分布をみると、黒字事業所は 233、赤字事業所は 63 である（有効回

答 296）。最も多いのは、0～5％で、次いで 5～10％となっている。有効回答の半数を超

える 134 事業所が、収支差比率 10％未満に分布している。 

事業活動収支で赤字の事業所が、経常収支差で黒字となった事業所は 11 事業所ある。

反対に、事業活動収支で黒字だった事業所が経常収支差で赤字となった例も同様の 11事

業所となっている。 

 
図表 33 経常収支差比率の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(９) 報酬改正の影響 

介護報酬改正の影響をみると、全体の３割以上の事業所が改正を原因として減益とな

っているとしている。一方、「少し増益」と回答した事業所は１割程度あり、「大いに増

益」と回答した事業所はいない。 

 

図表 34 
 

 
 
 
 

増益となった事業所について増益要因をみると、半数以上の事業所で「医療連携体制

9

1
5 3 5 5

12

23

75

59

45

18 16
11

6
1 2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

-
3
5
％

未
満

-
3
5
～

-
3
0
％

-
3
0
～

-
2
5
％

-
2
5
～

-
2
0
％

-
2
0
～

-
1
5
％

-
1
5
～

-
1
0
％

-
1
0
～

-
5
％

-
5
～

0
％

0
～

5
％

5
～

1
0
％

1
0
～

1
5
％

1
5
～

2
0
％

2
0
～

2
5
％

2
5
～

3
0
％

3
0
～

3
5
％

3
5
～

4
0
％

4
0
％

以
上

有効回答：296

赤字事業所 

少し増益
11.5%

変わらない
26.2%

少し減益
22.5%

大いに減益
9.9%

無回答
29.9%



 

 

28

加算の新設」を増益要因にあげている。次いで「介護費単位数変更により全体の収益向

上」を図ったことをあげている。また、人件費や人件費以外の経費を圧縮して増益を図

っているとの割合が 7.7％となっている。 

 
図表 35 増益要因（複数回答） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一方、減益となった事業所について減益要因をみると、「介護単位数変更により全体の

収益低下」を上げる事業所が全体の半分以上を占めており、収益悪化の直接要因が介護

単位の変更であることを示している。 

 
図表 36 減益要因（複数回答） 
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要介護度別の介護単位数変更により全体の収益低下

地域密着型サービスに位置付けられて利用者の確保が不安定化

計画作成担当者の配置規準により人件費が上昇

夜勤職員体制に関する基準により人件費が上昇

無回答

夜勤職員体制の規準にみたないため減算
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４. 職員処遇と人材確保の課題 

(１) 就業者の認知症介護経験 

設置主体別に職員の認知症介護経験年数の分布をみると、医療法人と有限会社（株式

会社、その他はサンプル数が少ないため言及しない）は経験年数の多い者が少ない傾向

にある。一方の社会福祉法人は経験年数の多い者が主戦力として活躍していることがう

かがえる。 

 表 37  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
しかし、事業所への定着度をみると、勤続５年以上の職員でその数は低下している。

これは施設への定着度が小さい可能性を示す。経験年数と勤続年数のギャップも大きな

論点であろう。 

 
 表 38  
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(２) 就業状況 

① 満足度 

職員調査の職務に対する満足度では、職務内容、職場内の人間関係ともに、１割以上

が満足している（「大変満足している」と「まあ満足している」の合計）と回答している。 

しかし、労働環境や雇用条件・処遇面では満足度は比較的に低く、「あまり満足してい

ない」「全く満足していない」の合計は、労働環境が 29.9％、雇用条件・処遇が 42.0％

となっている。 

 
図表 39 職務における満足度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 就業環境 

職員の休憩時間や有給休暇の取得状況をみると、休憩時間を規定通り取れていない割

合は、規定通り取れている割合を上回っており、「あまり取れていない（34.0％）」「全く

取れていない（21.3％）」を合わせて 55.3％となっている。 

また、有給休暇の取得については、「取れる（30.2％）」「まあ取れる（23.6％）」を合

わせると 53.8％で、「あまり取れない（27.0％）」「全く取れない（16.0％）」の合計より

も割合が高い。 

 
図表 40  休憩・有給休暇の取得状況 
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休憩時間と有給休暇の取得状況を法人格別･｣正規、非正規別に示したグラフである。 

休憩時間では、「あまり取れていない」「全く取れていない」の合計割合が４割強、有

給休暇では３割強が否定的な回答となっており、業務のきつさがここに現れている。 

人材の定着率を上げていくためにも、この辺りの改善が必要になるであろう。 

 
 表 41  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 42  
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② 残業代の支払い状況 

残業手当の支払い状況は、「支払われている」が 34.0％で最も高く、「まあ支払われて

いる」の 24.8％と合わせて６割程度となっている。一方で、「あまり払われていない」は

22.2％、「全く払われていない」は 15.6％で、全体の 37.8％が支払われていないと回答

している。 

勤務形態別にみると、常勤職員で「あまり支払われていない」「全く支払われていない」

の割合が高い。 

 
図表 43 残業代の支払い状況 
 
 
 
 
 
 
 

  
   図表 44 設置主体別 
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(３) 職務に対する意識（職員調査の結果より） 

① 過去１年で仕事を辞めたいと思った経験 

人材確保が難しい状況の中で、職務継続に関する職員の意識を確認した。過去１年の

間に仕事を辞めたいと思った経験があるかとの問いに対し、「ある」は 52.0%、「ない」は

47.2%で、職務継続について悩んだ経験を持つ職員が全体の半数以上を占めていることが

わかる。雇用形態別にみると、「ある」の割合は常勤が 53.7％、非常勤が 44.4％で、常

勤で辞めたいと思う割合が高い。性別・年齢別でみると、30 代、50 代の男性で辞めたい

と思う割合が低い。 

 
図表 45 離職に関する意識 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 現在のグループホームでの就労意向 

今後、現在のグループホームで就労を続けたいかとの質問では、「はい」が 59.3%、「い

いえ」が 5.0%、「わからない」が 34.6%となっている。性別・年齢別でみると、男性、

女性ともに、50 代以降で「今後もグループホームで仕事をしたい」と回答する割合が高

い。また、男性の 40 代でも、サンプルが少ないながら継続意識が７ 
割となっている。 
 
図表 46 就労継続意向 
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③ 職務における不安 

職員が職務の上で不安に思っていることで、最も多いのは「夜勤に何が起こるかわか

らない不安」で 52.2％に該当している。次いで、「日々の支援が利用者の満足につながっ

ているかわからないことの不安」が42.3％、「職務内容のわりに賃金が低いこと」が34.8％

と続いている。また、「認知症ケア・介護技術が不足していること」や「ストレスが溜ま

って精神的に疲れていること」も２割から３割の者に該当している。 

入居者の重度化やターミナル支援のニーズが増える中、夜間に１人で対応しなければ

ならない環境は、職員の精神的な不安や責務の重さを増加させていると考えられる。 

 

  図表 47 職員の不安要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52.2

28.5

42.3

34.8

17.5

19.2

13.7

22.4

9.6

11.4

15.3

6.3

5.5

0% 20% 40% 60%

夜勤に何が起こるかわからない不安

認知症ケア・介護技術が不足していることによ

る不安

日々の支援が、利用者の満足につながっている

かわからないことへの不安

職務内容のわりに賃金が低いこと

休憩時間・有給休暇が十分にとれないこと

介護職員の配置が十分でないこと

身体的な負担による腰痛・体調不良に関するこ

と

ストレスがたまって精神的に疲れていること

経験を重ねてもキャリアアップが図りにくいこ

と

利用者との人間関係

上司や同僚との人間関係

その他

無回答

(N:1,252)
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次に、夜間の職務環境を確認すると、勤務体制は規準を満たしており人員は足りてい

ると感じている職員が７割程度となっているが、緊急時に対しては不安を持っている状

況がうかがわれる。支援状況別に職員の意識をみると、後方支援体制の有無に関わらず、

不安と感じている職員は多いことがわかる。 

また、その不安感は、夜間時の後方支援の有無や緊急時の近隣住民の応援体制に関わ

らず、根強く残っている様子がわかる。 

 

図表 48 人員体制に関する意識 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 49 夜間の後方支援体制別・職員の不安感 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 50 近隣住民の応援体制の有無別・職員の不安感 
 
 
 
 
 

合計 大いに安心 まあ安心 少し不安 大いに不安

男性 ある 62 2.6% 25.9% 19.8% 5.2%

なし 50 1.7% 12.1% 21.6% 7.8%

無回答 4 0.9% 2.6%

合計 116

女性 ある 235 3.1% 16.4% 20.9% 5.5%

なし 245 2.5% 13.3% 22.1% 10.0%

無回答 31 0.6% 1.4% 2.5% 1.6%

合計 511

夜間時の後方支援

合計 大いに安心 まあ安心 少し不安 大いに不安

男性 ある 74 3.4% 28.4% 23.3% 8.6%

なし 37 0.9% 9.5% 17.2% 4.3%

無回答 5 0.9% 3.4%

合計 116

女性 ある 327 4.7% 19.8% 28.8% 10.8%

なし 157 1.0% 9.8% 15.1% 4.9%

無回答 27 0.6% 1.6% 1.8% 1.4%

合計 511

夜間緊急時の
近隣住民の応援体制

勤務体制 合計 足りている まあ足りている 少し不足 大いに不足

男性 基準を満たしている 110 26.7% 42.2% 19.0% 6.9%

基準を満たしていない 2 0.9% 0.9%

4 0.9% 0.9% 0.9% 0.9%

合計 116

女性 基準を満たしている 482 26.7% 37.3% 22.9% 7.6%

基準を満たしていない 6 0.4% 0.4% 0.2% 0.2%

22 0.6% 0.8% 2.0% 1.0%

合計 510 27.6% 38.4% 25.1% 8.8%
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(４) 研修受講に関する職員の意識 

① 職員 1人当たりの年間延べ受講日数 

職員(非正規職員を含む)が年間に受講する研修の延べ日数を常勤換算数で除した平均

受講日数は、「１日未満」が 44.8％で最も高く、次いで「1～2 日未満」が 23.5％、「3～
4 日未満」が 12.0％と続いている。1 人当たりの年間受講日数の平均は、1.5 日となった。 

認知症ケアの専門性を高めたいと考えている事業者、職員の思いに反して、研修受講

の機会は低い状況がうかがえる。 
 
 
図表 51 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、職員の“認知症介護実践者研修の受講経験の有無”と“職務に必要な知識を教

育体制や研修などにより得ることができる”をクロスさせたところ、正規職員でも男性

２割、女性１割が認知症介護実践者研修の受講経験が無でも、「職務に必要な知識を教育

体制や研修などにより得ることができる」と回答している。これは明らかに誤解に基づ

く見解である。このことは、職員に研修の意義が正しく伝わっていない可能性を示唆し

ている。 

様々な研修の機会を利用できれば、技術の向上はもちろん、あたらしいパラダイムに

触れる機会にもなり日常の業務に幅ができる。また、人的ネットワークが広がる可能性

もあるが、現実には人手不足等の問題から研修に十分な時間が割けない事業所もあるよ

うである。このあたりは、グループホーム運用に際しての大きな論点となろう。 

 

12.0 4.6 5.744.8 23.5 9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1日未満 1～2日未満 2～3日未満 3～4日未満 4日以上 無回答

[平均:1.5日](N:565)
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図表 52 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 53 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

設置主体別職務に必要な知識を教育体制や研修などにより得ることができる

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

できる まあできる あまりできない 全くできない できる まあできる あまりできない 全くできない

職務に必要な教育体系・研修

人数

社会福祉法人

医療法人

NPO法人

株式会社

有限会社

その他

なし（単独法人など）

正規 非正規

非正規
職務に必要な知識を教育体制や研修
などにより得ることができる

できる まあできる あまりできない 全くできない 合計

男性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 3 7 1 11

無 10 4 4 18
合計 13 11 5 29

女性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 44 47 25 3 119

無 63 80 58 14 215
合計 1 1

107 128 83 17 335

職務に必要な知識を教育体制や研修
などにより得ることができる

できる まあできる あまりできない 全くできない

男性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 10.3% 24.1% 3.4%

無 34.5% 13.8% 13.8%

女性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 13.1% 14.0% 7.5% 0.9%

無 18.8% 23.9% 17.3% 4.2%
0.3%

正規
職務に必要な知識を教育体制や研修
などにより得ることができる

できる まあできる あまりできない 全くできない 合計

男性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 28 34 9 1 72

無 28 27 14 4 73
合計 56 61 23 5 145

女性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 175 185 66 8 434

無 68 111 53 15 247
合計 243 296 119 23 681

職務に必要な知識を教育体制や研修
などにより得ることができる

できる まあできる あまりできない 全くできない

男性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 19.3% 23.4% 6.2% 0.7%

無 19.3% 18.6% 9.7% 2.8%

女性
認知症介護実践者研修の
受講経験の有無 有 25.7% 27.2% 9.7% 1.2%

無 10.0% 16.3% 7.8% 2.2%
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(５) 就業意識と離職率 

① 入職者と離職者の状況 

[正規職員] 

本調査実施日現在の正規職員人数に占める、１年間の入職者および離職者（平成 18 年

1月から12月の間）割合を集計したところ、2004年以前開設事業所の入職比率は22.8％、

離職者比率は 19.1％で、1年間に 2 割程度の職員の入れ替わりがあることが分かる。 

また、2005 年以降開設事業所の入職比率は 56.5％、離職者比率は 25.8％となっている。

新設による採用などで入職者が多いことは容易に予想できるが、離職する割合も 25.8％

とかなり高い割合になっている。 

2004 年以前開設事業所を法人格別にみると、株式・有限の割合が入職者比率、離職者

比率ともに高い。また 2005 年以降開設事業所をみると、同じく、株式・有限の割合が極

めて高くなっており、離職者比率は３割を超えている。 

 

 
 図表 54   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q 10_1_1N 正規職員の入職・離職状況
（2004年以前開設事業所） （2005年以降開設事業所）

入
職
者
比
率

離
職
者
比
率

入
職
者
比
率

（
正
規

職
員

）

離
職
者
比
率

（
正
規

職
員

）

全体 N 418　 418　 全体 N 140　 140　

有効N 404　 404　 有効N 136　 136　

平均値 22.8　 19.1　 平均値 56.5　 25.8　

社会福祉法人 N 130　 130　 社会福祉法人 N 28　 28　

有効N 126　 126　 有効N 28　 28　

平均値 19.9　 17.5　 平均値 31.4　 14.0　

医療法人 N 88　 88　 医療法人 N 27　 27　

有効N 88　 88　 有効N 27　 27　

平均値 23.6　 20.5　 平均値 54.5　 22.8　

株式・有限 N 156　 156　 株式・有限 N 75　 75　

有効N 147　 147　 有効N 71　 71　

平均値 25.7　 21.6　 平均値 70.1　 32.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 41　 41　 ＮＰＯ法人・その他 N 9　 9　

有効N 40　 40　 有効N 9　 9　

平均値 20.8　 12.9　 平均値 36.7　 18.3　

無回答 N 3　 3　 無回答 N 1　 1　

有効N 3　 3　 有効N 1　 1　

平均値 4.2　 10.2　 平均値 16.7　 8.3　

＊サンプルごとに比率やポイント差を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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[非正規職員] 

 次に、非正規職員における 2004 年以前開設事業所の入職比率は 37.0％、離職者比率は

27.3％で、１年間に３割程度の職員の入れ替わりが認められる。 

また、2005 年以降開設事業所の入職比率は 68.4％、離職者比率は 36.7％となっており、

正規職員を上回る変動がある。 

法人格別にみると、株式・有限、ＮＰＯ・その他での入職者比率は４割以上となって

いる。また、株式・有限の離職者比率が 37.0％と極めて高い。2005 年以降開設事業所を

みると、同じく、株式・有限の割合が極めて高く、入職者比率 76.7％、離職者比率 47.8％

となっている。株式・有限の人材確保の難しさが際立っている。 

 
 図表 55 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q10_1_2N 非正規職員の入職・離職状況
（2004年以前開設事業所） （2005年以降開設事業所）

入
職
者
比
率

離
職
者
比
率

入
職
者
比
率

離
職
者
比
率

全体 N 418　 418　 全体 N 140　 140　

有効N 336　 336　 有効N 115　 115　

平均値 37.0　 27.3　 平均値 68.4　 36.7　

社会福祉法人 N 130　 130　 社会福祉法人 N 28　 28　

有効N 98　 98　 有効N 26　 26　

平均値 27.7　 19.8　 平均値 60.0　 24.0　

医療法人 N 88　 88　 医療法人 N 27　 27　

有効N 65　 65　 有効N 24　 24　

平均値 37.6　 25.0　 平均値 66.2　 31.9　

株式・有限 N 156　 156　 株式・有限 N 75　 75　

有効N 133　 133　 有効N 56　 56　

平均値 41.6　 37.0　 平均値 76.7　 47.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 41　 41　 ＮＰＯ法人・その他 N 9　 9　

有効N 38　 38　 有効N 8　 8　

平均値 43.3　 16.9　 平均値 52.5　 19.6　

無回答 N 3　 3　 無回答 N 1　 1　

有効N 2　 2　 有効N 1　 1　

平均値 47.7　 35.2　 平均値 0.0　 0.0　

＊サンプルごとに比率やポイント差を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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② 離職者の平均在職期間 

[正規職員] 

2006 年に離職した者について在籍期間の平均月数をみると、全体では 21.7 ヶ月と 2年に

満たない。分布をみると、「1～2年未満」が 29.6%、「1年未満」が 26.5％、「2～3年未満」

が 22.8％となっている。 

平均在籍月数を法人格別にみると、社会福祉法人では 32.3 ヶ月であるのに対し、株式・

有限では 16.4 ヶ月で大きく差があり、株式・有限では、離職者の６割が２年未満で辞め

ていることが分かる。 

図表 56  正規職員離職者の平均在職期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

[非正規職員] 

非正規職員離職者の平均在職期間は 15.4 ヶ月で、正規職員よりもさらに短い期間で辞

めている状況がわかる。分布をみると、「1 年未満」が 47.1%、「1～2年未満」が 27.1％、

「2～3年未満」が 12.7％となっている。 

法人格別にみると、社会福祉法人が 18.9 ヶ月で最も長いが、医療法人は、15.8 ヶ月、

株式・有限は 14.1 ヶ月、ＮＰＯ・その他は 10.7 ヶ月で、いずれも短い期間で辞めてい

る。 

 
図表 57 非正規職員離職者の平均在職期間 
 
 
 
 
 
 
 
 

26.5

10.1

29.5

34.9

16.0

29.6

20.3

26.9

32.9

44.0

22.8

29.0

15.4

22.8

28.0

4.7

12.0

15.4

15.9

10.2

0.0

7.7

21.7

10.3

1.3

0.0

3.4

2.6

2.9

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

社会福祉法人

医療法人

株式・有限

ＮＰＯ法人・その他

1年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～4年未満 4年以上 無回答

21.7ヶ月

32.3ヶ月

22.6ヶ月

16.4ヶ月

21.6ヶ月

平均在職期

47.1

34.7

47.3

50.4

65.2

27.1

33.3

21.8

26.6

21.7

12.7

20.8

10.9

10.8

4.3

4.3

4.3

5.5

4.2

10.9

3.6

5.5

5.6

4.1

0.0

3.4

1.4

3.6

4.3

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

社会福祉法人

医療法人

株式・有限

ＮＰＯ法人・その他

1年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～4年未満 4年以上 無回答

15.4ヶ月

18.9ヶ月

15.8ヶ月

14.1ヶ月

10.7ヶ月

平均在職期
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(６) 給与・年収の状況 

① 介護職 

常勤介護職員の給与・年収の状況をみると、1 年目は給与が 15.7 万円、年収が 229.3

万円で、６年目は給与が 18.4 万円、年収が 274.8 万円となっている。 

常勤正規職員と常勤非正規職員の年収の差は、1年目で 55.5 万円、６年目で 73.6 万円

となっている。 

 
図表 58 介護職給与・年収 

Q17_1_1_1 給与・年収（常勤介護職員） （万円）

1年目の給
与

6年目の給
与

1年目の年
収

6年目の年
収

1年目の給
与

6年目の給
与

1年目の年
収

6年目の年
収

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 289　 289　 289　 289　 129　 129　 129　 129　

平均値 15.7　 18.4　 229.3　 274.8　 13.1　 15.0　 173.8　 201.2　

正規職員 非正規職員

 
 

② 看護職 

常勤看護職員の給与・年収の状況をみると、1 年目は給与が 18.9 万円、年収が 274.6

万円で、６年目は給与が 21.8 万円、年収が 317.1 万円となっている。 

常勤正規職員と常勤非正規職員の年収の差は、1年目で 60.1 万円、６年目で 74.2 万円

となっている。 

図表 59 看護職給与・年収 

Q17_1_3_1 給与・年収（常勤看護職員） （万円）

1年目の給
与

6年目の給
与

1年目の年
収

6年目の年
収

1年目の給
与

6年目の給
与

1年目の年
収

6年目の年
収

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 109　 109　 109　 109　 39　 39　 39　 39　

平均値 18.9　 21.8　 274.6　 317.1　 16.4　 18.5　 214.5　 242.9　

非正規職員正規職員

 
 

③ 非常勤職員の時給 

非常勤の時給の状況をみると、1年目の平均は 778.4 円で、6 年目は 851.5 円となって

いる。5 年で１割程度の単価引き上げとなっている。 

 図表 60 非常勤職員時給 
 
 
 
 
 

Q17_2_1_1 時給（非常勤介護職員） （円）

1年目の時給 6年目の時給

全体 N 565　 565　

有効N 191　 191　

平均値 778.4　 851.5　
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④ 給与水準の比較 

図表 61 特別養護老人ホームとの比較 
離職率２割との結果にも現れているよう

に、グループホーム就業者の給与水準は他の

施設型サービスに比較しても低いレベルに

ある。例えば、特別養護老人ホームの介護職

員の平均給与・年収（平成 14 年調査「全国

老人ホーム基礎調査統計資料」全国老人福祉

施設協議会・老施協総研調べ）と比較すると、

１年目の年収では、特養が 266 万円なのに対

し、グループホームでは 229 万円、経験５年

の年収では、特養が 314 万円なのに対し、グ

ループホームが 275 万円と、両者に大きな開

きがある。 

 
⑤ 他業種との比較 

厚生労働省の毎月勤労統計調査結果から、平成 17 年 1 月から 12 月の給与総額を業種

別にみると、電気・ガス・熱供給・水道等が 7 百万円代で最も高く、金融・保険業、情

報通信、教育・学習支援が 5 百万円代と続いている。医療・福祉分野の平均は 393.4 万

円で、全体平均を下回る水準となっている。さらに、本調査結果をもとにグループホー

ム単独でみると、飲食店・宿泊業に次いでの低い水準であることがわかる。 

 
図表 62  産業別・平成 17 年 1 月から 12 月の現金給与総額 
     （事業所規模 5 人以上、30 人未満） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

特別養護老人ホーム：常勤介護職員

給
与

年
収

給
与

年
収

16.9 265.9 19.5 314.2

30人以下 15.5 260.7 18.0 300.3

31～50人 16.3 256.3 18.8 303.6

51～80人 16.9 268.2 19.5 315.2

81～100人 17.9 276.3 20.8 327.2

101人以上 17.7 283.7 20.5 338.6

グループホーム：介護職員

給
与

年
収

給
与

年
収

15.7 229.3 18.4 274.8

（単位：万円）

全体平均

正規経験5年

全体平均

定
員
規
模

（単位：万円）

正規職員1年目 正規職員経験5年

正規1年目

274.8

314.2

169.9

323.3

371.4

393.5

413.6

427.2

433.7

452.8

456.8

480.9

528.8

570.7

599.8

711.6

401.6

0.0 100.0 200.0 300.0 400.0 500.0 600.0 700.0 800.0

グループホーム

特別養護老人ホーム

飲食店，宿泊業

卸売・小売業

サービス業

医療，福祉

複合サービス事業

運輸業

建設業

鉱業

製造業

不動産業

教育，学習支援業

情報通信業

金融・保険業

電気・ガス・熱供給・水道業

調査産業計

（単位:万円）資料：「毎月勤労統計調査」平成17年厚生労働省統計調査

資料： 平成14年調査「 全国老人ホーム基礎調査統計資料」 （ 全国祉協・ 老施協総研）
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 Ⅲ 事業所調査結果 
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III 事業所調査結果 

１. 事業所の属性 

(１) 所在地 

調査回答事業所の所在地は、北海度が 33 件、東北が 98 件、関東が 65 件、中部が 140
件、近畿が 45 件、中国が 68 件、四国が 55 件、九州が 54 件となっており、中部地方の

事業所回答数が多い。 
都道府県別にみると、岩手県が 32 件で最も多く、新潟県が 30 件、石川県が 29 件、

愛媛県、広島県がともに 27 件で回答事業所が多い。 
 
図表 63 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q1_1 所在地
北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

東
北

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

全体 N 33　 26　 32 11 15 7 7 98 4 3 2　 8　 22　 9
% 5.8　 4.6　 5.7　 1.9　 2.7　 1.2　 1.2　 17.3　 0.7　 0.5　 0.4　 1.4　 3.9　 1.6　

社会福祉法人 N 6　 11　 15 6 2 1 3 38 1 0 0　 0　 2　 0
% 3.7　 6.8　 9.3　 3.7　 1.2　 0.6　 1.9　 23.5　 0.6　 0.0　 0.0　 0.0　 1.2　 0.0　

医療法人 N 4　 1　 8　 1　 1　 0　 2　 13　 0　 2　 1　 1　 3　 4　
% 3.4　 0.9　 6.9 0.9 0.9 0.0 1.7 11.3 0.0 1.7 0.9　 0.9　 2.6　 3.4

株式・有限 N 21　 13　 6　 4　 12　 4　 2　 41　 3　 1　 1　 6　 12　 2　
% 9.0　 5.6　 2.6 1.7 5.1 1.7 0.9 17.6 1.3 0.4 0.4　 2.6　 5.1　 0.9

ＮＰＯ法人・その他 N 2　 1　 3　 0　 0　 2　 0　 6　 0　 0　 0　 1　 5　 3　
% 4.0　 2.0　 6.0　 0.0　 0.0　 4.0　 0.0　 12.0　 0.0　 0.0　 0.0　 2.0　 10.0　 6.0　

無回答 N 0　 0　 0 0 0 0 0 0 0 0 0　 0　 0　 0
% 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

神
奈
川

県 関
東

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

中
部

三
重
県

滋
賀
県

全体 N 17　 65　 30　 5　 29　 6　 12　 6　 7　 26　 19　 140　 12　 3　
% 3.0　 11.5　 5.3 0.9 5.1 1.1 2.1 1.1 1.2 4.6 3.4　 24.8　 2.1　 0.5

社会福祉法人 N 2　 5　 17　 1　 11　 3　 4　 1　 3　 5　 6　 51　 5　 1　
% 1.2　 3.0　 10.6 0.6 6.8 1.9 2.5 0.6 1.9 3.1 3.7　 31.7　 3.1　 0.6

医療法人 N 6　 17　 4　 3　 4　 1　 2　 3　 1　 3　 5　 26　 1　 0　
% 5.2　 14.7　 3.4　 2.6　 3.4　 0.9　 1.7　 2.6　 0.9　 2.6　 4.3　 22.4　 0.9　 0.0　

株式・有限 N 7　 32　 3 1 11 0 3 0 3 15 7　 43　 4　 2
% 3.0　 13.7　 1.3　 0.4　 4.7　 0.0　 1.3　 0.0　 1.3　 6.4　 3.0　 18.4　 1.7　 0.9　

ＮＰＯ法人・その他 N 2　 11　 4 0 3 2 3 2 0 3 1　 18　 1　 0
% 4.0　 22.0　 8.0　 0.0　 6.0　 4.0　 6.0　 4.0　 0.0　 6.0　 2.0　 36.0　 2.0　 0.0　

無回答 N 0　 0　 2　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 2　 1　 0　
% 0.0　 0.0　 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0　 50.0　 25.0　 0.0

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山

県 近
畿

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

中
国

徳
島
県

香
川
県

全体 N 5　 9　 7 4 5 45 16 4 15 27 6　 68　 19　 3
% 0.9　 1.6　 1.2　 0.7　 0.9　 7.9　 2.8　 0.7　 2.7　 4.8　 1.1　 12.1　 3.4　 0.5　

社会福祉法人 N 1　 2　 1 1 4 15 6 3 3 9 1　 22　 7　 0
% 0.6　 1.2　 0.6　 0.6　 2.5　 9.2　 3.7　 1.9　 1.9　 5.6　 0.6　 13.7　 4.3　 0.0　

医療法人 N 1　 2　 4 1 0 9 6 1 4 5 1　 17　 8　 3
% 0.9　 1.7　 3.4　 0.9　 0.0　 7.8　 5.2　 0.9　 3.4　 4.3　 0.9　 14.7　 6.9　 2.6　

株式・有限 N 3　 4　 2　 2　 1　 18　 4　 0　 8　 13　 3　 28　 3　 0　
% 1.3　 1.7　 0.9 0.9 0.4 7.8 1.7 0.0 3.4 5.6 1.3　 12.0　 1.3　 0.0

ＮＰＯ法人・その他 N 0　 1　 0　 0　 0　 2　 0　 0　 0　 0　 1　 1　 1　 0　
% 0.0　 2.0　 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0　 2.0　 2.0　 0.0

無回答 N 0　 0　 0　 0　 0　 1　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　
% 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 25.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

愛
媛
県

高
知
県

四
国

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島

県 沖
縄
県

九
州

無
回
答

合
計

全体 N 27　 6　 55　 11　 4　 8　 4　 15　 2　 7　 3　 54　 7　 565　
% 4.8　 1.1　 9.8 1.9 0.7 1.4 0.7 2.7 0.4 1.2 0.5　 9.5　 1.2　 100.0

社会福祉法人 N 2　 0　 9　 3　 0　 0　 0　 7　 0　 3　 2　 15　 0　 161　
% 1.2　 0.0　 5.5 1.9 0.0 0.0 0.0 4.3 0.0 1.9 1.2　 9.3　 0.0　 100.0

医療法人 N 5　 4　 20　 1　 0　 1　 1　 5　 0　 0　 1　 9　 1　 116　
% 4.3　 3.4　 17.2　 0.9　 0.0　 0.9　 0.9　 4.3　 0.0　 0.0　 0.9　 7.9　 0.9　 100.0　

株式・有限 N 17　 2　 22　 6　 4　 6　 2　 2　 1　 4　 0　 25　 4　 234　
% 7.3　 0.9　 9.5　 2.6　 1.7　 2.6　 0.9　 0.9　 0.4　 1.7　 0.0　 10.8　 1.7　 100.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 2　 0　 3 1 0 1 1 1 1 0 0　 5　 2　 50
% 4.0　 0.0　 6.0　 2.0　 0.0　 2.0　 2.0　 2.0　 2.0　 0.0　 0.0　 10.0　 4.0　 100.0　

無回答 N 1　 0　 1 0 0 0 0 0 0 0 0　 0　 0　 4
% 25.0　 0.0　 25.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 100.0　

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 事業所の法人格 

回答事業所の法人格をみると、有限会社が最も多く 28.7%、次いで社会福祉法人の

28.5%、医療法人の 20.5%と続いている。 
 
図表 64 
 

28.5 20.5 7.1 12.7 28.7 1.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会福祉法人 医療法人 ＮＰＯ法人 株式会社 有限会社 その他 無回答

(N:565)

 
 
 
 

(３) 設置主体 

また、事業所の設置主体（母体法人）の状況をみると、社会福祉法人が 27.6%と最も

多く、有限会社が 24.6%、医療法人が 22.1%、株式会社が 12.6%と続く。 
 
図表 65 
 

4.127.6 22.1 6.2 12.6 24.6 1.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会福祉法人 医療法人 ＮＰＯ法人

株式会社 有限会社 その他
なし（単独法人など） 無回答

(N:565)
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(４) 開設年 

［全体］ 
事業所の開設時期をみると、全体では「2004 年以降」が 44.6％と最も多く、「2001 年

～2003 年」が 37.2％、「2000 年以前」が 17.0％となっている。開設後 3 年未満の事業

所が全体の４割強を占めている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人、医療法人は「2000 年以前」に開設している割合が

高く、「2004 年以降」に開設した事業所は、株式会社が 55.1％、ＮＰＯ・その他が 46.0％
となっている。比較的に株式会社、有限会社に新しい事業所が多い。 

 
図表 66 

17.0

28.6

24.1

7.3

10.0

37.2

39.8

32.8

36.3

44.0

44.6

29.8

42.2

55.1

46.0

1.3

0.0

1.2

1.9

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:565)

社会福祉法人

(N:161)

医療法人

(N:116)

株式・有限

(N:234)

ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

2000年以前 2001～2003年 2004年以降 無回答
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２. サービスの提供状況 

(１) グループ法人内実施サービス 

［全体］ 
同一法人内で実施しているサービス内容は、「居宅介護支援事業」や「通所介護事業」

がそれぞれ、47.4%、49.9%で半数近い。 
 
［法人格別］ 
法人格別で見ると、社会福祉法人では「居宅介護支援事業」、「通所介護事業」、「訪問

介護事業」、「短期入所生活介護」、「訪問入浴サービス」、「配食サービス」、「介護老人福

祉施設」など、実施事業が多岐にわたっている。 
医療法人では、「居宅介護支援事業」、「通所介護事業」、「訪問介護事業」が高く、また

目立つ点としては、「訪問看護事業」、「介護老人保健施設」、「療養型病床群」、「その他医

療機関」の設置が飛びぬけて高い。 
これらに対して、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他では、そもそも半数近くが無回答

であり、実施されていない状況がうかがわれる。また実施しているとする「居宅介護支

援事業」や「通所介護事業」がそれぞれ 20~30%程度にとどまっており、法人格別に実

施状況の差がみられる。 
 
図表 67 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q1_12 グループ法人内実施サービス （複数回答）
合
計

小
規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護

居
宅
介
護
支
援
事
業

通
所
介
護
事
業

訪
問
介
護
事
業

訪
問
看
護
事
業

短
期
入
所
生
活
介
護

訪
問
入
浴
サ
ー

ビ
ス

配
食
サ
ー

ビ
ス

全体 N 565　 42　 268　 282　 172　 89　 154　 52　 68　

% 100.0　 7.4　 47.4　 49.9　 30.4　 15.8　 27.3　 9.2　 12.0　

社会福祉法人 N 161　 18　 113　 125　 89　 24　 100　 40　 53　

% 100.0　 11.2　 70.2　 77.6　 55.3　 14.9　 62.1　 24.8　 32.9　

医療法人 N 116　 5　 79　 66　 39　 52　 34　 6　 11　

% 100.0　 4.3　 68.1　 56.9　 33.6　 44.8　 29.3　 5.2　 9.5　

株式・有限 N 234　 15　 62　 72　 34　 10　 17　 4　 4　

% 100.0　 6.4　 26.5　 30.8　 14.5　 4.3　 7.3　 1.7　 1.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 4　 11　 17　 8　 2　 2　 2　 0　

% 100.0　 8.0　 22.0　 34.0　 16.0　 4.0　 4.0　 4.0　 0.0　

無回答 N 4　 0　 3　 2　 2　 1　 1　 0　 0　

% 100.0　 0.0　 75.0　 50.0　 50.0　 25.0　 25.0　 0.0　 0.0　

（複数回答）
合
計

介
護
老
人

福
祉
施
設

介
護
老
人

保
健
施
設

療
養
型
病

床
群

そ
の
他
の

医
療
機
関

有
料
老
人

ホ
ー

ム

介
護
・
医

療
以
外
の

事
業

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 112　 95　 44　 77　 26　 29　 70　 163　

% 100.0　 19.8　 16.8　 7.8　 13.6　 4.6　 5.1　 12.4　 28.8　

社会福祉法人 N 161　 100　 23　 1　 5　 9　 13　 34　 16　

% 100.0　 62.1　 14.3　 0.6　 3.1　 5.6　 8.1　 21.1　 9.9　

医療法人 N 116　 8　 66　 38　 66　 7　 6　 9　 8　

% 100.0　 6.9　 56.9　 32.8　 56.9　 6.0　 5.2　 7.8　 6.9　

株式・有限 N 234　 3　 4　 4　 4　 8　 9　 17　 114　

% 100.0　 1.3　 1.7　 1.7　 1.7　 3.4　 3.8　 7.3　 48.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 1　 1　 1　 1　 2　 1　 9　 25　

% 100.0　 2.0　 2.0　 2.0　 2.0　 4.0　 2.0　 18.0　 50.0　

無回答 N 4　 0　 1　 0　 1　 0　 0　 1　 0　

% 100.0　 0.0　 25.0　 0.0　 25.0　 0.0　 0.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 実施サービス 

グループホームの多機能化が進められる中で、入居サービス以外のサービス提供状況

を確認した設問である。 
 
［全体］ 
全体では、「共用型の認知症対応型通所介護」が 19.8%となっており、「短期利用共同

生活介護」や「介護保険以外のサービス」に比べて実施率が高い。 
［法人格別］ 
法人格別にみてもその傾向は変わらず、「共用型の認知症対応型通所介護」がそれぞれ

20%前後を占めている。ただ、全体の傾向と異なる点として、ＮＰＯ・その他では、「短

期利用共同生活介護」が 2.0%（実数では 1）と極端に少なく、逆に「介護保険以外のサ

ービス」が 10%と高い傾向がある。 
 
 
図表 68 

19.8

9.0

4.6

0% 20% 40% 60% 80%

共用型の認知症対応型通所介護

短期利用共同生活介護

介護保険以外のサービス

(N:565)

 
 
 
 
 
 

Q1_5 実施サービス （複数回答）
合
計

共
用
型
の
認
知
症
対
応

型
通
所
介
護

短
期
利
用
共
同
生
活
介

護 介
護
保
険
以
外
の
サ
ー

ビ
ス

無
回
答

全体 N 565　 112　 51　 26　 390　

% 100.0　 19.8　 9.0　 4.6　 69.0　

社会福祉法人 N 161　 28　 17　 6　 113　

% 100.0　 17.4　 10.6　 3.7　 70.2　

医療法人 N 116　 22　 11　 4　 81　

% 100.0　 19.0　 9.5　 3.4　 69.8　

株式・有限 N 234　 49　 22　 11　 158　

% 100.0　 20.9　 9.4　 4.7　 67.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 13　 1　 5　 34　

% 100.0　 26.0　 2.0　 10.0　 68.0　

無回答 N 4　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 100.0　

事
業
所
の
法
人
格
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３. ユニット数・定員など 

(１) ユニット数 

［全体］ 
事業所のユニット数をみると、全体では「1 ユニット」が 47.8%、「2 ユニット」が 46.7%

で、ほぼ同じ割合を示している。また、3 ユニット以上ある事業所は 5.5%となっており、

1 事業所あたりの平均ユニット数は 1.6 ユニットとなった。 
 
［法人格別］ 
法人格別に見ると、医療法人、株式・有限会社では、「2 ユニット」の事業所がそれぞ

れ 53.4％、53.8％と半数以上を占め、逆に社会福祉法人や、ＮＰＯ・その他は「1 ユニ

ット」の事業所が 60%程度を占めている。 
 
 
図表 69 

47.8 46.7 5.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1ユニット 2ユニット 3ユニット以上 無回答

(N:565) [平均:1.6ユニット]

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q1_6N ユニット数
合
計

1
ユ
ニ

ッ
ト

2
ユ
ニ

ッ
ト

3
ユ
ニ

ッ
ト
以
上

無
回
答

平
均
ユ
ニ

ッ
ト
数

全体 N 565　 270　 264　 31　 0　 565　

% 100.0　 47.8　 46.7　 5.5　 0.0　 1.6　

社会福祉法人 N 161　 93　 55　 13　 0　 161　

% 100.0　 57.8　 34.2　 8.1　 0.0　 1.5　

医療法人 N 116　 46　 62　 8　 0　 116　

% 100.0　 39.7　 53.4　 6.9　 0.0　 1.7　

株式・有限 N 234　 99　 126　 9　 0　 234　

% 100.0　 42.3　 53.8　 3.8　 0.0　 1.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 31　 18　 1　 0　 50　

% 100.0　 62.0　 36.0　 2.0　 0.0　 1.4　

無回答 N 4　 1　 3　 0　 0　 4　

% 100.0　 25.0　 75.0　 0.0　 0.0　 1.8　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 定員と入居者数 

［定員］ 
定員の平均人数は、1 事業所あたり 14.0 人で、1 ユニットあたりでは 8.8 人となって

いる。法人格別にも大きな違いは見られない。 
 
［入居者数］ 
定員数に対して、調査日現在の入居者数実績は、1 事業所あたり 13.5 人で、1 ユニッ

トあたりは 8.5 人となっている。 
 
 
図表 70 

Q1_7 定員と入居者数

1
事
業
所
当
た
り

1
ユ
ニ

ッ
ト
当
た
り

1
事
業
所
当
た
り

1
ユ
ニ

ッ
ト
当
た
り

全体 N 565　 565　 565　 565　

有効N 565　 565　 563　 563　

平均値 14.0　 8.8　 13.5　 8.5　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　

有効N 161　 161　 161　 161　

平均値 13.4　 8.8　 13.2　 8.7　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　

有効N 116　 116　 115　 115　

平均値 14.7　 8.8　 14.2　 8.5　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　

有効N 234　 234　 233　 233　

平均値 14.3　 8.8　 13.7　 8.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　

有効N 50　 50　 50　 50　

平均値 12.2　 8.6　 11.9　 8.4　

無回答 N 4　 4　 4　 4　

有効N 4　 4　 4　 4　

平均値 15.8　 9.0　 15.8　 9.0　

入居者数

事
業
所
の
法
人
格

定員
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(３) 入居率 

［全体］ 
定員数に対する入居率をみると、全体の平均では 96.8%と高く、「100%」の事業所が

80.5%にも上る。入居率 80%以上まで広げると全体の 95.2%を占める。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、入居率 80％未満の事業所では、「株式・有限」が 7.3%と比較的高

く、次いで「医療法人」の 6.0％となっている。社会福祉法人では入居率 80％未満の事

業所はない。 
 
 
図表 71 

4.4 14.7 80.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80％未満 80～100％未満 100% 無回答

(N:565) [平均:96.8%]

 
 
 
 
 
 

Q1_N2 入居率
合
計

8
0
％
未
満

8
0
～

1
0
0
％
未
満

1
0
0
%

無
回
答

平
均
入
居
率

（
％

）

全体 N 565　 25　 83　 455　 2　 563　

% 100.0　 4.4　 14.7　 80.5　 0.4　 96.8　

社会福祉法人 N 161　 0　 20　 141　 0　 161　

% 100.0　 0.0　 12.4　 87.6　 0.0　 98.8　

医療法人 N 116　 7　 14　 94　 1　 115　

% 100.0　 6.0　 12.1　 81.0　 0.9　 97.0　

株式・有限 N 234　 17　 41　 175　 1　 233　

% 100.0　 7.3　 17.5　 74.8　 0.4　 95.2　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 1　 8　 41　 0　 50　

% 100.0　 2.0　 16.0　 82.0　 0.0　 97.5　

無回答 N 4　 0　 0　 4　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 0.0　 100.0　 0.0　 100.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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４. 土地・建物・設備等の状況 

(１) 土地の状況 

［全体］ 
事業所の土地保有状況についてみると、「法人保有」が 51.3%と過半数を占めるが、「全

部賃借」、もしくは「一部賃借」の合計も 31.3%と少なくない。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人では、「法人保有」が 67.7%と高い割合を示している

が、医療法人、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他に移るにしたがって、「法人保有」の割

合は低くなる。 
逆に、ＮＰＯ・その他、株式・有限会社、医療法人、社会福祉法人の順で「全部賃借」、

もしくは「一部賃借」の合計が多い傾向がある。また、社会福祉法人に限っては、「無償

貸与」の割合が高いという特徴がある。 
 
 
 
 
図表 72 

51.3

67.7

56.9

44.9

16.0

6.9

14.9

1.7

4.3

6.0

10.4

6.2

9.5

12.4

18.0

0.0

1.2

1.6

2.0

2.6

31.9

9.9

29.7

58.0

35.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:565)

社会福祉法人

(N:161)

医療法人

(N:116)

株式・有限

(N:234)

ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

法人所有 無償貸与 一部賃貸 全部賃借 無回答
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(２) 建物の状況 

［全体］ 
事業所の建物の所有状況をみると、「法人所有」が 71.7%と最も多く、「全部賃借」が

19.8%、｢一部賃貸｣が 1.2%という状況になっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別では、社会福祉法人、医療法人は「法人保有」がそれぞれ 87.6%、80.2%と高

い割合を占めるが、ＮＰＯ・その他では、「法人保有」が 34.0%しかなく、「全部賃借」

の割合が過半数を超えている。また、株式・有限においても「全部賃貸」は 26.9％とな

っており、資産基盤の脆弱さも垣間見える。 
 
 
図表 73 

71.7

87.6

80.2

64.5

34.0 2.0

1.7

6.2

5.6

6.0

6.8

6.0

1.1

0.0

2.5

0.9

1.2

0.0

1.7

2.0

26.9

56.0

19.8

4.3

11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:565)

社会福祉法人

(N:161)

医療法人

(N:116)

株式・有限

(N:234)

ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

法人所有 無償貸与 一部賃貸 全部賃借 無回答
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(３) 建物の構造 

［全体］ 
事業所建物の構造は、木造が 47.4%とほぼ半数を占め、「鉄骨造」が 28.5%、「鉄筋コ

ンクリート造」が 20.7%と続く。 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限会社、およびＮＰＯ・その他では、「木造」が 54.3%、

72.0%と過半数を占めている。一方、社会福祉法人、医療法人は、「木造」、「鉄骨造」、「鉄

筋コンクリート造」がほぼ均等である。 
 
図表 74 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(４) 建物の階層 

［全体］ 
全体では、「１階建て」が 42.1%、「２階建て」が 41.8%と、この２つで 83.9%を占め

る。よって「平均階数」も 1.8 階となっている。 
 
図表 75 
 
 

47.4

39.1

34.5

54.3

72.0 18.0

25.037.1

26.1

27.8

28.5

10.0

13.7

31.7

20.7

3.4

3.1

3.4

0.0

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:565)

社会福祉法人

(N:161)

医療法人

(N:116)

株式・有限

(N:234)

ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

木造 鉄骨造 鉄筋コンクリート造 無回答

42.1 41.8 9.0

1.6

3.7

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1階建て 2階建て 3階建て 4階建て 5階建て以上 無回答

(N:565) [平均:1.8階]
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(５) 建物の使用状況 

［全体］ 
建物の使用状況について、全体では「グループホーム専有」が 72.6%と大半を占めて

いる。しかし「他事業サービスとの共用」も 22.3％と少なくない。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみても全体傾向とほぼ同じだが、若干、ＮＰＯ・その他の「他事業サービ

スとの共用」が少なく、｢その他のビルの一部｣が多い。 
 
図表 76 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

72.6 22.3 0.7

0.9

1.9

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループホーム専有 他事業サービスとの共用 マンションの一部

その他のビルの一部 その他 無回答

(N:565)

Q1_9_5 建物の使用状況
合
計

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
専
有

他
事
業
サ
ー
ビ
ス
と
の

共
用

マ
ン
シ

ョ
ン
の
一
部

そ
の
他
の
ビ
ル
の
一
部

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 410　 126　 4　 5　 11　 9　

% 100.0　 72.6　 22.3　 0.7　 0.9　 1.9　 1.6　

社会福祉法人 N 161　 108　 46　 0　 0　 3　 4　

% 100.0　 67.1　 28.6　 0.0　 0.0　 1.9　 2.5　

医療法人 N 116　 85　 28　 0　 1　 1　 1　

% 100.0　 73.3　 24.1　 0.0　 0.9　 0.9　 0.9　

株式・有限 N 234　 179　 44　 3　 3　 4　 1　

% 100.0　 76.5　 18.8　 1.3　 1.3　 1.7　 0.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 36　 6　 1　 1　 3　 3　

% 100.0　 72.0　 12.0　 2.0　 2.0　 6.0　 6.0　

無回答 N 4　 2　 2　 0　 0　 0　 0　

% 100.0　 50.0　 50.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(６) 建物の状態 

［全体］ 
建物は、全体では「新築」が 80.5%と非常に高い割合を示しており、「民家改修型」は

１割に満たない。 
 
［法人格別］ 
法人格別でもその傾向は変わらないが、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他では「民家

改修型」の割合が 14.5%、22.2%と比較的に高くなる傾向にある。 
 
 
図表 77 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q1_9_5S2 建物の状態
合
計

新
築

民
家
改
修
型

公
共
施
設
改
修
型

そ
の
他
の
建
物
改
修
型

そ
の
他

無
回
答

全体 N 410　 330　 37　 5　 27　 0　 11　

% 100.0　 80.5　 9.0　 1.2　 6.6　 0.0　 2.7　

社会福祉法人 N 108　 96　 3　 2　 4　 0　 3　

% 100.0　 88.9　 2.8　 1.9　 3.7　 0.0　 2.8　

医療法人 N 85　 80　 0　 2　 2　 0　 1　

% 100.0　 94.1　 0.0　 2.4　 2.4　 0.0　 1.2　

株式・有限 N 179　 130　 26　 1　 17　 0　 5　

% 100.0　 72.6　 14.5　 0.6　 9.5　 0.0　 2.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 36　 23　 8　 0　 3　 0　 2　

% 100.0　 63.9　 22.2　 0.0　 8.3　 0.0　 5.6　

無回答 N 2　 1　 0　 0　 1　 0　 0　

% 100.0　 50.0　 0.0　 0.0　 50.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格

 
 
 
 

80.5 9.0

1.2

6.6

0.0

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新築 民家改修型 公共施設改修型 その他の建物改修型 その他 無回答

(N:410)
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(７) 1 ユニット当たりのトイレ数 

［全体］ 
全体の平均では、1 ユニット当たりのトイレ数は、2.8 箇所である。しかし、「2 箇所未

満」の事業所も 33.3%ある。 
 
［法人格別］ 
法人格別では、際立った特徴は出ていないが、社会福祉法人の平均が若干高い。 
 
［建物の状態別］ 
建物の状態別に見ると、新築では「2 箇所未満」が 36.1%と多いが、逆にそれ以上の

事業所も多く存在する。逆に民家改修の事業所では、「2 カ所未満」は 16.2%と少ないが、

「5 箇所以上」の所は一つもなく、2 箇所以上から 5 箇所未満に集まっていることが分か

る。 
 
 
 

図表 78 
 

Q 1_10_1N2 1ユニット当たりのトイレ数
合
計

2
箇
所
未
満

2
～

3
箇
所
未
満

3
～

4
箇
所
未
満

4
～

5
箇
所
未
満

5
～

6
箇
所
未
満

6
箇
所
以
上

無
回
答

平
均
ト
イ
レ
数

N 565　 188　 135　 124　 49　 26　 35　 8　 557　

% 100.0　 33.3　 23.9　 21.9　 8.7　 4.6　 6.2　 1.4　 2.8　

社会福祉法人 N 161　 38　 35　 42　 16　 12　 16　 2　 159　

% 100.0　 23.6　 21.7　 26.1　 9.9　 7.5　 9.9　 1.2　 3.2　

医療法人 N 116　 41　 28　 22　 10　 6　 7　 2　 114　

% 100.0　 35.3　 24.1　 19.0　 8.6　 5.2　 6.0　 1.7　 2.7　

株式・有限 N 234　 91　 57　 49　 19　 4　 11　 3　 231　

% 100.0　 38.9　 24.4　 20.9　 8.1　 1.7　 4.7　 1.3　 2.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 15　 15　 11　 3　 4　 1　 1　 49　

% 100.0　 30.0　 30.0　 22.0　 6.0　 8.0　 2.0　 2.0　 2.5　

無回答 N 4　 3　 0　 0　 1　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 75.0　 0.0　 0.0　 25.0　 0.0　 0.0　 0.0　 2.1　

新築 N 330　 119　 79　 66　 23　 16　 20　 7　 323　

% 100.0　 36.1　 23.9　 20.0　 7.0　 4.8　 6.1　 2.1　 2.7　

民家改修 N 37　 6　 11　 14　 6　 0　 0　 0　 37　

% 100.0　 16.2　 29.7　 37.8　 16.2　 0.0　 0.0　 0.0　 2.5　

その他 N 178　 58　 41　 38　 19　 8　 13　 1　 177　

% 100.0　 32.6　 23.0　 21.3　 10.7　 4.5　 7.3　 0.6　 2.8　

無回答 N 20　 5　 4　 6　 1　 2　 2　 0　 20　

% 100.0　 25.0　 20.0　 30.0　 5.0　 10.0　 10.0　 0.0　 3.3　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

建
物
の
状
態

全体
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(８) 1 ユニット当たりの車椅子対応トイレ数 

［全体］ 
1 ユニット当たりの車椅子に対応できるトイレの数は、全体平均で、1.7 箇所となって

いる。また、「2 箇所未満」の事業所が全体の 56.4%となっている。 
 
［法人格別］ 
車椅子対応トイレ数を法人格別で見ると、ＮＰＯ・その他の「なし」が、12.2%と多い

のが特長的であり、民家改修型の事業所が多いことに影響されていると考えられる。 
 
［建物の状態別］ 
建物の状態別に見ると、民家改修の事業所では「なし」が 21.6%を占める。しかし、

新築、民家改修、その他でも「2 箇所未満」の事業所が約半数を占める。 
 
 
図表 79 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q 1_10_1SN2 1ユニット当たりの車椅子対応トイレ数
合
計

な
し

2
箇
所
未
満

2
～

3
箇
所
未
満

3
～

4
箇
所
未
満

4
～

5
箇
所
未
満

5
～

6
箇
所
未
満

6
箇
所
以
上

無
回
答

平
均
ト
イ
レ
数

N 557　 27　 314　 108　 50　 24　 11　 14　 9　 548　

% 100.0　 4.8　 56.4　 19.4　 9.0　 4.3　 2.0　 2.5　 1.6　 1.7　

社会福祉法人 N 159　 6　 81　 32　 15　 10　 4　 7　 4　 155　

% 100.0　 3.8　 50.9　 20.1　 9.4　 6.3　 2.5　 4.4　 2.5　 2.0　

医療法人 N 114　 3　 67　 25　 7　 4　 4　 3　 1　 113　

% 100.0　 2.6　 58.8　 21.9　 6.1　 3.5　 3.5　 2.6　 0.9　 1.7　

株式・有限 N 231　 12　 140　 39　 23　 9　 2　 4　 2　 229　

% 100.0　 5.2　 60.6　 16.9　 10.0　 3.9　 0.9　 1.7　 0.9　 1.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 49　 6　 22　 12　 5　 1　 1　 0　 2　 47　

% 100.0　 12.2　 44.9　 24.5　 10.2　 2.0　 2.0　 0.0　 4.1　 1.4　

無回答 N 4　 0　 4　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.9　

新築 N 323　 8　 191　 64　 25　 13　 8　 10　 4　 319　

% 100.0　 2.5　 59.1　 19.8　 7.7　 4.0　 2.5　 3.1　 1.2　 1.8　

民家改修 N 37　 8　 17　 6　 4　 2　 0　 0　 0　 37　

% 100.0　 21.6　 45.9　 16.2　 10.8　 5.4　 0.0　 0.0　 0.0　 1.3　

その他 N 177　 10　 92　 37　 19　 8　 3　 4　 4　 173　

% 100.0　 5.6　 52.0　 20.9　 10.7　 4.5　 1.7　 2.3　 2.3　 1.7　

無回答 N 20　 1　 14　 1　 2　 1　 0　 0　 1　 19　

% 100.0　 5.0　 70.0　 5.0　 10.0　 5.0　 0.0　 0.0　 5.0　 1.4　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

建
物
の
状
態

全体
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(９) 家族などが宿泊可能な予備室の有無 

［全体］ 
全体では、31.7％の事業所で、家族の宿泊が可能な予備室を備えている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、医療法人が若干予備室を持っている割合が低いものの、顕著な差

はみられない。 
 
 
 
 
図表 80 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

31.7 66.7

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答

(N:565)

Q 1_10_2 家族などが宿泊可能な予備室の有無
合
計

あ
り

な
し

無
回
答

全体 N 565　 179　 377　 9　

% 100.0　 31.7　 66.7　 1.6　

社会福祉法人 N 161　 54　 106　 1　

% 100.0　 33.5　 65.8　 0.6　

医療法人 N 116　 27　 86　 3　

% 100.0　 23.3　 74.1　 2.6　

株式・有限 N 234　 80　 149　 5　

% 100.0　 34.2　 63.7　 2.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 18　 32　 0　

% 100.0　 36.0　 64.0　 0.0　

無回答 N 4　 0　 4　 0　

% 100.0　 0.0　 100.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(１０) 利用者の階層移動の有無 

［全体］ 
日常生活における入居者の階層移動の有無は、「あり」が 42.1%、「なし」が 56.3%と

なっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、「あり」は社会福祉法人が 28.0%で３割程度なのに対し、医療法人

では５割以上となっている。 
 
 
図表 81 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:565)

社会福祉法人

(N:161)

医療法人

(N:116)

株式・有限

(N:234)

ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

あり なし 無回答
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(１１) エレベータの有無 

前問で、日常生活において階層移動の必要性が「ある」と回答した事業所についてエ

レベータの設置状況を確認した設問である。 
［全体］ 
階層移動の必要な事業所について、エレベータが「ある」との回答は 83.2%に及ぶ。

一方で、エレベータは「ない」事業所も 16.4%存在する。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人、医療法人ではエレベータが 90%以上で設置されて

いるのに対し、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他では設置率が低く、特にＮＰＯ・その

他では、38.9%でエレベータが「なし」と答えている。 
 
［建物の状態別］ 
建物別では、新築の事業所は 94.5%で、エレベータが「あり」と答えている。一方で、

民家改修型では構造的な限界があるためか、設置率は 28.6％にとどまっている。 
 
図表 82 
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0.0

0.4

0.0
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(N:45)

医療法人
(N:62)

株式・有限
(N:110)

ＮＰＯ法人・その他

(N:18)

あり なし 無回答
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(１２) 車椅子の使用 

［全体］ 
事業所内での車椅子使用の可否について聞いたところ、全体の 96.1%で車椅子が使用

可能となっていた。 
 
［建物の状態別］ 
建物の状態別にみると、民家改修型では車椅子が使えない事業所が 13.5%と比較的に

高い割合を示している。 
 
図表 83 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(１３) 寝たきりの利用者に対する入浴介助 

［全体］ 
寝たきりの入居者への入浴について、「可能」は 36.3%、｢不可能｣は 58.2%となってい

る。 
 
［建物の状態別］ 
建物の形態による可否は全体の傾向と変わらず、影響はみられない 
 
図表 84 
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(１４) 防災設備 

［全体］ 
防災設備の設置状況について、全体では「消火器」が 98.6%、「非難誘導灯」設置が

93.1%で９割以上の設置率を示している。また、「自動火災報知設備」は 75.8%、「非常照

明設備」は 75.0%で７割程度、「火災通報装置」は 65.5％、「ガス漏れ・火災警報設備」

は 58.9%で６割程度の設置率である。 
一部で義務化となっているスプリンクラーなどの「消化設備」については、21.8％と

設置率は低い。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他では、その他に比べると全般的

に防災設備の設置状況が低く、10 ポイント以上の差がある項目もある。 
 
［建物の状態別］ 
建物別にみると、新築に比べて民家改修型の設置状況が低い。特に「非常照明設備」、

「自動火災報知設備」、「火災報知装置」では、それぞれ 45.9%、29.7%、16.2%となって

いる。 
 
 
図表 85 
 Q1_10_6 防災設備 （複数回答）

合
計

避
難
誘
導
灯

非
常
照
明
設
備

消
火
器

自
動
火
災
報
知
設
備

火
災
通
報
装
置

ガ
ス
漏
れ
・
火
災
警

報
設
備

漏
電
火
災
警
報
器

避
難
器
具

消
火
設
備

そ
の
他

無
回
答

N 565　 526　 424　 557　 428　 370　 333　 160　 79　 123　 19　 7　

% 100.0　 93.1　 75.0　 98.6　 75.8　 65.5　 58.9　 28.3　 14.0　 21.8　 3.4　 1.2　

社会福祉法人 N 161　 157　 131　 160　 140　 120　 98　 53　 25　 57　 7　 0　

% 100.0　 97.5　 81.4　 99.4　 87.0　 74.5　 60.9　 32.9　 15.5　 35.4　 4.3　 0.0　

医療法人 N 116　 110　 89　 115　 94　 87　 69　 32　 20　 31　 3　 1　

% 100.0　 94.8　 76.7　 99.1　 81.0　 75.0　 59.5　 27.6　 17.2　 26.7　 2.6　 0.9　

株式・有限 N 234　 212　 164　 229　 159　 139　 138　 58　 29　 25　 7　 5　

% 100.0　 90.6　 70.1　 97.9　 67.9　 59.4　 59.0　 24.8　 12.4　 10.7　 3.0　 2.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 44　 37　 49　 32　 21　 28　 17　 5　 9　 2　 1　

% 100.0　 88.0　 74.0　 98.0　 64.0　 42.0　 56.0　 34.0　 10.0　 18.0　 4.0　 2.0　

無回答 N 4　 3　 3　 4　 3　 3　 0　 0　 0　 1　 0　 0　

% 100.0　 75.0　 75.0　 100.0　 75.0　 75.0　 0.0　 0.0　 0.0　 25.0　 0.0　 0.0　

新築 N 330　 309　 251　 324　 255　 214　 194　 77　 27　 53　 11　 5　

% 100.0　 93.6　 76.1　 98.2　 77.3　 64.8　 58.8　 23.3　 8.2　 16.1　 3.3　 1.5　

民家改修 N 37　 31　 17　 37　 11　 6　 20　 6　 1　 2　 2　 0　

% 100.0　 83.8　 45.9　 100.0　 29.7　 16.2　 54.1　 16.2　 2.7　 5.4　 5.4　 0.0　

その他 N 178　 168　 139　 176　 148　 139　 104　 70　 47　 61　 5　 2　

% 100.0　 94.4　 78.1　 98.9　 83.1　 78.1　 58.4　 39.3　 26.4　 34.3　 2.8　 1.1　

無回答 N 20　 18　 17　 20　 14　 11　 15　 7　 4　 7　 1　 0　

% 100.0　 90.0　 85.0　 100.0　 70.0　 55.0　 75.0　 35.0　 20.0　 35.0　 5.0　 0.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

建
物
の
状
態

全体
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(１５) 居室の広さ（平方メートル） 

［全体］ 
入居者の居間の広さは、平均で 12.6 平方メートルとなっている。最低指定基準の 7.43

平方メートルと比べると、1.7 倍程度の広さが確保されていることになる。 
［法人格別］ 
法人格別では医療法人が広く、14.4 平方メートルとなっている。一方、ＮＰＯ・その

他は 10.2 平方メートルと若干狭い。 
［建物の状態別］ 
建物の状態別にみると顕著な差はみられないが、新築、民家改修のいずれも全体平均

を上回っており、「その他」の分類が全体平均を押し下げていることが明らかになる。 
また、｢その他｣について、グループホームで使用する以前の建物用途は、下記のよう

な内容が具体例として示されている。 
[以前の用途] 

診療所、病院、医院、旅館、賃借建物、建設会社、百貨店、コンビニ、学生寮、食堂兼

宿泊施設、テナントビル、クリーニング店、アパート、社員寮、保養所、事務所、会社

社宅、工場、倉庫、など 

 
図表 86 
 
 
 
 
 
 
 

Q1_11N1 居室の広さ（平方メートル）
居
室
の
広
さ

（
平
方

メ
ー
ト
ル

）

居
室
の
広
さ

（
平
方

メ
ー
ト
ル

）

全体 N 565　 新築 N 330　

有効N 491　 有効N 295　

平均値 12.6　 平均値 13.1　

社会福祉法人 N 161　 民家改修 N 37　

有効N 143　 有効N 34　

平均値 12.7　 平均値 13.2　

医療法人 N 116　 その他 N 178　

有効N 98　 有効N 148　

平均値 14.4　 平均値 11.8　

株式・有限 N 234　 無回答 N 20　

有効N 199　 有効N 14　

平均値 12.3　 平均値 11.2　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　

有効N 47　

平均値 10.2　

無回答 N 4　

有効N 4　

平均値 11.0　

＊1畳は1.5平方メートルとして換算した。

事
業
所
の
法
人
格

建
物
の
状
態
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(１６) 月額賃貸料 

［全体］ 
土地・建物にかかる月額賃借料の平均額は 369,307.9 円となっている。 
全体では、「30 万未満」が 42.6%を占めており、「60 万～90 万」の 7.4%や「90 万以

上」の 8.4%が全体平均を押し上げている傾向にある。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人は「30 万未満」の割合が 66.7%を占める。そのため

平均額が最も低く、233,260.4 円に抑えられている。逆にＮＰＯ・その他では、「90 万円

以上」の割合が 15.8％と高いため、平均額は 379,661.3 円と比較的に高い。 
さらにそれ以外の、医療法人、株式・有限会社は、より高額の賃貸料を支払っている

状況がうかがえる。 
 
 
 
図表 87 
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(N:40)
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(N:104)

ＮＰＯ法人・その他

(N:38)

30万円未満 30～60万円未満 60～90万円未満 90万円以上 無回答

[平均:369,307.9円]

[平均:233,260.4円]

[平均:393,044.3円]

[平均:380,397.2円]

[平均:379,661.3円]
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５. 利用料等の状況 

(１) 保証金の有無 

［全体］ 
全体では、69.6%の事業所で保証金「なし」としており、７割の事業所で保証金を求め

ていない。 
 
［法人格別］ 
法人格別に見ると、社会福祉法人では「なし」と答えた事業所が 85.1%となっている。

医療法人、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他と移るにしたがって、保証金を必要とする

回答は増えている。特に、ＮＰＯ・その他では、保証金の有無はほぼ半々という結果に

なっている。 
 
 
 
 
図表 88 
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(２) 保証金額 

保証金が必要と回答した事業所の保障金額について聞いた設問である。 
［全体］ 
保証金が必要と答えた 164 事業所（29%）について、保証金額を聞いたところ、平均

額は、194,071.1 円となった。 
「10 万～20 万円未満」が 36.6%と最も多く、「10 万円未満」が 20.7％となっている。

一方で、「30 万円以上」の事業所も３割程度存在しており、全体にばらついている。 
 
［法人格別］ 
法人格別では、社会福祉法人とＮＰＯ・その他が全体の平均額を上回っており、医療

法人と株式・有限会社が平均以下の額を示している。 
また、「10 万～20 万未満」と「30～40 万未満」という 2 つのトレンドがあり、特に社

会福祉法人、ＮＰＯ・その他でその特徴が顕著である。 
 
［建物の状態別］ 
建物別では、民家改修型の保障金が新築やその他の平均額に比べて高い額になってお

り、特に、30 万円以上が４割以上を占めている。 
 
 
図表 89 
 

Q 2_1_1S1N 保証金額
合
計

1
0
万
円
未
満

1
0
～

2
0
万
円
未
満

2
0
～

3
0
万
円
未
満

3
0
～

4
0
万
円
未
満

4
0
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 164　 34　 60　 19　 32　 14　 5　 159　

% 100.0　 20.7　 36.6　 11.6　 19.5　 8.5　 3.0　 194,071.1　

社会福祉法人 N 22　 4　 7　 2　 5　 4　 0　 22　

% 100.0　 18.2　 31.8　 9.1　 22.7　 18.2　 0.0　 242,227.3　

医療法人 N 29　 7　 10　 4　 5　 3　 0　 29　

% 100.0　 24.1　 34.5　 13.8　 17.2　 10.3　 0.0　 184,827.6　

株式・有限 N 88　 19　 32　 11　 16　 5　 5　 83　

% 100.0　 21.6　 36.4　 12.5　 18.2　 5.7　 5.7　 185,259.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 24　 3　 11　 2　 6　 2　 0　 24　

% 100.0　 12.5　 45.8　 8.3　 25.0　 8.3　 0.0　 197,575.0　

無回答 N 1　 1　 0　 0　 0　 0　 0　 1　

% 100.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 50,000.0　

新築 N 87　 24　 29　 14　 16　 4　 0　 87　

% 100.0　 27.6　 33.3　 16.1　 18.4　 4.6　 0.0　 176,273.6　

民家改修 N 14　 1　 5　 0　 3　 3　 2　 12　

% 100.0　 7.1　 35.7　 0.0　 21.4　 21.4　 14.3　 245,833.3　

その他 N 59　 9　 24　 5　 11　 7　 3　 56　

% 100.0　 15.3　 40.7　 8.5　 18.6　 11.9　 5.1　 210,205.4　

無回答 N 4　 0　 2　 0　 2　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 50.0　 0.0　 50.0　 0.0　 0.0　 200,000.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
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格

建
物
の
状
態
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(３) 敷金の有無 

［全体］ 
全体的では、敷金が「なし」との事業所が 89.0%で、ほとんどの事業所では敷金の支

払いを求めていない。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみても、多くの事業所で敷金の支払いを求めていないが、医療法人では比

較的に敷金を求める事業所が多い。 
 
 
図表 90 
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Q 2_1_2 敷金の有無
合
計

あ
り

な
し

無
回
答

全体 N 565　 36　 503　 26　

% 100.0　 6.4　 89.0　 4.6　

社会福祉法人 N 161　 9　 148　 4　

% 100.0　 5.6　 91.9　 2.5　

医療法人 N 116　 10　 101　 5　

% 100.0　 8.6　 87.1　 4.3　

株式・有限 N 234　 15　 205　 14　

% 100.0　 6.4　 87.6　 6.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 2　 45　 3　

% 100.0　 4.0　 90.0　 6.0　

無回答 N 4　 0　 4　 0　

% 100.0　 0.0　 100.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(４) 敷金額 

敷金が必要と回答した事業所の金額について聞いた設問である。 
［全体］ 
敷金を求める 36 事業所（6.4%）のうち、52.8%が「10 万～20 万未満」の敷金を求め

ている。平均額は 137,173.6 円となった。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人では 108,750 円と比較的に低い。株式・有限会社、

医療法人、ＮＰＯ・その他の順で高額になるが、ＮＰＯ・その他では、対象となる事業

所数が少ないので参考外とした。 
 
［建物の状態別］ 
建物別では、新築、民家改修以外の「その他」が 116,796.3 円と低く、以下、新築、

民家改修と高くなるが、いずれも対象事業諸数が少ないので傾向をつかむのは難しい。 
 

 
 
図表 91 
 Q2_1_2SN 敷金額

合
計

1
0
万
円
未
満

1
0
～

2
0
万
円
未
満

2
0
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 36　 7　 19　 6　 4　 32　

% 100.0　 19.4　 52.8　 16.7　 11.1　137,173.6　

社会福祉法人 N 9　 1　 7　 0　 1　 8　

% 100.0　 11.1　 77.8　 0.0　 11.1　108,750.0　

医療法人 N 10　 3　 4　 3　 0　 10　

% 100.0　 30.0　 40.0　 30.0　 0.0　153,900.0　

株式・有限 N 15　 3　 7　 2　 3　 12　

% 100.0　 20.0　 46.7　 13.3　 20.0　123,379.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 2　 0　 1　 1　 0　 2　

% 100.0　 0.0　 50.0　 50.0　 0.0　250,000.0　

無回答 N 0　 0　 0　 0　 0　 0　

% 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

新築 N 15　 4　 8　 3　 0　 15　

% 100.0　 26.7　 53.3　 20.0　 0.0　145,533.3　

民家改修 N 5　 0　 1　 2　 2　 3　

% 100.0　 0.0　 20.0　 40.0　 40.0　200,000.0　

その他 N 13　 3　 8　 1　 1　 12　

% 100.0　 23.1　 61.5　 7.7　 7.7　116,796.3　

無回答 N 3　 0　 2　 0　 1　 2　

% 100.0　 0.0　 66.7　 0.0　 33.3　102,500.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

建
物
の
状
態
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(５) 礼金の有無 

［全体］ 
礼金を求める事業所は、全体の 1.2%にとどまっており、92.9%では礼金「なし」と回

答している。 
 
図表 92 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(６) 礼金額 

礼金が必要と回答した事業所の金額について聞いた設問である。 
［全体］ 
礼金を求める事業所は７ヶ所と少ないが、そのうち 6 箇所が 20 万以下であり、平均額

は、126,785.7 円となっている。 
 
図表 93 
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Q 2_1_3SN 礼金額
合
計

1
0
万
円
未
満

1
0
～

2
0
万
円
未
満

2
0
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 7　 3　 3　 1　 0　 7　

% 100.0　 42.9　 42.9　 14.3　 0.0　 126,785.7　

社会福祉法人 N 1　 1　 0　 0　 0　 1　

% 100.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 60,000.0　

医療法人 N 1　 0　 0　 1　 0　 1　

% 100.0　 0.0　 0.0　 100.0　 0.0　 300,000.0　

株式・有限 N 5　 2　 3　 0　 0　 5　

% 100.0　 40.0　 60.0　 0.0　 0.0　 105,500.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 0　 0　 0　 0　 0　 0　

% 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

無回答 N 0　 0　 0　 0　 0　 0　

% 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(７) 家賃月額 

［全体］ 
全体の平均では、月額で 37,708.6 円となっており、「2 万～4 万未満」が 44.4%とほぼ

半数を占めている。 
 
［法人格別］ 
法人格別に見ると、社会福祉法人が最も低く、平均額は 30,739.4 円となっている。こ

の平均額は、その他法人格の平均額が軒並み４万円台という状況に比べて、顕著な差で

ある。 
 
［建物の状態別］ 
建物別からは、新築と民家改修の差はみられないが、その他では若干平均額が高い。 
 
 
 
 
図表 94 
 
Q2_2N 家賃月額

合
計

な
し

2
万
円
未
満

2
～

4
万
円
未
満

4
～

6
万
円
未
満

6
～

8
万
円
未
満

8
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 565　 6　 75　 251　 138　 74　 12　 9　 556　

% 100.0　 1.1　 13.3　 44.4　 24.4　 13.1　 2.1　 1.6　 37,708.6　

社会福祉法人 N 161　 2　 31　 89　 27　 9　 1　 2　 159　

% 100.0　 1.2　 19.3　 55.3　 16.8　 5.6　 0.6　 1.2　 30,739.4　

医療法人 N 116　 1　 13　 47　 33　 18　 3　 1　 115　

% 100.0　 0.9　 11.2　 40.5　 28.4　 15.5　 2.6　 0.9　 40,546.7　

株式・有限 N 234　 3　 21　 97　 67　 36　 5　 5　 229　

% 100.0　 1.3　 9.0　 41.5　 28.6　 15.4　 2.1　 2.1　 40,553.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 0　 10　 17　 9　 10　 3　 1　 49　

% 100.0　 0.0　 20.0　 34.0　 18.0　 20.0　 6.0　 2.0　 40,057.3　

無回答 N 4　 0　 0　 1　 2　 1　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 0.0　 25.0　 50.0　 25.0　 0.0　 0.0　 41,500.0　

新築 N 330　 4　 41　 160　 73　 45　 3　 4　 326　

% 100.0　 1.2　 12.4　 48.5　 22.1　 13.6　 0.9　 1.2　 36,764.1　

民家改修 N 37　 0　 5　 15　 11　 3　 1　 2　 35　

% 100.0　 0.0　 13.5　 40.5　 29.7　 8.1　 2.7　 5.4　 36,815.9　

その他 N 178　 1　 24　 67　 51　 25　 7　 3　 175　

% 100.0　 0.6　 13.5　 37.6　 28.7　 14.0　 3.9　 1.7　 40,424.0　

無回答 N 20　 1　 5　 9　 3　 1　 1　 0　 20　

% 100.0　 5.0　 25.0　 45.0　 15.0　 5.0　 5.0　 0.0　 30,908.4　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

建
物
の
状
態
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(８) 食材料費月額 

［全体］ 
食材料費の月額平均は、全体の半数以上に当たる 52.0％の事業所が、「3 万～4 万未満」

と答えており、次いで「2 万～3 万未満」が 23.5％となっている。月額の平均額は 32,948.6
円となった。 

 
［法人格別］ 
法人格別に見ると、社会福祉法人は平均額 30,602.1 円で比較的に低い。 
社会福祉法人の 83.8％が「2 万～4 万未満」に該当するのに対し、医療法人、および株

式・有限会社では、「4 万円以上」と回答した事業所が２割程度ある。 
 
 
 
 
 
図表 95 
 
Q2_3N 食材料費月額

合
計

1
万
円
未
満

1
～

2
万
円
未
満

2
～

3
万
円
未
満

3
～

4
万
円
未
満

4
～

5
万
円
未
満

5
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 565　 0　 11　 133　 294　 80　 11　 36　 529　

% 100.0　 0.0　 1.9　 23.5　 52.0　 14.2　 1.9　 6.4　 32,948.6　

社会福祉法人 N 161　 0　 1　 62　 73　 13　 1　 11　 150　

% 100.0　 0.0　 0.6　 38.5　 45.3　 8.1　 0.6　 6.8　 30,602.1　

医療法人 N 116　 0　 4　 23　 54　 21　 2　 12　 104　

% 100.0　 0.0　 3.4　 19.8　 46.6　 18.1　 1.7　 10.3　 32,785.9　

株式・有限 N 234　 0　 5　 35　 137　 42　 6　 9　 225　

% 100.0　 0.0　 2.1　 15.0　 58.5　 17.9　 2.6　 3.8　 34,590.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 0　 1　 13　 26　 4　 2　 4　 46　

% 100.0　 0.0　 2.0　 26.0　 52.0　 8.0　 4.0　 8.0　 33,040.0　

無回答 N 4　 0　 0　 0　 4　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 31,750.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(９) 光熱水費月額 

［全体］ 
光熱費の月額平均は、「1 万～2 万円未満」が 47.6％で最も多く、「1 万円未満」が 25.8％

となっている。全体の平均額は 13,534.4 円である。 
 
［法人格別］ 
法人格別で見ると、社会福祉法人、医療法人の平均が全体よりやや低い。また、株式・

有限会社、ＮＰＯ・その他は高めになっている。 
 
 
図表 96 
 Q2_6N 光熱水費月額

合
計

な
し

1
万
円
未
満

1
～

2
万
円
未
満

2
～

3
万
円
未
満

3
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 565　 14　 146　 269　 73　 17　 46　 519　

% 100.0　 2.5　 25.8　 47.6　 12.9　 3.0　 8.1　 13,534.4　

社会福祉法人 N 161　 5　 46　 77　 16　 2　 15　 146　

% 100.0　 3.1　 28.6　 47.8　 9.9　 1.2　 9.3　 12,034.1　

医療法人 N 116　 4　 37　 51　 13　 2　 9　 107　

% 100.0　 3.4　 31.9　 44.0　 11.2　 1.7　 7.8　 12,473.8　

株式・有限 N 234　 3　 56　 110　 38　 10　 17　 217　

% 100.0　 1.3　 23.9　 47.0　 16.2　 4.3　 7.3　 14,866.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 2　 7　 28　 6　 3　 4　 46　

% 100.0　 4.0　 14.0　 56.0　 12.0　 6.0　 8.0　 14,516.8　

無回答 N 4　 0　 0　 3　 0　 0　 1　 3　

% 100.0　 0.0　 0.0　 75.0　 0.0　 0.0　 25.0　 13,000.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(１０) その他の一律徴収利用料 

利用料として一律に徴収しているその他の科目について聞いた設問である。 
［全体］ 
家賃、光熱費、職材料費以外に一律の費用を徴収している（実費は除く）項目は、「日

用品代」が最も多く 18.4％、｢電化製品の持込に伴う電気代｣10.1%、「おやつ代」が 8.8％、

「娯楽・レクリエーション費」が 7.8％となっている。その他の項目はいずれも割合が低

い。 
 
 
 
 
図表 97 
 Q2_9 その他の一律徴収利用料

合
計

お
や
つ
代

洗
濯
代
・
ク
リ
ー
ニ
ン

グ
代

散
髪
代
・
理
髪
代

お
む
つ
・
パ

ッ
ト
代

衣
服
代

病
院
・
受
診
付
添
い
費

外
出
支
援
費

全体 N 565　 50　 20　 18　 20　 3　 7　 6　

% 100.0　 8.8　 3.5　 3.2　 3.5　 0.5　 1.2　 1.1　

社会福祉法人 N 161　 11　 6　 3　 2　 1　 1　 0　

% 100.0　 6.8　 3.7　 1.9　 1.2　 0.6　 0.6　 0.0　

医療法人 N 116　 10　 3　 3　 6　 1　 0　 0　

% 100.0　 8.6　 2.6　 2.6　 5.2　 0.9　 0.0　 0.0　

株式・有限 N 234　 22　 9　 11　 11　 0　 5　 4　

% 100.0　 9.4　 3.8　 4.7　 4.7　 0.0　 2.1　 1.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 7　 2　 1　 1　 1　 1　 2　

% 100.0　 14.0　 4.0　 2.0　 2.0　 2.0　 2.0　 4.0　

無回答 N 4　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　

% 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

娯
楽
・
レ
ク
リ
エ
ー

シ

ョ
ン
費

日
用
品
代

年
末
年
始
加
算
・
お
盆

加
算
等

電
話
代

外
食
費

電
化
製
品
の
持
込
に
伴

う
電
気
代

そ
の
他

無
回
答

全体 N 44　 104　 2　 12　 10　 57　 71　 311　

% 7.8　 18.4　 0.4　 2.1　 1.8　 10.1　 12.6　 55.0　

社会福祉法人 N 11　 28　 1　 1　 1　 15　 22　 91　

% 6.8　 17.4　 0.6　 0.6　 0.6　 9.3　 13.7　 56.5　

医療法人 N 10　 32　 0　 2　 3　 16　 16　 56　

% 8.6　 27.6　 0.0　 1.7　 2.6　 13.8　 13.8　 48.3　

株式・有限 N 17　 33　 0　 8　 5　 22　 25　 138　

% 7.3　 14.1　 0.0　 3.4　 2.1　 9.4　 10.7　 59.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 5　 10　 1　 1　 1　 4　 7　 24　

% 10.0　 20.0　 2.0　 2.0　 2.0　 8.0　 14.0　 48.0　

無回答 N 1　 1　 0　 0　 0　 0　 1　 2　

% 25.0　 25.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 25.0　 50.0　

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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(１１) その他の一律徴収費用合計月額 

上記の設問で、一律に徴収する「その他の費用」が１つでもある事業所について、月

額の徴収額を聞いた設問である、 
［全体］ 
月額平均額は、「3000 円～6000 円未満」が 24.8％、「3000 円未満」が 24.4％で、徴収

している事業所の５割程度は 6000 円未満の徴収額となっている。一方、1.5 万以上の徴

収を行う事業所も 11.8％と少なくない。 
平均額は、11,709.9 円で、高額を徴収している事業所が平均額を引き上げている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限会社では平均額が 14,159.8 円と比較的に高く、医療法

人の 7,727.3 円に比べて、２倍程度の差がある。一方で、株式・有限会社の半数以上は、

6000 円未満となっていることから、一部の事業所が平均を引き上げた結果であるといえ

る。 
 
 
 
 
図表 98 
 Q2_10N その他の一律徴収費用合計月額

合
計

0
.
3
万
円
未
満

0
.
3
～

0
.
6
万
円

未
満

0
.
6
～

0
.
9
万
円

未
満

0
.
9
～

1
.
2
万
円

未
満

1
.
2
～

1
.
5
万
円

未
満

1
.
5
万
円
以
上

無
回
答

平
均
金
額

（
円

）

全体 N 254　 62　 63　 21　 21　 9　 30　 48　 206　

% 100.0　 24.4　 24.8　 8.3　 8.3　 3.5　 11.8　 18.9　 11,709.9　

社会福祉法人 N 70　 23　 15　 6　 4　 2　 8　 12　 58　

% 100.0　 32.9　 21.4　 8.6　 5.7　 2.9　 11.4　 17.1　 12,698.6　

医療法人 N 60　 8　 16　 7　 5　 3　 5　 16　 44　

% 100.0　 13.3　 26.7　 11.7　 8.3　 5.0　 8.3　 26.7　 7,727.3　

株式・有限 N 96　 23　 27　 6　 8　 1　 14　 17　 79　

% 100.0　 24.0　 28.1　 6.3　 8.3　 1.0　 14.6　 17.7　 14,159.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 26　 6　 5　 2　 4　 3　 3　 3　 23　

% 100.0　 23.1　 19.2　 7.7　 15.4　 11.5　 11.5　 11.5　 9,330.0　

無回答 N 2　 2　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 2　

% 100.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 1,252.5　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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６. 職員の状況 

(１) 正規職員割合(看護・介護職以外を含む) 

［全体］ 
職員の雇用形態について、全体の正規職員の割合は平均で 58.6%となっている。 
割合別の構成費でみると、「50～70％未満」が 44.2％、「70％以上」が 27.6％、「30%

～50%未満」が 18.1%となっており、正規職員比率が 50%以上の事業所が全体の７割程

度となっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別に正規職員比率の平均をみると、医療法人は 61.5％で最も高く、次いで株式・

有限が 59.7％、社会福祉法人が 56.3％、ＮＰＯ・その他が 54.6％となっている。 
社会福祉法人では「10～30%未満」が２割あり、正規職員比率が低い事業所も多いこ

とがわかる。 
 
図表 99 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

9.9 18.1 44.2 27.6

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70％以上 無回答

(N:565) [平均:58.6%]

Q3_1N2N 正規職員割合
合
計

1
0
％
未
満

1
0
～

3
0
％
未
満

3
0
～

5
0
％
未
満

5
0
～

7
0
％
未
満

7
0
％
以
上

無
回
答

平
均
割
合

（
％

）

全体 N 565　 0　 56　 102　 250　 156　 1　 564　

% 100.0　 0.0　 9.9　 18.1　 44.2　 27.6　 0.2　 58.6　

社会福祉法人 N 161　 0　 32　 18　 66　 45　 0　 161　

% 100.0　 0.0　 19.9　 11.2　 41.0　 28.0　 0.0　 56.3　

医療法人 N 116　 0　 6　 25　 49　 36　 0　 116　

% 100.0　 0.0　 5.2　 21.6　 42.2　 31.0　 0.0　 61.5　

株式・有限 N 234　 0　 11　 49　 110　 63　 1　 233　

% 100.0　 0.0　 4.7　 20.9　 47.0　 26.9　 0.4　 59.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 0　 6　 9　 25　 10　 0　 50　

% 100.0　 0.0　 12.0　 18.0　 50.0　 20.0　 0.0　 54.6　

無回答 N 4　 0　 1　 1　 0　 2　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 25.0　 25.0　 0.0　 50.0　 0.0　 61.4　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 看護・介護職員の属性 

① 雇用形態 

[介護職] 
介護職員の雇用形態は、正規職員が 55.3％、非正規職員が 44.7％となっている。 
 
図表 100 
 
 
 
 
 
 
 
[看護職] 
看護職員の配置がある 254 事業所で、看護職の雇用形態をみると、正規職員比率が

52.2％、非正規職員比率が 47.8％となっている。介護職員との雇用形態の差はみられな

い。 
 
図表 101 
 
 
 
 

 

 

② 性別 

[正規職員] 
正規職員全体では、男性が 19.4％、女性が 80.6％となっている。 
図表 102 
 
 
 
 
 
 
 

19.4 80.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（正規職員） 女性（正規職員）

(有効N:563)

55.3

44.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規採用（介護職員） 非正規採用（介護職員）

(N:557)

52.2

47.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規採用（看護職員） 非正規採用（看護職員）

(N:254)
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[非正規職員] 
非正規職員全体では、男性が 9.9%、女性が 90.1％で、正規職員に比べて男性の割合が

10 ポイント程度低い。 
図表 103 
 
 
 
 
 
 

 
③ 年齢層 

ア） 正規職員 

正規職員の年齢層は、20 代、30 代、40 代、50 代ともに 20%台となっており、全体的

に多様な年齢層の職員が就業している。60 代の職員も 5%程度いる。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみても顕著な差はみられないが、ＮＰＯ・その他では、20 代の職員割合が

低い一方で、50 代職員の割合が高い傾向がみられる。 
 
図表 104 
 
 
 
 
 
 
 
 

9.9 90.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（非正規職員） 女性（非正規職員）

(有効N:469)

21.1 22.4 24.2 5.2

0.7

26.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代（正規職員） 20代（正規職員） 30代（正規職員）

40代（正規職員） 50代（正規職員） 60歳以上（正規職員）

(有効N:555)

Q7_1NT 看護・介護職員の年齢層（正規職員）
合
計

（
正
規
職
員

）

1
0
代

（
正
規
職
員

）

2
0
代

（
正
規
職
員

）

3
0
代

（
正
規
職
員

）

4
0
代

（
正
規
職
員

）

5
0
代

（
正
規
職
員

）

6
0
歳
以
上

（
正
規
職

員

）

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 555　 555　 555　 555　 555　 555　 555　

平均値 100.0　 0.7　 26.3　 21.1　 22.4　 24.2　 5.2　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 159　 159　 159　 159　 159　 159　 159　

平均値 100.0　 0.8　 26.1　 22.3　 21.8　 25.1　 4.0　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 114　 114　 114　 114　 114　 114　 114　

平均値 100.0　 0.9　 27.6　 22.4　 22.4　 22.7　 4.1　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 228　 228　 228　 228　 228　 228　 228　

平均値 100.0　 0.8　 28.0　 19.8　 22.6　 23.3　 5.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

平均値 100.0　 0.2　 16.9　 19.2　 23.9　 29.6　 10.2　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

平均値 100.0　 2.1　 20.8　 40.6　 15.6　 17.7　 3.1　

事
業
所
の
法
人
格
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イ） 非正規職員 

非正規職員の年齢層は、「50 代」が 31.3%で最も高く、ついで「40 代」が 20.0％、「60
代」が 15.8％で、正規職員に比べると高齢者層が多くなっている。 

 
［法人格別］ 
法人格別では顕著な差はみられない。 
 
図表 105 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17.4 20.0 31.3 15.8

0.8

14.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代（非正規職員） 20代（非正規職員） 30代（非正規職員）

40代（非正規職員） 50代（非正規職員） 60歳以上（非正規職員）

(有効N:463)

Q7_2NT 看護・介護職員の年齢層（非正規職員）
合
計

（
非
正
規
職
員

）

1
0
代

（
非
正
規
職

員

）

2
0
代

（
非
正
規
職

員

）

3
0
代

（
非
正
規
職

員

）

4
0
代

（
非
正
規
職

員

）

5
0
代

（
非
正
規
職

員

）

6
0
歳
以
上

（
非
正
規

職
員

）

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 463　 463　 463　 463　 463　 463　 463　

平均値 100.0　 0.8　 14.6　 17.4　 20.0　 31.3　 15.8　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 123　 123　 123　 123　 123　 123　 123　

平均値 100.0　 0.3　 16.1　 17.1　 21.1　 30.4　 15.0　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 92　 92　 92　 92　 92　 92　 92　

平均値 100.0　 0.3　 17.4　 16.2　 19.7　 29.6　 16.8　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 198　 198　 198　 198　 198　 198　 198　

平均値 100.0　 1.4　 13.1　 17.6　 18.9　 32.9　 16.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 47　 47　 47　 47　 47　 47　 47　

平均値 100.0　 0.8　 11.7　 19.9　 22.6　 29.6　 15.4　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　

平均値 100.0　 0.0　 18.2　 19.7　 12.1　 43.9　 6.1　

＊サンプルごとに構成比を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(３) 直前の就業場所 

正規職員全てについて、現在の職場に就業する以前の勤務場所を確認した設問である。

（法人内異動の者は、前所属で回答している。） 
 

① 正規職員 

［全体］ 
全体では、「特養・老健・療養型など」が 32.5％で最も高く、「その他の介護サービス

関連事業所」が 14.6％、「医療・介護以外の職場」が 12.2％となっている。 
「医療・介護以外の職場」以下、介護経験を持たない者の割合は合わせて 31.6％とな

っている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人と医療法人では「特護・老健・療養型など」が４割

程度と高く、母体法人などからの異動の影響とも考えられる。 
株式・有限では「グループホーム」が 18.5％となっており、他の法人格よりも割合が

高い。 
 
図表 106 
 
Q8NT 直前の就業場所（正規職員）

合
計

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

特
養
・
老
健
・
療
養
型

な
ど
の
介
護
保
険
施
設

そ
の
他
の
介
護
サ
ー
ビ

ス
関
連
事
業
所

医
療
施
設

医
療
・
介
護
以
外
の
職

場 介
護
関
係
の
学
生

そ
の
他
の
学
生

主
婦

そ
の
他

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 546　 546　 546　 546　 546　 546　 546　 546　 546　 546　

平均値 100.0　 14.9　 32.5　 14.6　 6.5　 12.2　 5.3　 2.1　 3.7　 8.3　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 155　 155　 155　 155　 155　 155　 155　 155　 155　 155　

平均値 100.0　 12.3　 40.2　 19.0　 2.1　 9.3　 5.7　 1.5　 2.6　 7.2　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 112　 112　 112　 112　 112　 112　 112　 112　 112　 112　

平均値 100.0　 11.7　 38.6　 12.2　 11.1　 10.7　 5.5　 2.5　 3.5　 4.2　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 226　 226　 226　 226　 226　 226　 226　 226　 226　 226　

平均値 100.0　 18.5　 24.7　 12.2　 8.0　 14.7　 5.3　 2.2　 4.4　 10.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

平均値 100.0　 14.1　 30.8　 17.4　 3.9　 11.0　 2.6　 2.3　 4.7　 13.1　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　

平均値 100.0　 0.0　 25.0　 11.1　 2.8　 43.1　 11.1　 2.8　 4.2　 0.0　

＊サンプルごとに構成比を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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② 非正規職員 

［全体］ 
全体では、「主婦」が最も高く 21.2％、次いで「特養・老健・療養型など」が 15.7％、

「医療・介護以外の職場」が 15.2％となっている。 
「医療・介護以外の職場」以下、介護経験を持たない者の割合は、合わせて 54.3％に

及び、専門職以外の人材が集まっている状況がうかがえる。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、「医療法人」「株式・有限」では「主婦」の割合がそれぞれ 25.4％、

23.0％となっており、他の法人格よりも割合が高い。 
 
 
図表 107 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q9NT 直前の就業場所（非正規職員）
合
計

同
一
法
人
の
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム

特
養
・
老
健
・
療
養
型

な
ど
の
介
護
保
険
施
設

そ
の
他
の
介
護
サ
ー
ビ

ス
関
連
事
業
所

医
療
施
設

医
療
・
介
護
以
外
の
職

場 介
護
関
係
の
学
生

そ
の
他
の
学
生

主
婦

そ
の
他

（

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 464　 464　 464　 464　 464　 464　 464　 464　 464　 464　

平均値 100.0　 9.2　 15.7　 13.3　 7.4　 15.2　 1.3　 1.8　 21.2　 14.8　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 127　 127　 127　 127　 127　 127　 127　 127　 127　 127　

平均値 100.0　 4.2　 21.6　 11.8　 5.6　 14.5　 1.6　 0.9　 16.9　 17.3　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 92　 92　 92　 92　 92　 92　 92　 92　 92　 92　

平均値 100.0　 5.2　 15.4　 12.8　 10.9　 14.8　 0.5　 2.5　 25.4　 12.6　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 195　 195　 195　 195　 195　 195　 195　 195　 195　 195　

平均値 100.0　 10.4　 12.4　 14.2　 7.4　 16.3　 1.8　 1.7　 23.0　 12.9　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 48　 48　 48　 48　 48　 48　 48　 48　 48　 48　

平均値 100.0　 10.0　 14.4　 15.3　 5.2　 13.4　 0.6　 2.9　 17.2　 21.0　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 2　 2　 2　 2　 2　 2　 2　 2　 2　 2　

平均値 100.0　 9.1　 13.6　 0.0　 25.0　 22.7　 0.0　 0.0　 29.5　 0.0　

＊サンプルごとに構成比を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(４) 看護職員の有無 

［全体］ 
看護職員の配置の有無とみると、「いる」が全体の 45.0%となっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別に看護職がいる割合をみると、「ＮＰＯ・その他」が最も高く 54.0％、次いで

「株式・有限会社」が 52.1％、「医療法人」40.5％、「社会福祉法人」34.8%となってい

る。 
単独型事業所の多い、株式・有限、ＮＰＯ・その他で看護師を配置する事業所が若干

多く、母体法人の応援が期待できる社会福祉法人、医療法人では配置している割合が低

い傾向がみられる。 
 
 
図表 108 
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ＮＰＯ法人・その他

(N:50)

無回答

(N:4)

いる いない 無回答
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(５) 介護支援専門員の状況 

① 資格者の割合 

 

［全体］ 
全体では、計画担当者数の平均は、1.2 人で、そのうち介護支援専門員である割合は、

75.6%である。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人、医療法人、株式・有限では 70％台であるのに対し、

ＮＰＯ・その他は 94.8%と飛びぬけて高い。 
 
 
 
図表 109 
 Q4_1S 介護支援専門員の状況

計
画
作
成
担
当
者
数

（
介
護
支
援
専
門
員

）

計
画
作
成
担
当
者
の
資

格
割
合

全体 N 560　 560　

有効N 559　 559　

平均値 1.2　 75.6　

社会福祉法人 N 160　 160　

有効N 160　 160　

平均値 1.1　 78.7　

医療法人 N 116　 116　

有効N 116　 116　

平均値 1.2　 73.3　

株式・有限 N 231　 231　

有効N 231　 231　

平均値 1.1　 70.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 49　 49　

有効N 48　 48　

平均値 1.3　 94.8　

無回答 N 4　 4　

有効N 4　 4　

平均値 1.0　 62.5　

＊資格割合はサンプルごとに割合を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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② 計画作成担当者の認知症介護経験の年数 

 

［全体］ 
計画作成担当者の認知症介護の経験年数は、平均で 8.1 年となっているが、最頻値は、

「4～8 年未満」で 35.9%となっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、ＮＰＯ・その他は「8～12 年未満」が多く、また平均も 8.5 年と全

体平均より高めである。 
逆に、株式・有限会社は、「4 年未満」、「4～8 年未満」の比率が高く、合わせて 57.6%

が該当する。 
社会福祉法人は、平均では 9.1 年と高いものの、全体的に経験年数が長いというより

は、「16 年以上」に該当する１割の者に引き上げられている。 
 
［ユニット別］ 
ユニット別にみると、ユニット数が多くなるほど平均年数が低下する傾向にある。 
 
 
図表 110 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q4_2N4 認知症介護経験年数
合
計

4
年
未
満

4
～

8
年
未
満

8
～

1
2
年
未
満

1
2
～

1
6
年
未
満

1
6
年
以
上

無
回
答

平
均
年
数

全体 N 560　 78　 201　 162　 69　 33　 17　 543　

% 100.0　 13.9　 35.9　 28.9　 12.3　 5.9　 3.0　 8.1　

社会福祉法人 N 160　 21　 50　 44　 26　 17　 2　 158　

% 100.0　 13.1　 31.3　 27.5　 16.3　 10.6　 1.3　 9.1　

医療法人 N 116　 13　 40　 45　 12　 4　 2　 114　

% 100.0　 11.2　 34.5　 38.8　 10.3　 3.4　 1.7　 7.9　

株式・有限 N 231　 37　 96　 52　 24　 9　 13　 218　

% 100.0　 16.0　 41.6　 22.5　 10.4　 3.9　 5.6　 7.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 49　 7　 13　 19　 7　 3　 0　 49　

% 100.0　 14.3　 26.5　 38.8　 14.3　 6.1　 0.0　 8.5　

無回答 N 4　 0　 2　 2　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 0.0　 50.0　 50.0　 0.0　 0.0　 0.0　 8.3　

1ユニット N 266　 42　 88　 65　 39　 23　 9　 257　

% 100.0　 15.8　 33.1　 24.4　 14.7　 8.6　 3.4　 8.4　

2ユニット N 263　 31　 100　 88　 27　 9　 8　 255　

% 100.0　 11.8　 38.0　 33.5　 10.3　 3.4　 3.0　 8.0　

3ユニット以上 N 31　 5　 13　 9　 3　 1　 0　 31　

% 100.0　 16.1　 41.9　 29.0　 9.7　 3.2　 0.0　 7.4　

無回答 N 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　 0　

% 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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数
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③ 計画作成担当者の研修受講状況 

 

［全体］ 
全体では、大半が「最低限受講が必要な県指定の研修」を受けている。また、「民間企

業が主催する研修会・セミナー等」の受講は 38.8%だが、それ以外の研修は軒並み参加

率 50％を超えており、比較的に多様な研修を受けていることがみてとれる。 
［法人格別］ 
法人格別にみると、社会福祉法人、医療法人では、株式・有限会社、ＮＰＯ・その他

に比べて、「事業所内で開催する研修・勉強会等」参加する割合が高い。一方で、「地域

の協会・ネットワーク・事業者組織が開催する研修・勉強会等」には積極的な参加がみ

られない（あるいは開催していない）。 
また、ＮＰＯ・その他では、「全国認知症グループホーム協会が主催する研修会・セミ

ナー等」に参加する割合が高く、「民間企業が主催する研修会・セミナー等」は株式・有

限会社が高くなっている。 
 

図表 111 
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最低限受講が必要な県指定の研修

事業所内で開催する研修・勉強会等

地域の協会・ネットワーク・事業者組織が開
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全国認知症グループホーム協会が主催する研

修会・セミナー等

民間企業が主催する研修会・セミナー等

その他

無回答

(N:565)

Q5 研修の受講状況 （複数回答）
合
計
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低
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業
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ワ
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事
業
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修
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勉

強
会
等

全
国
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知
症
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ル
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プ

ホ
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ム
協
会
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す
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研
修
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ナ
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等 民
間
企
業
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主
催
す
る

研
修
会
・
セ
ミ
ナ
ー
等

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 549　 374　 387　 319　 219　 31　 6　

% 100.0　 97.2　 66.2　 68.5　 56.5　 38.8　 5.5　 1.1　

社会福祉法人 N 161　 157　 119　 100　 84　 44　 4　 2　

% 100.0　 97.5　 73.9　 62.1　 52.2　 27.3　 2.5　 1.2　

医療法人 N 116　 115　 85　 77　 67　 43　 9　 0　

% 100.0　 99.1　 73.3　 66.4　 57.8　 37.1　 7.8　 0.0　

株式・有限 N 234　 225　 136　 171　 135　 113　 14　 3　

% 100.0　 96.2　 58.1　 73.1　 57.7　 48.3　 6.0　 1.3　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 48　 31　 35　 31　 18　 4　 1　

% 100.0　 96.0　 62.0　 70.0　 62.0　 36.0　 8.0　 2.0　

無回答 N 4　 4　 3　 4　 2　 1　 0　 0　

% 100.0　 100.0　 75.0　 100.0　 50.0　 25.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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７. 離職率の状況 

(１) 入職・離職の状況 

本調査実施日現在の正規職員人数に占める、1 年間の入職者および離職者（平成 18 年

1 月から 12 月の間）割合を集計した。 
また、事業所の開設時期が新しいほど、入職者比率および離職者比率への影響が高く

なると想定されることから、2004 年以前開設事業所と 2005 年以降開設事業所に分けて

集計している。 
 

① 正規職員 

［全体］ 
2004 年以前開設事業所の入職比率は 22.8％、離職者比率は 19.1％で、1 年間に２割程

度の職員の入れ替わりがある。 
また、2005年以降開設事業所の入職比率は56.5％、離職者比率は25.8％となっている。

新設による採用などで入職者が多いことは容易に予想できるが、離職する割合も 25.8％
とかなり高い割合になっている。 
［法人格別］ 

2004 年以前開設事業所を法人格別にみると、株式・有限の割合が入職者比率、離職者

比率ともに高い。 
また 2005 年以降開設事業所をみると、同じく、株式・有限の割合が極めて高くなって

おり、離職者比率は３割を超えている。 
図表 112 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q10_1_1N 正規職員の入職・離職状況
（2004年以前開設事業所） （2005年以降開設事業所）

入
職
者
比
率

離
職
者
比
率

入
職
者
比
率

（
正
規

職
員

）

離
職
者
比
率

（
正
規

職
員

）

全体 N 418　 418　 全体 N 140　 140　

有効N 404　 404　 有効N 136　 136　

平均値 22.8　 19.1　 平均値 56.5　 25.8　

社会福祉法人 N 130　 130　 社会福祉法人 N 28　 28　

有効N 126　 126　 有効N 28　 28　

平均値 19.9　 17.5　 平均値 31.4　 14.0　

医療法人 N 88　 88　 医療法人 N 27　 27　

有効N 88　 88　 有効N 27　 27　

平均値 23.6　 20.5　 平均値 54.5　 22.8　

株式・有限 N 156　 156　 株式・有限 N 75　 75　

有効N 147　 147　 有効N 71　 71　

平均値 25.7　 21.6　 平均値 70.1　 32.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 41　 41　 ＮＰＯ法人・その他 N 9　 9　

有効N 40　 40　 有効N 9　 9　

平均値 20.8　 12.9　 平均値 36.7　 18.3　

無回答 N 3　 3　 無回答 N 1　 1　

有効N 3　 3　 有効N 1　 1　

平均値 4.2　 10.2　 平均値 16.7　 8.3　

＊サンプルごとに比率やポイント差を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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② 非正規職員 

本調査実施日現在の非正規職員数に占める、1 年間の入職者および離職者（平成 18 年

1 月から 12 月の間）割合を集計した。 

 

［全体］ 
2004 年以前開設事業所の非正規職員入職比率は 37.0％、離職者比率は 27.3％で、1 年

間に３割程度の職員の入れ替わりがある。 
また、2005年以降開設事業所の入職比率は68.4％、離職者比率は36.7％となっており、

正規職員を上回る変動がある。 
 

［法人格別］ 
2004 年以前開設事業所を法人格別にみると、株式・有限、ＮＰＯ・その他での入職者

比率は４割以上となっている。また、株式・有限の離職者比率が 37.0％と極めて高い。 
2005 年以降開設事業所をみると、同じく、株式・有限の割合が極めて高く、入職者比

率 76.7％、離職者比率 47.8％となっている。株式・有限の人材確保の難しさが際立って

いる。 
 
 
図表 113 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q10_1_2N 非正規職員の入職・離職状況
（2004年以前開設事業所） （2005年以降開設事業所）

入
職
者
比
率

離
職
者
比
率

入
職
者
比
率

離
職
者
比
率

全体 N 418　 418　 全体 N 140　 140　

有効N 336　 336　 有効N 115　 115　

平均値 37.0　 27.3　 平均値 68.4　 36.7　

社会福祉法人 N 130　 130　 社会福祉法人 N 28　 28　

有効N 98　 98　 有効N 26　 26　

平均値 27.7　 19.8　 平均値 60.0　 24.0　

医療法人 N 88　 88　 医療法人 N 27　 27　

有効N 65　 65　 有効N 24　 24　

平均値 37.6　 25.0　 平均値 66.2　 31.9　

株式・有限 N 156　 156　 株式・有限 N 75　 75　

有効N 133　 133　 有効N 56　 56　

平均値 41.6　 37.0　 平均値 76.7　 47.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 41　 41　 ＮＰＯ法人・その他 N 9　 9　

有効N 38　 38　 有効N 8　 8　

平均値 43.3　 16.9　 平均値 52.5　 19.6　

無回答 N 3　 3　 無回答 N 1　 1　

有効N 2　 2　 有効N 1　 1　

平均値 47.7　 35.2　 平均値 0.0　 0.0　

＊サンプルごとに比率やポイント差を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 離職者の平均在職期間 

上記に該当する離職者について、在籍期間の平均月数を集計した結果である。 
 

① 正規職員 

 
［全体］ 

全体では、「1～2 年未満」が 29.6%で最も高い。ついで、「1 年未満」が 26.5％、「2～
3 年未満」が 22.8％となっている。 
離職者の平均在籍月数は、21.7 ヶ月と 2 年に満たない。 
 

［法人格別］ 
平均在籍月数を法人格別にみると、社会福祉法人では 32.3 ヶ月であるのに対し、株式・

有限では 16.4 ヶ月で大きく差がある。 
株式・有限では、離職者の６割が２年未満で辞めている。 
 
 
図表 114 
 
 
図表 69 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22.8 10.2 7.726.5 29.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～4年未満 4年以上 無回答

(N:324)

Q 11_1N2 離職者の平均在職期間（正規職員）
合
計

1
年
未
満

1
～

2
年
未
満

2
～

3
年
未
満

3
～

4
年
未
満

4
年
以
上

無
回
答

平
均
月
数

全体 N 324　 86　 96　 74　 33　 25　 10　 314　

% 100.0　 26.5　 29.6　 22.8　 10.2　 7.7　 3.1　 21.7　

社会福祉法人 N 69　 7　 14　 20　 11　 15　 2　 67　

% 100.0　 10.1　 20.3　 29.0　 15.9　 21.7　 2.9　 32.3　

医療法人 N 78　 23　 21　 12　 12　 8　 2　 76　

% 100.0　 29.5　 26.9　 15.4　 15.4　 10.3　 2.6　 22.6　

株式・有限 N 149　 52　 49　 34　 7　 2　 5　 144　

% 100.0　 34.9　 32.9　 22.8　 4.7　 1.3　 3.4　 16.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 25　 4　 11　 7　 3　 0　 0　 25　

% 100.0　 16.0　 44.0　 28.0　 12.0　 0.0　 0.0　 21.6　

無回答 N 3　 0　 1　 1　 0　 0　 1　 2　

% 100.0　 0.0　 33.3　 33.3　 0.0　 0.0　 33.3　 18.5　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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② 非正規職員 

 
［全体］ 

全体では、「1 年未満」が 47.1%で最も高く、「1～2 年未満」が 27.1％、「2～3 年未満」

が 12.7％と続く。 
離職者の平均在籍月数は、15.4 ヶ月で正規職員よりもさらに短い期間で辞めていくも

のが多い。 
 

［法人格別］ 
平均在籍月数を法人格別にみると、社会福祉法人が 18.9ヶ月で最も長い。医療法人は、

15.8 ヶ月、株式・有限は 14.1 ヶ月、ＮＰＯ・その他は 10.7 ヶ月で、いずれも短い期間

で辞めている。 
 
 
図表 115 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12.7 5.5 4.147.1 27.1

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～4年未満 4年以上 無回答

(N:291)

Q 11_2N2 離職者の平均在職期間（非正規職員）
合
計

1
年
未
満

1
～

2
年
未
満

2
～

3
年
未
満

3
～

4
年
未
満

4
年
以
上

無
回
答

平
均
月
数

全体 N 291　 137　 79　 37　 16　 12　 10　 281　

% 100.0　 47.1　 27.1　 12.7　 5.5　 4.1　 3.4　 15.4　

社会福祉法人 N 72　 25　 24　 15　 3　 4　 1　 71　

% 100.0　 34.7　 33.3　 20.8　 4.2　 5.6　 1.4　 18.9　

医療法人 N 55　 26　 12　 6　 6　 3　 2　 53　

% 100.0　 47.3　 21.8　 10.9　 10.9　 5.5　 3.6　 15.8　

株式・有限 N 139　 70　 37　 15　 6　 5　 6　 133　

% 100.0　 50.4　 26.6　 10.8　 4.3　 3.6　 4.3　 14.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 23　 15　 5　 1　 1　 0　 1　 22　

% 100.0　 65.2　 21.7　 4.3　 4.3　 0.0　 4.3　 10.7　

無回答 N 2　 1　 1　 0　 0　 0　 0　 2　

% 100.0　 50.0　 50.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 11.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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８. 労務管理 

(１) 労務管理の状況 

（ア） 正規職員 
正規職員の労務管理について整備状況の割合が比較的に低い項目をみると、「退職金制

度」が 67.1％となっている。その他では９割程度で整備されており、この傾向は昨年度

調査と同様である。 
法人格別にみると、株式・有限では「退職金制度」（45.3％）、「法人内教育研修体制」

（78.2％）、「昇給」（79.9％）、「賞与支給」（80.3％）で比較的に割合が低く、ＮＰＯ・そ

の他の「退職金制度」（58.0％）も同様である。 
 

（イ） 非正規職員 
非正規職員の労務管理では、「退職金制度」が 17.5％と低く、「健康保険・厚生年金加入」

(49.9％)、「賞与支給」（52.0％）、「昇給」（58.6％）といった項目の普及率も低い。昨年度調

査と同様に、全てが加入すべき「労災保険加入」も８割に満たない状況となっている。 
 
図表 116 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q12_1N 労務管理の状況（正規職員） （複数回答）
合
計

労
働
契
約
書

就
業
規
則

賞
与
支
給

昇
給

退
職
金
制
度

労
災
保
険
加
入

雇
用
保
険
加
入

健
康
保
険
・

厚
生
年
金
加
入

法
人
内
教
育
・

研
修
体
制

法
人
外
教
育
・

研
修
制
度

無
回
答

全体 N 565　 512　 548　 501　 496　 379　 533　 556　 551　 496　 538　 1　

% 100.0　 90.6　 97.0　 88.7　 87.8　 67.1　 94.3　 98.4　 97.5　 87.8　 95.2　 0.2　

社会福祉法人 N 161　 139　 161　 159　 155　 149　 157　 161　 161　 156　 158　 0　

% 100.0　 86.3　 100.0　 98.8　 96.3　 92.5　 97.5　 100.0　 100.0　 96.9　 98.1　 0.0　

医療法人 N 116　 106　 112　 106　 107　 93　 110　 112　 112　 108　 112　 1　

% 100.0　 91.4　 96.6　 91.4　 92.2　 80.2　 94.8　 96.6　 96.6　 93.1　 96.6　 0.9　

株式・有限 N 234　 219　 222　 188　 187　 106　 213　 229　 226　 183　 217　 0　

% 100.0　 93.6　 94.9　 80.3　 79.9　 45.3　 91.0　 97.9　 96.6　 78.2　 92.7　 0.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 46　 49　 45　 43　 29　 50　 50　 48　 46　 47　 0　

% 100.0　 92.0　 98.0　 90.0　 86.0　 58.0　 100.0　 100.0　 96.0　 92.0　 94.0　 0.0　

無回答 N 4　 2　 4　 3　 4　 2　 3　 4　 4　 3　 4　 0　

% 100.0　 50.0　 100.0　 75.0　 100.0　 50.0　 75.0　 100.0　 100.0　 75.0　 100.0　 0.0　

Q12_2N 労務管理の状況（非正規職員） （複数回答）
合
計

労
働
契
約
書

就
業
規
則

賞
与
支
給

昇
給

退
職
金
制
度

労
災
保
険
加
入

雇
用
保
険
加
入

健
康
保
険
・

厚
生
年
金
加
入

法
人
内
教
育
・

研
修
体
制

法
人
外
教
育
・

研
修
制
度

無
回
答

全体 N 565　 464　 471　 294　 331　 99　 434　 394　 282　 424　 394　 54　

% 100.0　 82.1　 83.4　 52.0　 58.6　 17.5　 76.8　 69.7　 49.9　 75.0　 69.7　 9.6　

社会福祉法人 N 161　 137　 141　 97　 97　 55　 135　 125　 109　 137　 127　 15　

% 100.0　 85.1　 87.6　 60.2　 60.2　 34.2　 83.9　 77.6　 67.7　 85.1　 78.9　 9.3　

医療法人 N 116　 88　 90　 54　 61　 11　 80　 75　 59　 87　 72　 18　

% 100.0　 75.9　 77.6　 46.6　 52.6　 9.5　 69.0　 64.7　 50.9　 75.0　 62.1　 15.5　

株式・有限 N 234　 196　 193　 113　 136　 26　 175　 158　 94　 155　 156　 18　

% 100.0　 83.8　 82.5　 48.3　 58.1　 11.1　 74.8　 67.5　 40.2　 66.2　 66.7　 7.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 42　 44　 29　 35　 6　 43　 34　 18　 42　 36　 2　

% 100.0　 84.0　 88.0　 58.0　 70.0　 12.0　 86.0　 68.0　 36.0　 84.0　 72.0　 4.0　

無回答 N 4　 1　 3　 1　 2　 1　 1　 2　 2　 3　 3　 1　

% 100.0　 25.0　 75.0　 25.0　 50.0　 25.0　 25.0　 50.0　 50.0　 75.0　 75.0　 25.0　

事
業
所
の
法
人
格

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 年間の休日総数（正規職員） 

年間の休日数は、全体平均で 108.4 日となっている。 
法人格別にみると、株式・有限では 106.8 日で平均よりも下回っているのに対し、Ｎ

ＰＯ・その他では 110.8 日と若干多くなっている。 
 
図表 117 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(３) 勤務時間管理の方法 

職員の勤務時間管理の方法についてみると、正規職員では「出勤簿」が 50.3％で最も

高く、「タイムカード」は 42.3％、「上長の確認」は 0.9％となっている。 
非正規職員では、「出勤簿」が 44.6％、「タイムカード」が 38.1％、「上長の確認」が

1.1％となっている。 
 
図表 118 
 

Q12_6 年間の休日総数（正規職員）
年
間
の
休
日
総
数

（
正
規
職
員

）

全体 N 565　

有効N 408　

平均値 108.4　

社会福祉法人 N 161　

有効N 131　

平均値 109.6　

医療法人 N 116　

有効N 82　

平均値 108.7　

株式・有限 N 234　

有効N 162　

平均値 106.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　

有効N 30　

平均値 110.8　

無回答 N 4　

有効N 3　

平均値 108.3　

事
業
所
の
法
人
格

42.3

38.1

50.3

44.6

1.1

0.9

6.5

16.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

(N:565)

非正規職員

(N:565)

タイムカード 出勤簿 上長の確認 無回答
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(４) 残業代支払いのルール 

残業時間に対する賃金の支払いについて、取り扱いルールを聞いたところ、正規職員

では「届出・自己申告制」が 42.8％、「上長の許可時のみ」が 41.4％、「タイムカード通

り」が 7.3％となっており、昨年並みの結果となった。 
また、非正規職員では、「届出・自己申告制」が 38.9％、「上長の許可時のみ」が 36.3％、

「タイムカード通り」が 8.1％となっている。 
 
 
図表 119 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９. 研修の状況 

(１) 研修期間の勤務時間としての取扱い 

社外研修制度が「ある」と回答した事業所について。研修時間の取扱い状況を聞いた

ところ、正規職員では勤務時間としての取扱い「あり」が 90.7％(前年度は 89.7％)、非

正規職員では「あり」が 84.5％（前年度は 72.9％）となっている。 
 
図表 120 
 

42.8

38.9

7.3

8.1

41.4

36.3 16.6

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

(N:565)

非正規職員

(N:565)

届出・自己申告制 タイムカード通り 上長の許可時のみ 無回答

90.7

84.5

5.2

10.4 5.1

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

(N:538)

非正規職員

(N:394)

あり なし 無回答
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(２) 研修費用の負担について 

研修費用の負担状況は、正規職員、非正規職員ともにほぼ同じ割合となっている。 
正規職員の割合でみると、「事業所がすべてを負担」が 77.5％で最も高く、「事業所が

一部を負担」は 13.2％、「本人負担」は僅かに 1.3％となっている。 
図表 121 
 
 
 
 
 
 
 
 

(３) 職員１人当たりの年間延べ受講日数 

事業所ごとに職員(非正規職員を含む)が年間に受講する研修の延べ日数を常勤換算数

で除した結果である。 
 
全体では、「１日未満」が 44.8％で最も高く、次いで「1～2 日未満」が 23.5％、「3～

4 日未満」が 12.0％と続く。1 人当たりの年間研修受講日数は、1.5 日となった。 
図表 122 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12.0 4.6 5.744.8 23.5 9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1日未満 1～2日未満 2～3日未満 3～4日未満 4日以上 無回答

[平均:1.5日](N:565)

77.5

77.9

13.2

11.4

2.2

1.8

1.3

2.0

6.9

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

(N:538)

非正規職員

(N:394)

事業所がすべてを負担 事業所が一部を負担 本人の負担 その他 無回答

Q14N2 職員1人当り年間延べ受講日数
合
計

1
日
未
満

1
～

2
日
未
満

2
～

3
日
未
満

3
～

4
日
未
満

4
日
以
上

無
回
答

平
均
日
数

全体 N 565　 253　 133　 68　 26　 32　 53　 512　

% 100.0　 44.8　 23.5　 12.0　 4.6　 5.7　 9.4　 1.5　

社会福祉法人 N 161　 62　 32　 31　 13　 10　 13　 148　

% 100.0　 38.5　 19.9　 19.3　 8.1　 6.2　 8.1　 1.8　

医療法人 N 116　 50　 27　 12　 7　 6　 14　 102　

% 100.0　 43.1　 23.3　 10.3　 6.0　 5.2　 12.1　 1.6　

株式・有限 N 234　 117　 61　 17　 6　 12　 21　 213　

% 100.0　 50.0　 26.1　 7.3　 2.6　 5.1　 9.0　 1.2　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 23　 11　 7　 0　 4　 5　 45　

% 100.0　 46.0　 22.0　 14.0　 0.0　 8.0　 10.0　 1.6　

無回答 N 4　 1　 2　 1　 0　 0　 0　 4　

% 100.0　 25.0　 50.0　 25.0　 0.0　 0.0　 0.0　 1.3　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(４) 研修中の人員配置の工夫・状況 

研修受講者の影響による､配置やローテーションへの工夫について確認した設問であ

る。 
 
全体では、「勤務ローテーション変更で全体調整を行う」が 55.4％と最も高く、次いで

「予め余裕がある人員を確保」が 21.2％、「他の職員・管理者の稼動時間を増加」が 7.3％
と続く。「人員に余裕がなく研修には出せない」との回答は 2.5％（14 件）あった。 

 
法人格別にみると、「勤務ローテーション変更で全体調整を行う」は社会福祉法人が

65.2％と高い割合なのに対し、株式・有限では 47.9％となっている。 
一方「予め余裕がある人員を確保」は、株式・有限が 27.8％なのに対し、その他の法

人格では割合が低い。 
法人格に関わらず、「人員に余裕がなく研修には出せない」と回答した事業所は少数に

とどまっている。 
 
図表 123 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

21.2 7.3

0.5

55.4

2.7

2.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予め余裕のある人員を確保 他の職員・管理者の稼動時間を増加

受講者自身の稼働日数を増加 勤務ローテーション変更で全体調整

通常より少ない人数で対応 人員に余裕がなく研修には出せない

その他 無回答

(N:565)

Q 15 研修中の人員配置の工夫・状況
合
計

予
め
余
裕
の
あ
る
人
員

を
確
保

他
の
職
員
・
管
理
者
の

稼
動
時
間
を
増
加

受
講
者
自
身
の
稼
働
日

数
を
増
加

勤
務
ロ
ー
テ
ー
シ

ョ
ン

変
更
で
全
体
調
整

通
常
よ
り
少
な
い
人
数

で
対
応

人
員
に
余
裕
が
な
く
研

修
に
は
出
せ
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 120　 41　 3　 313　 15　 14　 2　 57　

% 100.0　 21.2　 7.3　 0.5　 55.4　 2.7　 2.5　 0.4　 10.1　

社会福祉法人 N 161　 29　 7　 0　 105　 2　 4　 0　 14　

% 100.0　 18.0　 4.3　 0.0　 65.2　 1.2　 2.5　 0.0　 8.7　

医療法人 N 116　 17　 4　 0　 67　 4　 6　 0　 18　

% 100.0　 14.7　 3.4　 0.0　 57.8　 3.4　 5.2　 0.0　 15.5　

株式・有限 N 234　 65　 22　 2　 112　 8　 3　 2　 20　

% 100.0　 27.8　 9.4　 0.9　 47.9　 3.4　 1.3　 0.9　 8.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 9　 7　 1　 26　 1　 1　 0　 5　

% 100.0　 18.0　 14.0　 2.0　 52.0　 2.0　 2.0　 0.0　 10.0　

無回答 N 4　 0　 1　 0　 3　 0　 0　 0　 0　

% 100.0　 0.0　 25.0　 0.0　 75.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(５) 研修別受講割合の状況 

［①実践者研修］ 
正規職員では 33.7％、非正規職員では 3.7％の職員が受講している。 
 
［②実践リーダー研修］ 
正規職員では 9.0％、非正規職員では 0.1％の職員が受講している。 
 
［③衛生・安全管理に関する研修］ 
正規職員では 19.2％、非正規職員では 8.3％の職員が受講している。 
 
［④虐待防止や権利擁護に関する研修］ 
正規職員では 16.3％、非正規職員では 5.5％の職員が受講している。 
 
［⑤介護技術向上に関する研修］ 
正規職員では 39.8％、非正規職員では 22.5％の職員が受講している。 
 
［⑥看護技術向上に関する研修］ 
正規職員では 52.8％、非正規職員では 30.8％の職員が受講している。 
 
※①～④は、介護職員・看護職員の合計を母数として割合を出している。 
 ⑤は、介護職員の合計を母数として割合を出している。 
 ⑥は、看護職員の合計を母数として割合を出している。 
 
図表 124 
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19.2

16.3

39.8

52.8

16.0

3.7

0.1

8.3

5.5

22.5

30.8

2.3

0% 20% 40% 60%

実践者研修受講割合

実践リーダー研修受講割合

衛生・安全管理に関する研修受講割合

虐待防止や権利擁護に関する研修受講割合

介護技術向上に関する研修受講割合

看護技術向上に関する研修受講割合

計画作成担当者研修受講割合

正規職員 非正規職員
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１０. 職員の給与・年収 

① 介護職員（常勤） 

ア）正規介護職員 

［全体］ 
全体の平均でみると、1 年目の給与は 15.7 万円、6 年目の給与は 18.4 万円。 
年収でみると、1年目が 229.3 万円、6年目が 274.8 万円となった。 

 
［法人格別］ 
法人格別の顕著な差は認められず、いずれも 5 千円以内の差に収まっている。 

 

イ）非正介護規職員 

［全体］ 
一方、非正規職員（常勤者）の 1年目給与は 13.1 万円、6 年目の給与は 15.0 万円。 
年収でみると、1年目は 173.8 万円、6年目は 201.2 万円となった。 
正規と非正規の差は、６年目の年収ベースで 73.6 万円となった。 

 
［法人格別］ 
一方、非正規職員（常勤者）の 1年目給与をみると、社会福祉法人が 13.8 万円で最も

高く、ＮＰＯ・その他は 11.7 万円で最も低い。両者の差は 2 万円程度ある。 
また、同様に 6年目給与をみると、社会福祉法人は 15.6 万円、ＮＰＯ・その他は 14.2

万円となっている。 
 
図表 125 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q17_1_1_1 給与・年収（常勤介護職員） （万円）

1年目の
給与

6年目の
給与

1年目の
年収

6年目の
年収

1年目の
給与

6年目の
給与

1年目の
年収

6年目の
年収

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 289　 289　 289　 289　 129　 129　 129　 129　

平均値 15.7　 18.4　 229.3　 274.8　 13.1　 15.0　 173.8　 201.2　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 106　 106　 106　 106　 58　 58　 58　 58　

平均値 15.9　 18.5　 245.3　 292.7　 13.8　 15.6　 189.1　 215.0　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 60　 60　 60　 60　 16　 16　 16　 16　

平均値 16.1　 18.5　 238.3　 282.8　 13.6　 15.3　 181.6　 209.6　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 101　 101　 101　 101　 44　 44　 44　 44　

平均値 15.4　 18.3　 210.7　 254.4　 12.5　 14.3　 156.0　 184.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 20　 20　 20　 20　 11　 11　 11　 11　

平均値 15.6　 19.0　 215.5　 261.4　 11.7　 14.2　 153.4　 184.2　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 2　 2　 2　 2　 0　 0　 0　 0　

平均値 14.0　 17.5　 179.0　 256.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

正規職員 非正規職員

事
業
所
の
法
人
格
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② 看護職員（常勤） 

ア）正規看護職員 

［全体］ 
介護職と看護職の６年目年収を比較すると、介護職が 274.8 万円で、看護職が 317.1

万円で、40 万円程度の差がある。 
全体の平均でみると、1 年目の給与は 18.9 万円、6年目の給与は 21.8 万円。年収でみ

ると、1 年目が 274.6 万円、6 年目が 317.1 万円となった。 
 

［法人格別］ 
介護職に比較すると、看護職での法人格別による給与の差が目立つ。1年目の平均では、

株式有限が 17.7 万円なのに対し、社会福祉法人は 18.6 万円、医療法人は 19.7 万円、Ｎ

ＰＯ・その他では 24.9 万円となっている。6 年目の給与でみても、株式・有限が最も低

く、19.8 万円、社会福祉法人が 21.5 万円、医療法人が 23.0 万円、ＮＰＯ・その他が 30.6
万延となっている。 
給与、年収ともに、ＮＰＯ・その他の平均が高いが、個別データをみると、サンプル

数が少ない中で全体平均の 2 倍程度支払っている事業所が 1 ヶ所存在しており、集計結

果に影響を及ぼしている。（このサンプルの除いたＮＰＯ・その他の平均額は、給与：1

年目が 21.5 万円、６年目が 26.5 万円、年収：1 年目が 278.0 万円、６年目が 342.3 万円

となる。） 
年収ベースでは、医療法人の 336.9 万円と株式・有限の差が 52.5 万円程度となってい

る。 
図表 126 
 
 
 
 
 

Q17_1_3_1 給与・年収（常勤看護職員）

1年目の給
与

6年目の給
与

1年目の年
収

6年目の年
収

全体 N 565　 565　 565　 565　

有効N 109　 109　 109　 109　

平均値 18.9　 21.8　 274.6　 317.1　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　

有効N 42　 42　 42　 42　

平均値 18.6　 21.5　 288.8　 333.5　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　

有効N 22　 22　 22　 22　

平均値 19.7　 23.0　 286.0　 336.9　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　

有効N 38　 38　 38　 38　

平均値 17.7　 19.8　 244.7　 274.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　

有効N 7　 7　 7　 7　

平均値 24.9　 30.6　 315.4　 387.7　

無回答 N 4　 4　 4　 4　

有効N 0　 0　 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格

正規職員
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イ）非正規看護職員 
［全体］ 

一方、非正規職員（常勤者）の 1年目給与は 16.4 万円、6 年目の給与は 18.5 万円。 
年収でみると、1年目は 214.5 万円、６年目は 242.9 万円となった。 
正規と非正規の年収ベースの差は、６年目で 74.2 万円となっている。 

 
［法人格別］ 
法人格別にみると、１年目では医療法人が最も高く 17.8 万円、次いで、社会福祉法人

が 17.1 万円、ＮＰＯ・その他が 16.3 万円、株式・有限が 15.3 万円と続く。 
６年目に給与は、全体平均で 2 万円程度の伸びであるのに対し、ＮＰＯ・その他では 4

万円程度高くなっている。 
また、６年目の年収では、社会福祉法人、ＮＰＯ・その他が 260 万円台と高くなり医

療法人を追い越している。株式・有限は最も低く 216.6 万円となった。 
 
図表 127 
Q17_1_3_1 給与・年収（常勤看護職員） （万円）

1年目の給
与

6年目の給
与

1年目の年
収

6年目の年
収

全体 N 565　 565　 565　 565　

有効N 39　 39　 39　 39　

平均値 16.4　 18.5　 214.5　 242.9　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　

有効N 15　 15　 15　 15　

平均値 17.1　 19.2　 232.2　 261.7　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　

有効N 5　 5　 5　 5　

平均値 17.8　 19.4　 222.2　 247.6　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　

有効N 15　 15　 15　 15　

平均値 15.3　 17.0　 193.9　 216.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　

有効N 4　 4　 4　 4　

平均値 16.3　 20.5　 216.0　 265.0　

無回答 N 4　 4　 4　 4　

有効N 0　 0　 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

非正規職員

事
業
所
の
法
人
格
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③ 非常勤介護職の時給 
 
［全体］ 

非常勤介護職の時給は１年目で 778.4 円、６年目で 851.5 円と低く、正規、非正規に

比べて増減率は低い。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、１年目で最も高いのは医療法人の 796.3 円、最も低いのは株式・

有限の 768.2 円で、差額は 28 円程度である。 
また、６年目の時給をみると、最も高いのはＮＰＯ・その他の 882.0 円で、最も低い

のは株式・有限の 835.8 円である。 
 
図表 128 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q17_2_1_1 時給（非常勤介護職員） （円）
1
年
目
の
時
給

6
年
目
の
時
給

全体 N 565　 565　

有効N 191　 191　

平均値 778.4　 851.5　

社会福祉法人 N 161　 161　

有効N 63　 63　

平均値 780.9　 853.8　

医療法人 N 116　 116　

有効N 34　 34　

平均値 796.3　 868.9　

株式・有限 N 234　 234　

有効N 77　 77　

平均値 768.2　 835.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　

有効N 15　 15　

平均値 776.7　 882.0　

無回答 N 4　 4　

有効N 2　 2　

平均値 800.0　 855.0　

事
業
所
の
法
人
格
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④ 非常勤看護職の時給 
 
［全体］ 

非常勤看護職の時給は１年目で 1,020.7 円、６年目で 1,167.0 円となっている。１年目

と６年目の差は 146 円程度である。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限が最も低く 947.9 円となっている。その他では、社会

福祉法人が 1,057.2 円、医療法人が 1,097.5 円、ＮＰＯ・その他が 1,110.0 円となってい

る。 
また、６年目の時給をみても、最も低いのが株式・有限の 1,068.5 円で、社会福祉法

人が 1,185.6 円、医療法人が 1,253.3 円、ＮＰＯ・その他が 1,365.0 円となっている。 
常勤の看護職員と同じく、ＮＰＯ・その他では、全体平均の 1.5 倍以上支払っている

事業所が 1 ヶ所存在しており、サンプル数が少ないことから集計結果に影響を及ぼして

いる。 
 
図表 129 
 Q17_2_2_1 時給（非常勤看護職員） （円）

1
年
目
の
時
給

6
年
目
の
時
給

全体 N 565　 565　

有効N 74　 74　

平均値 1,020.7　 1,167.0　

社会福祉法人 N 161　 161　

有効N 18　 18　

平均値 1,057.2　 1,185.6　

医療法人 N 116　 116　

有効N 12　 12　

平均値 1,097.5　 1,253.3　

株式・有限 N 234　 234　

有効N 34　 34　

平均値 947.9　 1,068.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　

有効N 10　 10　

平均値 1,110.0　 1,365.0　

無回答 N 4　 4　

有効N 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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１１. 夜間体制 

(１) 後方体制、緊急連絡体制の状況 

［全体］ 
全体では「夜間後方支援」は 47.4％、「夜間緊急連絡体制」は 97.9％、「夜間緊急時の

近隣住民応援体制」は 63.5％の事業所で体制や連携ができているとの回答を得た。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、「夜間後方支援」は、社会福祉法人、医療法人がともに６割以上と

なっているが、株式・有限、ＮＰＯ・その他では３割程度と差がある。 
一方、「夜間緊急時の近隣住民応援体制」は、株式・有限、ＮＰＯ・その他の割合も比

較的に高い。「夜間緊急連絡体制」はいずれも 100％に近い割合を示している。 
 

［開設年別］ 
開設年別にみると、新しい事業所になるほど「夜間後方支援」の割合が低くなってい

る。母体法人からの支援が期待できる社会福祉法人、医療法人の開設は経過とともに少

なくなり、株式・有限、ＮＰＯ・その他の割合が増えていることに影響されていること

が推察される。 
図表 130 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q18_N その他の夜間ケア体制 （複数回答）
合
計

夜
間
後
方
支
援

夜
間
緊
急
連
絡
体
制

夜
間
緊
急
時
の
近
隣
住

民
応
援
体
制

無
回
答

全体 N 565　 268　 553　 359　 12　

% 100.0　 47.4　 97.9　 63.5　 2.1　

社会福祉法人 N 161　 102　 160　 114　 1　

% 100.0　 63.4　 99.4　 70.8　 0.6　

医療法人 N 116　 76　 113　 64　 3　

% 100.0　 65.5　 97.4　 55.2　 2.6　

株式・有限 N 234　 75　 226　 141　 8　

% 100.0　 32.1　 96.6　 60.3　 3.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 15　 50　 39　 0　

% 100.0　 30.0　 100.0　 78.0　 0.0　

無回答 N 4　 0　 4　 1　 0　

% 100.0　 0.0　 100.0　 25.0　 0.0　

2000年以前 N 96　 64　 94　 64　 2　

% 100.0　 66.7　 97.9　 66.7　 2.1　

2001～2003年 N 210　 100　 205　 137　 5　

% 100.0　 47.6　 97.6　 65.2　 2.4　

2004年以降 N 252　 99　 247　 154　 5　

% 100.0　 39.3　 98.0　 61.1　 2.0　

無回答 N 7　 5　 7　 4　 0　

% 100.0　 71.4　 100.0　 57.1　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格

開
設
年
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(２) 夜勤体制の状況 

［全体］ 
全体では「日中と同じスタッフがローテーションで対応」が 78.9％と８割程度を占め

ている。「ローテーションと必要に応じた非常勤・夜間専門スタッフの活用」は 13.8％、

「夜間専門の非常勤スタッフが対応」は 3.9％となっている。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限、ＮＰＯ・その他では「ローテーションと必要に応じ

た非常勤・夜間専門スタッフの活用」の割合が全体割合よりも高く、２割程度の事業所

で夜間専門要員や非常勤スタッフを活用している様子がみてとれる。 
 
 
図表 131 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

78.9 13.8 3.9

1.1 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中と同じスタッフがローテーションで対応

ローテーションと必要に応じた非常勤・夜間専門スタッフの活用

夜間専門の非常勤スタッフが対応

その他

無回答

(N:565)

Q 19 夜勤の具体的な体制
合
計

日
中
と
同
じ
ス
タ

ッ
フ

が
ロ
ー
テ
ー
シ

ョ
ン
で

対
応

ロ
ー
テ
ー
シ

ョ
ン
と
必

要
に
応
じ
た
非
常
勤
・

夜
間
専
門
ス
タ

ッ
フ
の

活
用

夜
間
専
門
の
非
常
勤
ス

タ

ッ
フ
が
対
応

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 446　 78　 22　 6　 13　

% 100.0　 78.9　 13.8　 3.9　 1.1　 2.3　

社会福祉法人 N 161　 133　 17　 9　 0　 2　

% 100.0　 82.6　 10.6　 5.6　 0.0　 1.2　

医療法人 N 116　 97　 9　 4　 3　 3　

% 100.0　 83.6　 7.8　 3.4　 2.6　 2.6　

株式・有限 N 234　 173　 43　 8　 2　 8　

% 100.0　 73.9　 18.4　 3.4　 0.9　 3.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 39　 9　 1　 1　 0　

% 100.0　 78.0　 18.0　 2.0　 2.0　 0.0　

無回答 N 4　 4　 0　 0　 0　 0　

% 100.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(３) 夜間ケアに関する配置人数の状況 

［全体］ 
夜間ケア体制の過不足感について聞いたところ、全体では「十分だと思う」が 63.0％、

「不十分だと思う」が 26.7％、「わからない」が 8.8％となっている。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、専門スタッフの活用率が低い医療法人では「不十分だと思う」の

割合が 35.3％で、全体平均よりも高い。 
 
 
図表 132 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

63.0 26.7 8.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分だと思う 不十分だと思う わからない 無回答

(N:565)

Q20 夜間ケアに関する配置人数の状況
合
計

十
分
だ
と
思
う

不
十
分
だ
と
思
う

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 N 565　 356　 151　 50　 8　

% 100.0　 63.0　 26.7　 8.8　 1.4　

社会福祉法人 N 161　 110　 40　 11　 0　

% 100.0　 68.3　 24.8　 6.8　 0.0　

医療法人 N 116　 65　 41　 8　 2　

% 100.0　 56.0　 35.3　 6.9　 1.7　

株式・有限 N 234　 146　 59　 24　 5　

% 100.0　 62.4　 25.2　 10.3　 2.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 32　 11　 6　 1　

% 100.0　 64.0　 22.0　 12.0　 2.0　

無回答 N 4　 3　 0　 1　 0　

% 100.0　 75.0　 0.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(４) 夜間緊急時対応に関する配置人数・設備の状況 

［全体］ 
夜間の災害や緊急時の対応について、現在の配置人数や設備での対応状況を聞いたと

ころ、「十分だと思う」は 20.4％と２割程度にとどまり、「不十分だと思う」が 64.6％と

高い割合を示した。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみても、顕著な差はみられない。 
 
 
図表 133 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20.4 64.6 13.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分だと思う 不十分だと思う わからない 無回答

(N:565)

Q 21 夜間緊急時対応に関する配置人数・設備の状況
合
計

十
分
だ
と
思
う

不
十
分
だ
と
思
う

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 N 565　 115　 365　 77　 8　

% 100.0　 20.4　 64.6　 13.6　 1.4　

社会福祉法人 N 161　 39　 98　 23　 1　

% 100.0　 24.2　 60.9　 14.3　 0.6　

医療法人 N 116　 22　 82　 11　 1　

% 100.0　 19.0　 70.7　 9.5　 0.9　

株式・有限 N 234　 41　 151　 36　 6　

% 100.0　 17.5　 64.5　 15.4　 2.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 13　 32　 5　 0　

% 100.0　 26.0　 64.0　 10.0　 0.0　

無回答 N 4　 0　 2　 2　 0　

% 100.0　 0.0　 50.0　 50.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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１２. 日常生活支援の状況 

(１) 日常生活支援 

日常生活における基本的生活支援の状況について、できている項目を自己評価した結

果である。 
調査票における質問は、以下の 10 項目 

1.  利用者のプライバシーの保護や個人情報の取扱いが適切にできている 

2.  利用者一人ひとりの力に応じて、本人本位の個別支援ができている 

3.  利用者と職員は一緒に食事の準備をしたり、一緒に食事をしたりしている 

4.  利用者は、状態に応じて掃除や洗濯などの家事に参加することができる 

5.  利用者は、お酒やおやつ等の嗜好品等を日常的に楽しんでいる 

6.  オムツの使用を減らし、一人ひとりの状態に応じた配慮ある排せつの支援を

している 

7.  事業所や職員の都合ではなく、利用者の希望や生活のリズムに応じて入浴し

ている 

8.  利用者は、自分でお金を所持したり、使ったりできるように支援している 

9.  なるべく戸外にでる機会をつくり、一人ひとりの希望に応じた外出の支援を

している 

10. 利用者の思いを叶える訪問支援など、個別の外出支援に取り組んでいる 

［全体］ 
全体では、④状態に応じた掃除・洗濯などの家事参加（94.0％）、③職員と一緒の食事

準備・食事(91.5％)などの項目で９割以上の事業所が「できている」と回答し、⑥利用者

の状態に応じた配慮ある排泄の支援(86.2)、①プライバシー保護・個人情報の取扱い(82.8)
などの項目で８割以上の事業所が「できている」と回答している。 

比較的達成率の低い項目は、⑦利用者の希望・生活リズムに応じた入浴(52.2％)、⑧お

金を所持・使用できるような支援(56.6％)、⑩個別の外出支援（54.3%）などがあげられ

る。 
図表 134 
 

82.8

74.2

91.5

94.0

71.2

86.2

52.2

56.6

77.5

54.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プライバシー保護・個人情報の適切な取扱い

利用者の力に応じた本人本位の個別支援

職員と一緒になった食事準備・食事

状態に応じた掃除・洗濯などの家事参加

お酒・おやつ等の嗜好品を日常的に楽しむ事

利用者の状態に応じた配慮ある排せつの支援

利用者の希望・生活のリズムに応じた入浴

お金を所持・使用できるような支援

戸外にでる機会の創出、利用者の希望に応じた外出支援

利用者の思いを叶える訪問支援など個別の外出支援

(N:565)
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法人格別にみると、社会福祉法人の「できている」割合は総じて高い。 
各事業所における自己評価の基準にも影響されるが、⑤お酒・おやつ等の嗜好品を日

常的に楽しむ の項目は、社会福祉法人とＮＰＯ・その他の差が 20 ポイント以上ある。 
また、開設年別にみると、古い事業所ほど「できている」割合が高く、特に②利用者

の力に応じた本人本位の個別支援、⑩個別の外出支援では、2000年以前開設事業所と2004

年開設事業所の差が 10 ポイント以上ある。 
 
図表 135 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q 22 日常生活における対応の状況 （複数回答）
合
計

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
・

個
人
情
報
の
適
切
な
取

扱
い

利
用
者
の
力
に
応
じ
た

本
人
本
位
の
個
別
支
援

職
員
と
一
緒
に
な

っ
た

食
事
準
備
・
食
事

状
態
に
応
じ
た
掃
除
・

洗
濯
な
ど
の
家
事
参
加

お
酒
・
お
や
つ
等
の
嗜

好
品
を
日
常
的
に
楽
し

む
事

全体 N 565　 468　 419　 517　 531　 402　

% 100.0　 82.8　 74.2　 91.5　 94.0　 71.2　

社会福祉法人 N 161　 139　 129　 150　 155　 122　

% 100.0　 86.3　 80.1　 93.2　 96.3　 75.8　

医療法人 N 116　 94　 86　 99　 106　 84　

% 100.0　 81.0　 74.1　 85.3　 91.4　 72.4　

株式・有限 N 234　 190　 169　 216　 221　 166　

% 100.0　 81.2　 72.2　 92.3　 94.4　 70.9　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 41　 33　 48　 45　 27　

% 100.0　 82.0　 66.0　 96.0　 90.0　 54.0　

無回答 N 4　 4　 2　 4　 4　 3　

% 100.0　 100.0　 50.0　 100.0　 100.0　 75.0　

2000年以前 N 96　 85　 80　 89　 91　 72　

% 100.0　 88.5　 83.3　 92.7　 94.8　 75.0　

2001～2003年 N 210　 174　 163　 190　 201　 150　

% 100.0　 82.9　 77.6　 90.5　 95.7　 71.4　

2004年以降 N 252　 202　 171　 232　 233　 175　

% 100.0　 80.2　 67.9　 92.1　 92.5　 69.4　

無回答 N 7　 7　 5　 6　 6　 5　

% 100.0　 100.0　 71.4　 85.7　 85.7　 71.4　

利
用
者
の
状
態
に

応
じ
た
配
慮
あ
る

排
せ
つ
の
支
援

利
用
者
の
希
望
・

生
活
の
リ
ズ
ム
に

応
じ
た
入
浴

お
金
を
所
持
・
使

用
で
き
る
よ
う
な

支
援

戸
外
に
で
る
機
会

の
創
出

、
利
用
者

の
希
望
に
応
じ
た

外
出
支
援

利
用
者
の
思
い
を

叶
え
る
訪
問
支
援

な
ど
個
別
の
外
出

支
援

無
回
答

全体 N 487　 295　 320　 438　 307　 10　

% 86.2　 52.2　 56.6　 77.5　 54.3　 1.8　

社会福祉法人 N 143　 85　 100　 125　 95　 3　

% 88.8　 52.8　 62.1　 77.6　 59.0　 1.9　

医療法人 N 100　 56　 63　 88　 58　 3　

% 86.2　 48.3　 54.3　 75.9　 50.0　 2.6　

株式・有限 N 202　 131　 127　 181　 124　 4　

% 86.3　 56.0　 54.3　 77.4　 53.0　 1.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 39　 21　 27　 42　 27　 0　

% 78.0　 42.0　 54.0　 84.0　 54.0　 0.0　

無回答 N 3　 2　 3　 2　 3　 0　

% 75.0　 50.0　 75.0　 50.0　 75.0　 0.0　

2000年以前 N 86　 51　 52　 77　 56　 2　

% 89.6　 53.1　 54.2　 80.2　 58.3　 2.1　

2001～2003年 N 184　 113　 121　 164　 126　 5　

% 87.6　 53.8　 57.6　 78.1　 60.0　 2.4　

2004年以降 N 210　 126　 142　 191　 120　 3　

% 83.3　 50.0　 56.3　 75.8　 47.6　 1.2　

無回答 N 7　 5　 5　 6　 5　 0　

% 100.0　 71.4　 71.4　 85.7　 71.4　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格

開
設
年

事
業
所
の
法
人
格

開
設
年
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(２) 地域とのつながりの状況 

事業所運営における地域との関係性や連携状況について、できている項目を自己評価

した結果である。 
調査票における質問は、以下の 10 項目 
1.  事業所は自治会に入って、活動に参加している 

2.  利用者は老人会に入って、活動に参加している 

3.  近隣の子供たちが遊びに来たり、屋外で交流したりしている 

4.  近隣の住民が遊びに来たり、利用者が遊びに行ったりしている 

5.  利用者は、地域の人たちと顔馴染みの関係になっており、普通の社会生活を営ん

でいる 

6.  警察や消防署、市町村などの公的機関との交流や連携を深め、協力関係ができて

いる 

7.  近隣住民との日常的なつきあい、交流があり、いざという時の協力関係ができて

いる 

8.  運営推進会議は、地域の積極的な協力を得ながら開催することができている 

9.  地域にＳＯＳネットや見守り支援ネットなどの入居者の安心を支えるしくみがあ

る 

10.  地域の人と一緒に外出したり、旅行やイベントに参加する機会がある 

［全体］ 
全体では、⑧運営推進会議の開催、⑥警察・消防署・市町村などとの協力関係 が６割

程度の事業所で「できている」と回答している。また、①自治会への入会・活動、③近

隣の子供たちとの関係、⑦近隣住民との日常的なつきあい、交流 などでは４割程度とな

っている。 
一方、②老人会活動、⑨SOS ネットワーク・見守り支援ネットなどのしくみ などにつ

いては、１割以下の状況となっている。 
 
図表 136 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

46.7

6.0

38.1

31.7

32.6

59.3

43.4

65.3

9.7

18.4

0% 20% 40% 60% 80%

事業所は自治会に入り活動に参加

利用者は老人会に入り活動に参加

近隣の子供たちが遊びに来たり、屋外で交流

近隣の住民と利用者が相互に訪問

利用者は地域の人たちと顔馴染みになり、普通の社会生活を営む

警察・消防署・市町村などの公的機関との交流・連携を深め、協力関係を構築

近隣住民との日常的なつきあい・交流があり、万一の際の協力関係を構築

運営推進会議は地域の積極的な協力を得ながら開催

ＳＯＳネット・見守り支援ネットなどの入居者の安心を支えるしくみが地域に存在

地域の人と一緒に外出したり、旅行・イベントに参加

(N:565)
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［法人格別］ 
地域とのつながりに関する項目では、多くの項目で「ＮＰＯ・その他」のできている

割合が高く、①自治会への入会・活動、⑥警察・消防署・市町村などとの協力関係、⑦

近隣住民との日常的なつきあいを通じた協力関係 などの項目において、積極的な関係

が築かれている様子がみてとれる。 
一方、社会福祉法人では、①自治会への入会・活動、④近隣の住民と利用者が相互に

訪問 など、近隣住民との関わりに関する項目の割合が低く、法人格による特徴が顕著

にみられる結果となった。 
 
図表 137 
 
 
 
 
 
 
 

Q23 地域とのつながりの状況 （複数回答）
合
計

事
業
所
は
自
治
会
に
入

り
活
動
に
参
加

利
用
者
は
老
人
会
に
入

り
活
動
に
参
加

近
隣
の
子
供
た
ち
が
遊

び
に
来
た
り

、
屋
外
で

交
流

近
隣
の
住
民
と
利
用
者

が
相
互
に
訪
問

利
用
者
は
地
域
の
人
た

ち
と
顔
馴
染
み
に
な

り

、
普
通
の
社
会
生
活

を
営
む

全体 N 565　 264　 34　 215　 179　 184　

% 100.0　 46.7　 6.0　 38.1　 31.7　 32.6　

社会福祉法人 N 161　 60　 8　 61　 43　 46　

% 100.0　 37.3　 5.0　 37.9　 26.7　 28.6　

医療法人 N 116　 51　 5　 42　 32　 35　

% 100.0　 44.0　 4.3　 36.2　 27.6　 30.2　

株式・有限 N 234　 121　 16　 86　 80　 80　

% 100.0　 51.7　 6.8　 36.8　 34.2　 34.2　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 29　 5　 25　 24　 22　

% 100.0　 58.0　 10.0　 50.0　 48.0　 44.0　

無回答 N 4　 3　 0　 1　 0　 1　

% 100.0　 75.0　 0.0　 25.0　 0.0　 25.0　

2000年以前 N 96　 42　 5　 30　 27　 34　

% 100.0　 43.8　 5.2　 31.3　 28.1　 35.4　

2001～2003年 N 210　 92　 14　 89　 71　 81　

% 100.0　 43.8　 6.7　 42.4　 33.8　 38.6　

2004年以降 N 252　 130　 15　 95　 78　 67　

% 100.0　 51.6　 6.0　 37.7　 31.0　 26.6　

無回答 N 7　 0　 0　 1　 3　 2　

% 100.0　 0.0　 0.0　 14.3　 42.9　 28.6　

警
察
・
消
防
署
・
市
町
村

な
ど
の
公
的
機
関
と
の
交

流
・
連
携
を
深
め

、
協
力

関
係
を
構
築

近
隣
住
民
と
の
日
常
的
な

つ
き
あ
い
・
交
流
が
あ

り

、
万
一
の
際
の
協
力
関

係
を
構
築

運
営
推
進
会
議
は
地
域
の

積
極
的
な
協
力
を
得
な
が

ら
開
催

Ｓ
Ｏ
Ｓ
ネ

ッ
ト
・
見
守
り

支
援
ネ

ッ
ト
な
ど
の
入
居

者
の
安
心
を
支
え
る
し
く

み
が
地
域
に
存
在

地
域
の
人
と
一
緒
に
外
出

し
た
り

、
旅
行
・
イ
ベ
ン

ト
に
参
加

そ
の
他

全体 N 335　 245　 369　 55　 104　 34　

% 59.3　 43.4　 65.3　 9.7　 18.4　 6.0　

社会福祉法人 N 90　 63　 119　 17　 26　 11　

% 55.9　 39.1　 73.9　 10.6　 16.1　 6.8　

医療法人 N 62　 40　 81　 13　 26　 8　

% 53.4　 34.5　 69.8　 11.2　 22.4　 6.9　

株式・有限 N 147　 110　 130　 23　 45　 10　

% 62.8　 47.0　 55.6　 9.8　 19.2　 4.3　

ＮＰＯ法人・その他 N 33　 31　 37　 2　 7　 5　

% 66.0　 62.0　 74.0　 4.0　 14.0　 10.0　

無回答 N 3　 1　 2　 0　 0　 0　

% 75.0　 25.0　 50.0　 0.0　 0.0　 0.0　

2000年以前 N 61　 44　 65　 14　 16　 7　

% 63.5　 45.8　 67.7　 14.6　 16.7　 7.3　

2001～2003年 N 125　 84　 140　 20　 45　 11　

% 59.5　 40.0　 66.7　 9.5　 21.4　 5.2　

2004年以降 N 146　 112　 159　 19　 43　 16　

% 57.9　 44.4　 63.1　 7.5　 17.1　 6.3　

無回答 N 3　 5　 5　 2　 0　 0　

% 42.9　 71.4　 71.4　 28.6　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格

開
設
年

事
業
所
の
法
人
格

開
設
年
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(３) 利用者家族との連携・交流の状況 

［全体］ 
利用者家族との連携や交流に関する事業所の意識は、「大いにできている」が 15.0％、

「まあできている」が 74.5％で、「あまりできていない」が 8.3％、「全くできていない」

が 0.5％となっている。 
昨年度調査の結果とほぼ同じ結果となっており、事業所法人格別の集計でも顕著な差

はみられない。 
 
図表 138 
 
 
 
 
 
 

(４) 事業所独自「家族会」の有無 

［全体］ 
事業所独自の「家族会」の有無については、「ある」が 41.6％、「ない」が 57.0％とな

っている。この結果も、昨年度調査とほぼ同じ割合である。 
 
図表 139 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

15.0 74.5 8.3

0.5 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにできている まあできている あまりできていない 全くできていない 無回答

(N:565)

41.6 57.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

(N:565)

Q 25 事業所独自「家族会」の有無
合
計

あ
る

な
い

無
回
答

全体 N 565　 235　 322　 8　

% 100.0　 41.6　 57.0　 1.4　

社会福祉法人 N 161　 70　 90　 1　

% 100.0　 43.5　 55.9　 0.6　

医療法人 N 116　 44　 71　 1　

% 100.0　 37.9　 61.2　 0.9　

株式・有限 N 234　 97　 131　 6　

% 100.0　 41.5　 56.0　 2.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 23　 27　 0　

% 100.0　 46.0　 54.0　 0.0　

無回答 N 4　 1　 3　 0　

% 100.0　 25.0　 75.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(５) 要介護度別の状況 

［全体］ 
調査対象グループホームの入居者について要介護度の状況をみると、「要介護 2」が

30.1％、「要介護 3」が 26.4％、「要介護 1」が 22.3％、「要介護 4」が 15.4％、「要介護 5」
が 4.9％で、新しく類型化された「要支援 2」は 0.7％となっている。 
身体的介護の重みが増す要介護 4 と 5 を合わせると、利用者全体の２割程度に相当す

る。 
この構成比は、昨年度調査と比較しても変化はみられない。 

 
［法人格別］ 
法人格別にみても、顕著な差はみられない。 
 
図表 140 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.9

0.7

22.3 30.1 26.4 15.4

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 その他

(有効N:543)

Q 26_1NT2 要介護度別の状況
合
計

要
支
援
2

要
介
護
1

要
介
護
2

要
介
護
3

要
介
護
4

要
介
護
5

そ
の
他

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 543　 543　 543　 543　 543　 543　 543　 543　

平均値 100.0　 0.7　 22.3　 30.1　 26.4　 15.4　 4.9　 0.1　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 158　 158　 158　 158　 158　 158　 158　 158　

平均値 100.0　 0.5　 21.7　 31.6　 27.9　 14.2　 3.8　 0.3　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 112　 112　 112　 112　 112　 112　 112　 112　

平均値 100.0　 1.2　 24.4　 31.8　 23.7　 13.6　 5.3　 0.0　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 220　 220　 220　 220　 220　 220　 220　 220　

平均値 100.0　 0.7　 21.5　 28.2　 27.2　 16.7　 5.7　 0.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 49　 49　 49　 49　 49　 49　 49　 49　

平均値 100.0　 0.0　 22.9　 29.7　 23.9　 18.7　 4.5　 0.3　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

平均値 100.0　 0.0　 23.6　 31.9　 31.9　 9.7　 2.8　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(６) 障害老人の日常生活自立度別の状況 

［全体］ 
入居者の障害老人の日常生活自立度をみると、Ａが 60.3％で最も高く、次いでＢが

18.0％、Ｊが 14.2％、Ｃが 5.0％、自立が 2.5％となっている。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみても、顕著な差はみられない。 
 
 
図表 141 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.5

14.2 60.3 18.0 5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立 Ｊ Ａ Ｂ Ｃ

(有効N:441)

Q26_2NT2 障害老人の日常生活自立度別の状況
合
計

自
立

Ｊ Ａ Ｂ Ｃ

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 441　 441　 441　 441　 441　 441　

平均値 100.0　 2.5　 14.2　 60.3　 18.0　 5.0　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 140　 140　 140　 140　 140　 140　

平均値 100.0　 2.5　 13.0　 66.8　 14.6　 3.0　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 93　 93　 93　 93　 93　 93　

平均値 100.0　 0.5　 12.2　 63.9　 18.8　 4.5　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 167　 167　 167　 167　 167　 167　

平均値 100.0　 3.9　 17.4　 52.6　 19.7　 6.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 37　 37　 37　 37　 37　 37　

平均値 100.0　 0.9　 10.1　 60.1　 21.8　 7.1　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 4　 4　 4　 4　 4　 4　

平均値 100.0　 0.0　 6.9　 73.6　 15.3　 4.2　

事
業
所
の
法
人
格
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(７) 認知症高齢者の日常生活自立度別の状況 

［全体］ 
入居者の認知症高齢者の日常生活自立度をみると、Ⅱb が 27.4％、Ⅲa が 27.2％、Ⅱa

が 14.8％、Ⅲb が 11.0％となっている。認知症レベルの高いⅣ（11.0％）、Ｍ（12.5％）

は合計で 23.5％を占めている。 
 

［法人格別］ 
法人格別にレベルⅢ以上の割合をみると、医療法人では 50.4％と約半数となっている

が、ＮＰＯ・その他の割合は最も高く、58.7％と６割程度を占めている。 
 
図表 142 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12.55.0 14.8 27.4 27.2 11.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ

(有効N:457)

Q 26_3NT2 認知症高齢者の日常生活自立度別の状況
合
計

Ⅰ Ⅱ
a

Ⅱ
b

Ⅲ
a

Ⅲ
b

Ⅳ Ｍ

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 457　 457　 457　 457　 457　 457　 457　 457　

平均値 100.0　 5.0　 14.8　 27.4　 27.2　 11.0　 12.5　 2.1　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 141　 141　 141　 141　 141　 141　 141　 141　

平均値 100.0　 6.1　 13.2　 27.1　 29.9　 9.9　 12.0　 1.7　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 97　 97　 97　 97　 97　 97　 97　 97　

平均値 100.0　 3.3　 15.1　 31.2　 25.4　 10.3　 12.4　 2.3　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 176　 176　 176　 176　 176　 176　 176　 176　

平均値 100.0　 5.8　 16.4　 25.5　 26.0　 10.5　 13.5　 2.2　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 40　 40　 40　 40　 40　 40　 40　 40　

平均値 100.0　 1.3　 12.3　 27.8　 27.8　 17.6　 11.1　 2.2　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　 3　

平均値 100.0　 1.9　 16.9　 28.8　 24.2　 22.5　 5.8　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(８) 成年後見制度の利用状況  

回答事業所の入居者全体に占める、成年後見制度利用率を集計した結果である。 
 

［全体］ 
成年後見制度の利用率は、全体では 2.1％と低く、1 事業所あたりの平均利用人数は 0.3

人となった。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限が 2.4％で比較的に高く、社会福祉法人は 1.8％でも最

も低い割合となった。 
 
 
 
図表 143 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q27 成年後見制度の利用状況 （人）
成
年
後
見
制
度
利
用
者

数 成
年
後
見
制
度
利
用
率

全体 N 565　 565　

有効N 565　 563　

平均値 0.3　 2.1　

社会福祉法人 N 161　 161　

有効N 161　 161　

平均値 0.2　 1.8　

医療法人 N 116　 116　

有効N 116　 115　

平均値 0.3　 2.0　

株式・有限 N 234　 234　

有効N 234　 233　

平均値 0.3　 2.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 50　

有効N 50　 50　

平均値 0.3　 2.2　

無回答 N 4　 4　

有効N 4　 4　

平均値 0.5　 2.8　

＊利用率はサンプルごとに構成割合を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(９) 退去者の状況 

［全体］ 
平成 18 年 1 月から 12 月末までに、事業所から退居した利用者の人数は、1 ユニットあ

たり 1.9 人である。 
うち、重度化や退居規準など、事業所側の都合で退居した利用者は 1 ユニットあたり

0.2 人となっている。 
退居者に占める、事業所都合退居の割合は 10.4％となった。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、事業所都合による退居の割合は、ＮＰＯ・その他が 18.9%で比較

的に高く、次いで社会福祉法人の 13.5％となっている。 
 
 
図表 144 
 
Q29_1S 事業所都合による退去者の状況

1
ユ
ニ

ッ
ト
当
た
り
の

退
去
者
数

1
ユ
ニ

ッ
ト
当
た
り
の

事
業
所
都
合
に
よ
る
退

去
者
数

事
業
所
都
合
に
よ
る
退

去
者
割
合

全体 N 565　 415　 415　

有効N 459　 240　 240　

平均値 1.9　 0.2　 10.4　

社会福祉法人 N 161　 126　 126　

有効N 145　 66　 66　

平均値 1.8　 0.2　 13.5　

医療法人 N 116　 86　 86　

有効N 92　 53　 53　

平均値 2.0　 0.2　 8.1　

株式・有限 N 234　 167　 167　

有効N 181　 105　 105　

平均値 2.0　 0.2　 7.9　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 32　 32　

有効N 37　 15　 15　

平均値 1.4　 0.3　 18.9　

無回答 N 4　 4　 4　

有効N 4　 1　 1　

平均値 2.0　 1.5　 60.0　

＊退職者割合はサンプルごとに構成割合を算出しその平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(１０) 退去後の行き先 

［全体］ 
退居後の行き先は、「医療機関への入院」が 41.0%と最も高く、次いで「特養・老健・

療養型介護保険施設」が 24.5%で、「死亡による退居」が 17.4%と 3 位になっている。 
自宅に帰る割合は１割程度となった。 
 

［法人格別］ 
法人格別にみると、「自宅」に帰る割合は株式・有限が 14.6%と比較的に高い。 
また、「特養・老健・療養型介護保険施設」に移る割合は、社会福祉法人が３割程度と

高い。 
「死亡」による退居は、全体平均が 17.4%なのに対し、ＮＰＯ・その他では３割を超

えており、法人格による特徴となっている。また、ＮＰＯ・その他の医療機関への入院

割合が若干低い。 
 
図表 145 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

41.0 17.410.1 24.5 6.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅 特養・老健・療養型介護保険施設

特養・老健・療養型以外の介護施設 医療機関への入院

死亡による退去 その他

(有効N:410)

Q 29_1NT 利用者の退去先別の状況
合
計

自
宅

特
養
・
老
健
・
療
養
型

介
護
保
険
施
設

特
養
・
老
健
・
療
養
型

以
外
の
介
護
施
設

医
療
機
関
へ
の
入
院

死
亡
に
よ
る
退
去

そ
の
他

全体 N 415　 415　 415　 415　 415　 415　 415　

有効N 410　 410　 410　 410　 410　 410　 410　

平均値 100.0　 10.1　 24.5　 6.6　 41.0　 17.4　 0.5　

社会福祉法人 N 126　 126　 126　 126　 126　 126　 126　

有効N 123　 123　 123　 123　 123　 123　 123　

平均値 100.0　 7.0　 29.4　 4.8　 43.6　 14.5　 0.6　

医療法人 N 86　 86　 86　 86　 86　 86　 86　

有効N 86　 86　 86　 86　 86　 86　 86　

平均値 100.0　 8.1　 24.2　 8.6　 43.6　 15.4　 0.1　

株式・有限 N 167　 167　 167　 167　 167　 167　 167　

有効N 165　 165　 165　 165　 165　 165　 165　

平均値 100.0　 14.6　 20.2　 7.7　 38.9　 18.0　 0.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 32　 32　 32　 32　 32　 32　 32　

有効N 32　 32　 32　 32　 32　 32　 32　

平均値 100.0　 4.8　 28.7　 2.1　 33.5　 30.9　 0.0　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 4　 4　 4　 4　 4　 4　 4　

平均値 100.0　 6.3　 23.3　 12.5　 46.7　 11.3　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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１３. 医療的なニーズやターミナルケアの実施状況について 

(１) 車椅子、医療的処置の対応可否 

車椅子や医療器具の使用や医療処置の対応の可否について、事業所の状況を確認した

設問である。 
［全体］ 

全体では、「車椅子使用」が全体の 93.8％で可能となっている。また、「褥瘡の処置」

は全体の 64.6％の事業所で対応可能となっており比較的に割合が高い。 
その他では「在宅酸素」が 46.4%、「人工肛門」が 42.3%で、その他の項目は４割以下

となっている。 

［法人格別］ 
法人格別にみると、いずれも医療法人の割合が高く、項目によって 20 ポイント程度の

差もみられる。 
 
図表 146 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

93.8

30.8

38.4

38.8

11.3

40.2

64.6

46.4

42.3

24.4

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

車椅子使用

胃ろう・経管栄養

インシュリン注射

尿管カテーテル

人工透析

痰の吸引

褥瘡の処置

在宅酸素

人工肛門

その他の医療行為

無回答

(N:565)

Q 28_1N1 医療器具使用や医療処置への対応状況 （複数回答）
合
計

車
椅
子
使
用

胃
ろ
う
・
経
管
栄
養

イ
ン
シ

ュ
リ
ン
注
射

尿
管
カ
テ
ー
テ
ル

人
工
透
析

痰
の
吸
引

褥
瘡
の
処
置

在
宅
酸
素

人
工
肛
門

そ
の
他
の
医
療
行
為

無
回
答

全体 N 565　 530　 174　 217　 219　 64　 227　 365　 262　 239　 138　 20　

% 100.0　 93.8　 30.8　 38.4　 38.8　 11.3　 40.2　 64.6　 46.4　 42.3　 24.4　 3.5　

社会福祉法人 N 161　 151　 42　 56　 62　 11　 68　 101　 73　 70　 36　 5　

% 100.0　 93.8　 26.1　 34.8　 38.5　 6.8　 42.2　 62.7　 45.3　 43.5　 22.4　 3.1　

医療法人 N 116　 109　 41　 52　 59　 15　 51　 76　 55　 57　 34　 4　

% 100.0　 94.0　 35.3　 44.8　 50.9　 12.9　 44.0　 65.5　 47.4　 49.1　 29.3　 3.4　

株式・有限 N 234　 218　 74　 90　 82　 36　 87　 151　 107　 93　 52　 10　

% 100.0　 93.2　 31.6　 38.5　 35.0　 15.4　 37.2　 64.5　 45.7　 39.7　 22.2　 4.3　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 48　 16　 19　 15　 2　 19　 34　 26　 18　 15　 1　

% 100.0　 96.0　 32.0　 38.0　 30.0　 4.0　 38.0　 68.0　 52.0　 36.0　 30.0　 2.0　

無回答 N 4　 4　 1　 0　 1　 0　 2　 3　 1　 1　 1　 0　

% 100.0　 100.0　 25.0　 0.0　 25.0　 0.0　 50.0　 75.0　 25.0　 25.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 協力医療機関の状況 

［全体］ 
事業所が提携している協力医療機関の状況について聞いたところ、1 事業所あたりの平

均は 3.3 箇所となっている。 
協力医療機関の診療科目は「内科」の割合が最も高く、96.8％の事業所が内科医と協

力関係を持っている。 
その他では、「歯科・口腔外科」が 84.2％、「整形外科」、「外科」が５割程度、「循環器

科」「消化器科」が４割弱となっている。 
法人格別による顕著な差はみられない。 
 
 
図表 147 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q30 協力医療機関箇所数
協
力
医
療
機
関
箇
所
数

全体 N 565　

有効N 532　

平均値 3.3　

社会福祉法人 N 161　

有効N 156　

平均値 3.0　

医療法人 N 116　

有効N 108　

平均値 3.2　

株式・有限 N 234　

有効N 218　

平均値 3.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　

有効N 46　

平均値 3.3　

無回答 N 4　

有効N 4　

平均値 2.3　

事
業
所
の
法
人
格

96.8

28.2

28.8

38.2

37.2

52.3

20.7

13.9

52.4

26.5

27.4

28.9

35.3

4.1

13.2

32.9

19.4

33.5

12.0

84.2

4.9

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内科

神経内科

呼吸器科

循環器科

消化器科

外科

放射線科

産婦人科

整形外科

リハビリ科

脳神経外科

泌尿器科

皮膚科

アレルギー科

小児科

眼科

耳鼻咽喉科

精神科・神経科

心療内科

歯科・口腔外科

その他

無回答

(N:532)
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(３) 主な受診先 

入居者が受診する医療機関について、入居以前から受診していた各々の主治医と、事

業所の協力医療機関と、どちらが多いかを確認した設問である。 
 
［全体］ 
全体では、「協力医療機関」との回答が 62.8%を占める。入居前から受診していた各々

の主治医との回答は 25.0%に留まり、「どちらともいえない」は１割程度となった。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、「主治医」とする割合は社会福祉法人が 33.5%で比較的に高く、医

療法人は 23.3%、株式・有限は 20.5%、ＮＰＯ・その他は 22.0％となっている。 
 
 
図表 148 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

62.8 25.0 10.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協力医療機関 主治医 どちらともいえない 無回答

(N:565)

Q 31 主な受診先
合
計

協
力
医
療
機
関

主
治
医

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

無
回
答

全体 N 565　 355　 141　 60　 9　

% 100.0　 62.8　 25.0　 10.6　 1.6　

社会福祉法人 N 161　 85　 54　 21　 1　

% 100.0　 52.8　 33.5　 13.0　 0.6　

医療法人 N 116　 84　 27　 4　 1　

% 100.0　 72.4　 23.3　 3.4　 0.9　

株式・有限 N 234　 150　 48　 30　 6　

% 100.0　 64.1　 20.5　 12.8　 2.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 33　 11　 5　 1　

% 100.0　 66.0　 22.0　 10.0　 2.0　

無回答 N 4　 3　 1　 0　 0　

% 100.0　 75.0　 25.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(４) 月当たり受診回数 

入居者１人あたり、ひと月にどのくらいの頻度で受診しているかを確認した設問であ

る。（通院、往診、訪問診療などの受診形態は問わない） 
［全体］ 
全体では平均回数が 2.6 回。「2～３回未満」が 38.8%、「2 回未満」が 37.7％（146 件

中 119 件が 1 回受診）、「4~5 回未満」が 10.9%、「5 回以上」が 7.2％、「3~4 回未満」が

4.7％となっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、「２回未満」の割合は、社会福祉法人が 54.4%で最も高く、医療法

人が 23.7%で低い。平均回数は、株式・有限が最も高く 2.8 回で、ＮＰＯ・その他では

2.0 回となっている。 
 
図表 149 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10.9 7.237.7 38.8 4.7

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2回未満 2～3回未満 3～4回未満 4～5回未満 5回以上 無回答

(N:387) [平均2.6回]

Q32_1SN 月当たり受診回数
合
計

2
回
未
満

2
～

3
回
未
満

3
～

4
回
未
満

4
～

5
回
未
満

5
回
以
上

無
回
答

平
均
回
数

全体 N 387　 146　 150　 18　 42　 28　 3　 384　

% 100.0　 37.7　 38.8　 4.7　 10.9　 7.2　 0.8　 2.6　

社会福祉法人 N 103　 56　 20　 4　 15　 8　 0　 103　

% 100.0　 54.4　 19.4　 3.9　 14.6　 7.8　 0.0　 2.6　

医療法人 N 76　 18　 39　 6　 9　 3　 1　 75　

% 100.0　 23.7　 51.3　 7.9　 11.8　 3.9　 1.3　 2.7　

株式・有限 N 167　 56　 74　 7　 15　 15　 0　 167　

% 100.0　 33.5　 44.3　 4.2　 9.0　 9.0　 0.0　 2.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 40　 16　 16　 1　 3　 2　 2　 38　

% 100.0　 40.0　 40.0　 2.5　 7.5　 5.0　 5.0　 2.0　

無回答 N 1　 0　 1　 0　 0　 0　 0　 1　

% 100.0　 0.0　 100.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 2.0　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(５) 医療連携体制加算の対象 

［全体］ 
医療連携体制の状況について、加算の対象になっている事業所は全体の 58.2%で、

38.1%の事業所は対象外となっている。 
 

［法人格別］ 
法人格別に特徴があり、医療法人では医療連携体制の割合が８割近くを占めている。

一方、社会福祉法人は 49.7%と平均を下回り、株式・有限が 53.4%、ＮＰＯ・その他が

60.0％となっている。 
 
図表 150 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

58.2 38.1 3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

(N:565)

Q 33 医療連携体制加算の対象
合
計

は
い

い
い
え

無
回
答

全体 N 565　 329　 215　 21　

% 100.0　 58.2　 38.1　 3.7　

社会福祉法人 N 161　 80　 76　 5　

% 100.0　 49.7　 47.2　 3.1　

医療法人 N 116　 92　 19　 5　

% 100.0　 79.3　 16.4　 4.3　

株式・有限 N 234　 125　 100　 9　

% 100.0　 53.4　 42.7　 3.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 30　 19　 1　

% 100.0　 60.0　 38.0　 2.0　

無回答 N 4　 2　 1　 1　

% 100.0　 50.0　 25.0　 25.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(６) 医療連携体制の状況 

［全体］ 
医療連携体制の具体的な内容について確認すると、「事業所内に常勤看護師を配置」が

38.0%、「内の事業所内の非常勤看護師を配置」が 20.0%で、内部看護師配置の割合が６

割程度となっている。 
一方、事業所外の看護師を活用する「事業所外の訪問看護ステーション等と契約」が

23.7%、「その他」は 15.5％となっている。 
「その他」の具体的内容は、同一法人内の看護師との連携や協力医療機関との連携が

大部分を占めている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限では「事業所内の常勤看護師を配置」が 47.2％と高い

割合を示している。また、社会福祉法人は、事業所内の非常勤看護師の配置」が若干高

めとなっている。ＮＰＯ・その他の「事業所害の訪問看護ステーション等との契約」も

36.7%で比較的に高い。 
図表 151 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

38.0 20.1 23.7 15.5

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所内の常勤看護師を配置 事業所内の非常勤看護師を配置

事業所外の訪問看護ステーション等と契約 その他

無回答

(N:329)

Q34 医療連携体制の状況
合
計

事
業
所
内
の
常
勤
看
護

師
を
配
置

事
業
所
内
の
非
常
勤
看

護
師
を
配
置

事
業
所
外
の
訪
問
看
護

ス
テ
ー
シ

ョ
ン
等
と
契

約 そ
の
他

無
回
答

全体 N 329　 125　 66　 78　 51　 9　

% 100.0　 38.0　 20.1　 23.7　 15.5　 2.7　

社会福祉法人 N 80　 25　 22　 19　 12　 2　

% 100.0　 31.3　 27.5　 23.8　 15.0　 2.5　

医療法人 N 92　 31　 14　 21　 25　 1　

% 100.0　 33.7　 15.2　 22.8　 27.2　 1.1　

株式・有限 N 125　 59　 23　 26　 11　 6　

% 100.0　 47.2　 18.4　 20.8　 8.8　 4.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 30　 10　 7　 11　 2　 0　

% 100.0　 33.3　 23.3　 36.7　 6.7　 0.0　

無回答 N 2　 0　 0　 1　 1　 0　

% 100.0　 0.0　 0.0　 50.0　 50.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(７) 訪問看護ステーションの週当たり訪問回数 

医療連携体制において、外部の訪問看護ステーション等を利用しているケース（78 事

業所）について、具体的な連携内容を確認した設問である。 
 

①訪問回数 

全体では、1 週間の訪問回数が「1 回程度」と回答する割合が 43.6％となった。「随時」

との回答は 26.9%で、「2 回程度」「3 回程度以上」がともに 12.8％となっている。 
 
 
図表 152 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②具体的な連携内容 

医療連携体制の具合的な内容について、124 件の自由回答を得た。記入内容をみると、

緊急時・オンコール体制に関するコメントが 49 件、健康管理やバイタルチェックに関す

るコメントが 55 件、日常的な健康相談や医療的ケアに関する指導、アドバイスなどが

38 件などとなっている。 
 
図表 153 

コ
メ
ン
ト
内
容 

緊
急
時
・オ
ン
コ
ー
ル
体
制 

健
康
管
理
・
バ
イ
タ
ル
チ
ェ
ッ
ク 

健
康
相
談･

介
護
職
へ
の 

医
療
的
ケ
ア
に
関
す
る
指
導 

医
療
的
な
処
置 

医
師
と
の
連
携
・
連
絡
調
整 

看
取
り 

件

数 
49 55 38 10 26 17

43.6 12.8 12.8 26.9 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回程度 2回程度 3回程度以上 随時 無回答

(N:78)
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① 緊急時・オンコール体制等 

1 ２４時間、連絡とれる体制を整えている。グループホーム内に、准看護師を配置。 

2 ２４時間オンコールで対応 

3 
24時間体制で入居者が急変した場合にTEL。症状に応じて指示、又は訪問して対応してく

れる 

4 
Dr.往診が2Wに１回、NSの訪問が2Wに１回、交互に訪問して頂いている。他、緊急時他、

依頼時に訪問有 

5 看護師の配置。２４時間連絡体制。 

 
② 健康管理・バイタルチェック等 

1 1/W のバイタルチェック、体重測定等を行いながら、Dr.とその都度相談していく 

2 血圧・体温・脈を取り状態を知る 

3 健康管理（バイタルチェック） 状態不良時の報告・対応 

4 
入居者に対する健康管理。 日常的及び状態悪化時における主治医との連絡調整。 家

族との相談・援助 

5 定期的に２週に１回全員診断 

 
③ 健康相談･介護職への医療的ケアに関する指導 

1 利用者の健康管理についての相談・援助。 

2 日常的な健康管理および職員に対する指導 緊急時の対応・指示・連絡 

3 
協力医療機関と連携を図り、入居者の心身の変化や異常を普段から気軽に相談できる即

応体制をとっている。 

4 医療に関する職員指導・援助  

5 健康状態の把握 内服薬の確認 助言・指導 

 
④ 医療的な処置 

1 身体状況の観察指示、主治医との連携 処置、医療行為 内服薬の確認 状態の観察 

2 バイタルチェック等の体調観察。発診等の観察・処置。 

3 
訪問（一週間のバイタル） 身体状況の観察指示 主治医との連携 処置、医療行為 内服

薬の確認 状態の観察 指示 他 生活、医療面での助言指導（２４ｈ） 

4 
末期癌に対する日常的な治療。循環器疾患に対する定期的往診 ・特定疾患の往診 ・他

の利用者の定期検診 

5 
常勤で看護師資格を持ったものが２名いる。通常は管理者やケアマネと介護職員を兼務し

ているが、医療行為は指示のもとに行っている 
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⑤ 医師との連携・連絡調整 

1 医師（入居者のかかり付）との連絡、毎日の健康管理（体温・血圧）、緊急時の連絡体制。 

2 協力医療機関医師と連携し２４時間の連絡体制を確保。 

3 ２４Ｈ体制で医療に関して医師からの指示を受けることができる。 

4 
看護師がすぐに医療機関と連携が取れるようにしている。また、救急の場合、看護師が家

族と一緒に救急病院へ受診している。 

5 
看護師を配置、協力医と訪問診療を入居者個人契約し月２回訪診有り、看護師と協力医

（訪問看護ステーション）との連携を取っている。 

 
 
 

(８) 医療連携体制加算の手続きをとらない理由 

現在、医療連携体制加算の手続きをとっていない事業所について、その理由を確認し

た設問である。 
 
［全体］ 
全体では、「報酬が折り合わない・看護師が雇えない」が 33.0%で最も高く、次いで「そ

の他」の 30.7％、「訪問看護ステーションなどの協力が得られない」が 16.3％で、「必要

性を感じない」も 12.1％となっている。 
 
 
図表 154 
 

33.0 16.3 12.1 30.7 7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

報酬が折り合わない・看護師が雇えない

訪問看護ステーションなどの協力が得られない

必要性を感じない

その他

無回答

(N:215)
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(９) グループホーム内での看取の有無 

平成18年 1月から12月末の間に、死亡による退居者がいた事業所 133 箇所について、

事業所内での看取りケアの有無を確認した設問である。 
 
［全体］ 
平成 18 年に死亡による退居者がいた事業所のうち、グループホーム内で看取りをした

経験をもつ事業所「あり」は 27.8％で、「なし」は 29.3％となっている。また、無回答

も 42.9 と高い割合となっている。 
また、死亡による退居者の合計人数は 233 人で、そのうち 64 人（27.5％）がグループ

ホーム内で看取っている。 
［全体］ 
法人格別にみると、社会福祉法人が４割程度で比較的に割合が高く、特別養護老人ホ

ームなどの併設施設のノウハウや人的支援体制が活かされている可能性も考えられる。

また、医療法人ではバックアップ病院に移行するためか、18.5%と低い割合となった。 
 
図表 155 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

27.8 29.3 42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答

(N:133)

Q 29_2_6N グループホーム内での看取の有無
合
計

あ
り

な
し

無
回
答

全体 N 133　 37　 39　 57　

% 100.0　 27.8　 29.3　 42.9　

社会福祉法人 N 33　 14　 8　 11　

% 100.0　 42.4　 24.2　 33.3　

医療法人 N 27　 5　 10　 12　

% 100.0　 18.5　 37.0　 44.4　

株式・有限 N 58　 15　 16　 27　

% 100.0　 25.9　 27.6　 46.6　

ＮＰＯ法人・その他 N 13　 2　 5　 6　

% 100.0　 15.4　 38.5　 46.2　

無回答 N 2　 1　 0　 1　

% 100.0　 50.0　 0.0　 50.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(１０) 重度化やターミナル支援に関する本人・家族への意向確認 

重度化やターミナル支援を踏まえて、重度化する前に本人や家族への意向を確認して

いるかについて聞いた設問である。 
 
［全体］ 
全体では、「確認している」が 79.1%と高い割合を占めている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限の割合が 81.2%で若干高く、ＮＰＯ・その他が 74.0%

で若干低い。 
 
図表 156 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

79.1 16.3 4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

確認している 確認していない 無回答

(N:565)

Q 37 重度化前の本人・家族への終末期の過ごし方に関する意向確認
合
計

確
認
し
て
い
る

確
認
し
て
い
な
い

無
回
答

全体 N 565　 447　 92　 26　

% 100.0　 79.1　 16.3　 4.6　

社会福祉法人 N 161　 126　 26　 9　

% 100.0　 78.3　 16.1　 5.6　

医療法人 N 116　 91　 21　 4　

% 100.0　 78.4　 18.1　 3.4　

株式・有限 N 234　 190　 33　 11　

% 100.0　 81.2　 14.1　 4.7　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 37　 11　 2　

% 100.0　 74.0　 22.0　 4.0　

無回答 N 4　 3　 1　 0　

% 100.0　 75.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(１１) 終末期の過ごし方に関する意向の確認時期 

［全体］ 
確認していると回答した事業所で、確認時期を聞いたところ、全体の半数以上が「入

居時」（53.6％）の確認を行っており、「身体状態が悪化した頃」が 57.7%、「終末期の対

応が必要になった時」が 34.7%となっている。（複数回答） 
 
図表 157 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

53.6

14.2

57.7

34.7

3.5

15.8

0% 20% 40% 60%

入居時

ホームに馴染んできた頃

身体状態が重度化した頃

終末期の対応が必要となった時

その他

無回答

(N:565)
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(１２) ターミナル対応の可否について 

各事業所における現状の体制で、利用者および家族から「ターミナルケア」のニーズ

がある場合、事業所での対応が可能かどうかを確認した設問である。 
 
［全体］ 
全体では、「できる」が 44.6％、「できない」が 25.3％となっている。 
また、「わからない」との回答も 26.9％ある。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限では「できる」の割合が 50.4%で半数を超えている。

一方で、社会福祉法人は 36.6%と比較的に割合が低い。 
医療的なバックアップが期待しやすい医療法人も、42.2%にとどまる結果となった。 
 
図表 158 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

44.6 25.3 26.9

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できる できない わからない 無回答

(N:565)

Q 38 利用者・家族のターミナル対応意向への対応
合
計

で
き
る

で
き
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 N 565　 252　 143　 152　 18　

% 100.0　 44.6　 25.3　 26.9　 3.2　

社会福祉法人 N 161　 59　 57　 41　 4　

% 100.0　 36.6　 35.4　 25.5　 2.5　

医療法人 N 116　 49　 27　 38　 2　

% 100.0　 42.2　 23.3　 32.8　 1.7　

株式・有限 N 234　 118　 46　 60　 10　

% 100.0　 50.4　 19.7　 25.6　 4.3　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 24　 11　 13　 2　

% 100.0　 48.0　 22.0　 26.0　 4.0　

無回答 N 4　 2　 2　 0　 0　

% 100.0　 50.0　 50.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(１３) グループホームにおけるターミナル対応に関する考え方 

グループホームにおけるターミナル対応に関して、事業所の考え方を確認した設問で

ある。 
 
［全体］ 
全体では、「ターミナル対応に積極的に取り組むべき」が 35.8%で最も高いものの、「方

針が明確でない・想定していない」も 29.7%と３割近くを示している。 
また。「ターミナル対応は好ましくない」との回答も 11.0%で１割程度ある。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限やＮＰＯ・その他では「ターミナル対応に積極的に取

り組むべき」との割合が高く、前向きに考えている事業所が多い。一方で、「ターミナル

対応は好ましくない」との回答では、医療法人が比較的に高い割合を占めている。 
 
図表 159 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

29.7 11.0 35.8 21.1

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

方針が明確でない・想定していない ターミナル対応は好ましくない

ターミナル対応に積極的に取組むべき その他

無回答

(N:565)

Q 39 グループホームにおけるターミナル対応に関する考え方
合
計

方
針
が
明
確
で
な
い
・

想
定
し
て
い
な
い

タ
ー
ミ
ナ
ル
対
応
は
好

ま
し
く
な
い

タ
ー
ミ
ナ
ル
対
応
に
積

極
的
に
取
組
む
べ
き

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 168　 62　 202　 119　 14　

% 100.0　 29.7　 11.0　 35.8　 21.1　 2.5　

社会福祉法人 N 161　 57　 19　 42　 40　 3　

% 100.0　 35.4　 11.8　 26.1　 24.8　 1.9　

医療法人 N 116　 39　 17　 32　 25　 3　

% 100.0　 33.6　 14.7　 27.6　 21.6　 2.6　

株式・有限 N 234　 55　 23　 104　 44　 8　

% 100.0　 23.5　 9.8　 44.4　 18.8　 3.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 14　 3　 23　 10　 0　

% 100.0　 28.0　 6.0　 46.0　 20.0　 0.0　

無回答 N 4　 3　 0　 1　 0　 0　

% 100.0　 75.0　 0.0　 25.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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１４. 運営推進会議の開催状況 

(１) 運営推進会議の実施 

［全体］ 
調査実施時点（2006 年 12 月）の運営推進会議実施経験の有無を聞いたところ「ある」

は 78.8％、「ない」は 20.0％となった。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、株式・有限では、実施率が若干低い。 
 
図表 160 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

78.8 20.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

(N:565)

Q 41 運営推進会議の実施
合
計

あ
る

な
い

無
回
答

全体 N 565　 445　 113　 7　

% 100.0　 78.8　 20.0　 1.2　

社会福祉法人 N 161　 136　 24　 1　

% 100.0　 84.5　 14.9　 0.6　

医療法人 N 116　 97　 18　 1　

% 100.0　 83.6　 15.5　 0.9　

株式・有限 N 234　 167　 62　 5　

% 100.0　 71.4　 26.5　 2.1　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 42　 8　 0　

% 100.0　 84.0　 16.0　 0.0　

無回答 N 4　 3　 1　 0　

% 100.0　 75.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 運営推進会議を開催しない理由 

［全体］ 
開催していないと回答した事業所 113 件について、その理由を聞いたところ、「開催の

準備・手続きが煩雑である」が 35.4%、「具体的な実施方法について理解できていない」

が 21.2％」となっている。 
「その他」の割合も 32.7%と高いが、その他の具体的な状況は、ほとんどが「現在準

備中」との回答となっている。 
また、法人格別の違いは特に確認できない。 
 
 
 
図表 161 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

21.2

35.4

3.5

0.9

4.4

11.5

32.7

8.0

0% 10% 20% 30% 40%

具体的な実施方法について理解できていない

開催の準備・手続きが煩雑である

地域住民の理解が得られない

家族の理解が得られない

行政の協力が得られない

行政の方針である

その他

無回答

(N:113)
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(３) 運営推進会議の開催回数 

［全体］ 
運営推進会議の開催回数は、平均で 2.6 回となっている。「2 回～3 回未満」と回答し

た事業所が 30.8％、「3 回～4 回未満」、「4 回～5 回未満」が約２割ずつで、「2 回未満」

が２割弱と続いている。 
 
図表 162 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(４) 運営推進会議の参加人数 

［全体］ 
運営推進会議の参加人数は、平均で 6.4 人となった。しかし、平均値は、10.8%存在す

る「10 人以上」に引っ張られたもので、最頻値は「4～6 人未満」の 41.6%である。大半

の事業所では、「4～6 人未満」で開催しているといえる。 
 
図表 163 
 

19.6 30.8 22.5 22.5 2.5

2.2 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2回未満 2～3回未満 3～4回未満 4～5回未満 5回以上 無回答 平均回数

(N:445) [平均2.6回]

7.0 41.6 24.9 13.5 10.8

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4人未満 4～6人未満 6～8人未満 8～10人未満 10人以上 無回答

(N:445) [平均6.4人]
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(５) 運営推進会議で協力を得にくいメンバー 

［全体］ 
全体では、「利用者」との回答が 36.9%で最も高い。次いで、「地域住民」が 28.5%、「利

用者の家族」が 27.9%、「近隣の介護・福祉関係事業者」が 24.7%、「市区町村の職員・

介護相談員等」が 24.0%と続く。運営推進会議について、地域関係者に開催趣旨の理解

浸透が得られていない実態がうかがえる。 
 
［法人格別］ 
法人格別で見ると、ＮＰＯ・その他で、「利用者」「利用者家族」の割合が高い。また、

医療法人では、「地域住民」（34.0％）、「近隣介護・福祉事業者」（30.9％）の割合が３割

以上となっており、社会福祉法人を上回っている。 
 
 
図表 164 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

36.9

27.9

17.3

24.0

28.5

24.7

4.9

20.2

0% 10% 20% 30% 40%

利用者

利用者の家族

地域包括支援センターの職員等

市区町村の職員・介護相談員等

地域住民

近隣の介護・福祉関連事業者

その他

無回答

(N:445)

Q43 運営推進会議で協力を得にくいメンバー （複数回答）
合
計

利
用
者

利
用
者
の
家
族

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
の
職
員
等

市
区
町
村
の
職
員
・
介

護
相
談
員
等

地
域
住
民

近
隣
の
介
護
・
福
祉
関

連
事
業
者

そ
の
他

無
回
答

全体 N 445　 164　 124　 77　 107　 127　 110　 22　 90　

% 100.0　 36.9　 27.9　 17.3　 24.0　 28.5　 24.7　 4.9　 20.2　

社会福祉法人 N 136　 49　 36　 18　 33　 35　 21　 8　 35　

% 100.0　 36.0　 26.5　 13.2　 24.3　 25.7　 15.4　 5.9　 25.7　

医療法人 N 97　 36　 24　 16　 26　 33　 30　 3　 15　

% 100.0　 37.1　 24.7　 16.5　 26.8　 34.0　 30.9　 3.1　 15.5　

株式・有限 N 167　 58　 49　 36　 40　 46　 48　 8　 33　

% 100.0　 34.7　 29.3　 21.6　 24.0　 27.5　 28.7　 4.8　 19.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 42　 20　 14　 7　 7　 13　 10　 3　 6　

% 100.0　 47.6　 33.3　 16.7　 16.7　 31.0　 23.8　 7.1　 14.3　

無回答 N 3　 1　 1　 0　 1　 0　 1　 0　 1　

% 100.0　 33.3　 33.3　 0.0　 33.3　 0.0　 33.3　 0.0　 33.3　

事
業
所
の
法
人
格
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(６) 運営推進会議における議題・議論 

［全体］ 
運営推進会議における議題は、「サービス提供状況の報告」が 83.6%と最も多く、「サ

ービス評価結果の報告・議題解決の検討等」61.1%、「サービス・認知症の地域住民への

理解浸透・啓発活動等に関する検討」51.9%、「地域連携に関する検討」51.7%、「緊急時

対応や災害対策に関する検討」50.3%と、ここまでが５割を超えている。 
 
［法人格別］ 
法人格別では、ＮＰＯ・その他において、他の法人よりも踏み込んだ議論をしている

ことが見て取れる。例えば、「事業所の経営・運営に関する検討」の 61.9%、「市町村と

の連携に関する検討」40.5%など、他の法人格が事業報告などを主としているのに比べ、

参加者と一緒に議論する議題が多い。 
 
図表 165 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

83.6

48.5

42.0

61.1

20.0

50.3

51.9

22.0

51.7

19.6

27.6

5.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供状況の報告

ケアサービスの質に関する検討

事業所の経営・運営に関する検討

サービス評価結果の報告・課題解決の検討等

リスクマネジメントに関する検討

緊急時対応や災害対策等に関する検討

サービス・認知症の地域住民への理解浸透・

啓発活動等に関する検討

事業所の地域貢献に関する議論

地域連携に関する検討

医療連携に関する検討

市町村との連携に関する検討

その他

無回答

(N:445)
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(７) 運営推進会議の意義・開催の効果・メリット 

運営推進会議を開催する意義やメリットについて、事業所の意識を確認した設問であ

る。 
［全体］ 
全体では、「大いにある」と「まあまあある」を合わせて、７割程度の事業所が意義を

感じている。一方、少ないながら、開催の意義を「全くない」と回答した事業所も 1.6％
存在する。 

 
［法人格別］ 
法人格別では、社会福祉法人と株式・有限会社は、平均とほぼ同様の結果となってい

るが、医療法人では、「大いにある」と「まあまあある」の合計が 80.4%と、運営推進会

議の効果を認めた回答が多かった。 
一方、ＮＰＯ・その他では、「大いにある」と「まあまあある」の合計が 61.9%と低く、

また「あまりない」と「全くない」の合計が 35.8％も存在する。前問で議題への積極的

な意見が出されている様子が見られる反面、ここでは否定的な意見もあげられている。 
図表 166 
 
 

20.7 48.8 23.6

1.6

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 無回答

(N:445)

Q44 運営推進会議における議題・議論 （複数回答）
合
計

サ
ー
ビ
ス
提
供
状
況
の

報
告

ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
の
質
に

関
す
る
検
討

事
業
所
の
経
営
・
運
営

に
関
す
る
検
討

サ
ー
ビ
ス
評
価
結
果
の

報
告
・
課
題
解
決
の
検

討
等

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

に
関
す
る
検
討

緊
急
時
対
応
や
災
害
対

策
等
に
関
す
る
検
討

サ
ー
ビ
ス
・
認
知
症
の

地
域
住
民
へ
の
理
解
浸

透
・
啓
発
活
動
等
に
関

す
る
検
討

事
業
所
の
地
域
貢
献
に

関
す
る
議
論

地
域
連
携
に
関
す
る
検

討 医
療
連
携
に
関
す
る
検

討 市
町
村
と
の
連
携
に
関

す
る
検
討

そ
の
他

無
回
答

全体 N 445　 372　 216　 187　 272　 89　 224　 231　 98　 230　 87　 123　 24　 10　

% 100.0　 83.6　 48.5　 42.0　 61.1　 20.0　 50.3　 51.9　 22.0　 51.7　 19.6　 27.6　 5.4　 2.2　

社会福祉法人 N 136　 114　 69　 53　 95　 23　 70　 61　 28　 70　 21　 33　 7　 2　

% 100.0　 83.8　 50.7　 39.0　 69.9　 16.9　 51.5　 44.9　 20.6　 51.5　 15.4　 24.3　 5.1　 1.5　

医療法人 N 97　 76　 48　 36　 57　 22　 41　 50　 15　 52　 21　 25　 4　 2　

% 100.0　 78.4　 49.5　 37.1　 58.8　 22.7　 42.3　 51.5　 15.5　 53.6　 21.6　 25.8　 4.1　 2.1　

株式・有限 N 167　 141　 78　 72　 91　 33　 88　 93　 45　 89　 37　 47　 9　 5　

% 100.0　 84.4　 46.7　 43.1　 54.5　 19.8　 52.7　 55.7　 26.9　 53.3　 22.2　 28.1　 5.4　 3.0　

ＮＰＯ法人・その他 N 42　 38　 20　 26　 27　 10　 24　 24　 10　 18　 8　 17　 3　 1　

% 100.0　 90.5　 47.6　 61.9　 64.3　 23.8　 57.1　 57.1　 23.8　 42.9　 19.0　 40.5　 7.1　 2.4　

無回答 N 3　 3　 1　 0　 2　 1　 1　 3　 0　 1　 0　 1　 1　 0　

% 100.0　 100.0　 33.3　 0.0　 66.7　 33.3　 33.3　 100.0　 0.0　 33.3　 0.0　 33.3　 33.3　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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Q45 運営推進会議の意義・開催の効果・メリット
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

無
回
答

全体 N 445　 92　 217　 105　 7　 24　

% 100.0　 20.7　 48.8　 23.6　 1.6　 5.4　

社会福祉法人 N 136　 25　 69　 29　 2　 11　

% 100.0　 18.4　 50.7　 21.3　 1.5　 8.1　

医療法人 N 97　 29　 49　 16　 0　 3　

% 100.0　 29.9　 50.5　 16.5　 0.0　 3.1　

株式・有限 N 167　 27　 83　 45　 3　 9　

% 100.0　 16.2　 49.7　 26.9　 1.8　 5.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 42　 11　 15　 13　 2　 1　

% 100.0　 26.2　 35.7　 31.0　 4.8　 2.4　

無回答 N 3　 0　 1　 2　 0　 0　

% 100.0　 0.0　 33.3　 66.7　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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１５. サービス評価の取組み状況 

(１) サービス評価の実施時期 

［全体］ 
全体では、「1～3 ヶ月以内」という回答が最も多く 31.2％、ついで「4～6 ヶ月以内」

が 25.1％と続いている。これにより、56.2％と半数以上の事業所で、半年以内にサービ

ス評価を行っていることがわかる。またそれに「7~9 ヶ月以内」「10～12 ヶ月以内」と

いう回答を合わせると９割程度が１年以内に実施している結果となっている。しかし「1
年以内には実施していない」との回答も 8.1％となっている。 

 
図表 167 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 評価機関への支払費用 

［全体］ 
評価機関への支払い費用は、平均が 115 千円になっている。 
分布をみると、「10～13 万未満」が 31.1％、「13～15 万未満」が 27.5％で、この 2 つ

で 58.6％を占める。 
 
図表 168 
 
 
 
 
 
 
 

31.2 25.1 12.4 18.9 8.1 4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～3ヶ月以内 4～6ヶ月以内 7～9ヶ月以内

10～12ヶ月以内 一年以内には実施していない 無回答

(N:565)

10.1 19.4 31.1 27.5 4.8 7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7万円未満 7～10万円未満 10～13万円未満 13～16万円未満 16万円以上 無回答

(N:495) [平均115.0千円]
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(３) 評価費用に関する負担感 

［全体］ 
評価費用についての負担感を聞いたところ、「少し高い」が 37.6％、「大変高い」が 44.3%

で、合わせて８割以上の事業所が、外部評価にかかる費用を高いと感じている。 
 
［満足度別］ 
費用に対する負担感は外部評価そのものへの満足度に影響されるとも考えられること

から、満足度別に費用の負担感を集計した。 
「大変高い」の割合は、「不満あり」のグループが 52.8％、「不満なし」のグループが

39.7％で 13 ポイント程度の差が認められたが、「少し高い」の合計割合では大きな差は

生じていない。満足度に関わらず、費用が高いと感じている事業所が多いことがみてと

れる。 
 
図表 169 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q48_3 評価費用についての考え方
合
計

大
変
安
い

少
し
安
い

適
当

少
し
高
い

大
変
高
い

無
回
答

全体 N 460　 6　 5　 52　 173　 204　 20　

% 100.0　 1.3　 1.1　 11.3　 37.6　 44.3　 4.3　

不満あり N 159　 2　 1　 14　 54　 84　 4　

% 100.0　 1.3　 0.6　 8.8　 34.0　 52.8　 2.5　

不満なし N 295　 4　 4　 36　 119　 117　 15　

% 100.0　 1.4　 1.4　 12.2　 40.3　 39.7　 5.1　

無回答 N 6　 0　 0　 2　 0　 3　 1　

% 100.0　 0.0　 0.0　 33.3　 0.0　 50.0　 16.7　

外
部
評
価
に
対

す
る
不
満
の
有

無

 
図表 132 
 

1.3

1.1 11.3 37.6 44.3 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変安い 少し安い 適当 少し高い 大変高い 無回答

(N:460)
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(４) 外部評価機関選定で重視すること 

外部評価機関の選定において、重視する点を確認した設問である。 
全体では、「評価調査員の質・認知症ケアへの理解」が 58.2%と最も高く、次いで「他

事業所の評判・評価機関の実績」が 32.9%、「費用の安さ」が 29.4％と続いている。一方、

「評価機関の数が少なく、選択の余地がない」が 32.6%と評価機関の選択自体にも制限

があることが示されている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、ＮＰＯ・その他では、「他事業所の評判・評価機関の実績」や「評

価調査員の質・認知症ケアへの理解」と回答したところが少なく、「価値観が近い評価機

関」と答えたところが多い。一方、医療法人では、「馴染みの評価機関」と答えたところ

が 20.7%と多く、法人によって評価機関選定の基準が異なることが分かる。 
 
図表 170 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

32.9

58.2

20.2

14.3

29.4

16.8

8.1

32.6

7.4

0% 20% 40% 60% 80%

他事業所の評判・評価機関の実績

評価調査員の質・認知症ケアへの理解

価値観が近い評価機関

馴染みの評価機関

費用の安さ

細かいこと・的外れなことを言わない評価機

関

その他

評価機関の数が少なく、選択の余地がない

無回答

(N:565)

Q49 外部評価機関選定で重視すること （複数回答）
合
計

他
事
業
所
の
評
判
・
評

価
機
関
の
実
績

評
価
調
査
員
の
質
・
認

知
症
ケ
ア
へ
の
理
解

価
値
観
が
近
い
評
価
機

関 馴
染
み
の
評
価
機
関

費
用
の
安
さ

細
か
い
こ
と
・
的
外
れ

な
こ
と
を
言
わ
な
い
評

価
機
関

そ
の
他

評
価
機
関
の
数
が
少
な

く

、
選
択
の
余
地
が
な

い 無
回
答

全体 N 565　 186　 329　 114　 81　 166　 95　 46　 184　 42　

% 100.0　 32.9　 58.2　 20.2　 14.3　 29.4　 16.8　 8.1　 32.6　 7.4　

社会福祉法人 N 161　 59　 100　 34　 17　 40　 30　 12　 60　 9　

% 100.0　 36.6　 62.1　 21.1　 10.6　 24.8　 18.6　 7.5　 37.3　 5.6　

医療法人 N 116　 43　 69　 22　 24　 35　 17　 11　 33　 9　

% 100.0　 37.1　 59.5　 19.0　 20.7　 30.2　 14.7　 9.5　 28.4　 7.8　

株式・有限 N 234　 72　 134　 45　 34　 75　 38　 16　 70　 22　

% 100.0　 30.8　 57.3　 19.2　 14.5　 32.1　 16.2　 6.8　 29.9　 9.4　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 11　 24　 12　 6　 16　 9　 7　 18　 2　

% 100.0　 22.0　 48.0　 24.0　 12.0　 32.0　 18.0　 14.0　 36.0　 4.0　

無回答 N 4　 1　 2　 1　 0　 0　 1　 0　 3　 0　

% 100.0　 25.0　 50.0　 25.0　 0.0　 0.0　 25.0　 0.0　 75.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(５) 外部評価に対する評価 

［全体］ 
全体では、「内部では気づき難い、事業所の課題や問題点を気付かせてくれた」が 66.0%、

「自己評価を客観的に確認できて、自信につながった」が 52.2%、「内部では気づかない、

自分たちの優れている点を気づかせてくれた」が 45.8%と続いている。全体として、外

部評価が「第三者の目」として機能し、評価されていることが分かる。 
［法人格別］ 
法人格別にみると、それぞれ特徴がある。例えば、株式・有限会社では「自分たちの

優れた点を気付かせてくれた」という評価は少なく、「評価調査員の経験・認知症ケアに

対する理解が足りないと感じた」という回答が 31.6%と非常に高い。一方、ＮＰＯ・そ

の他では、「評価調査員とは、ケアサービスにおける考え方・捉え方が異なる部分が多か

った」や「調査結果について、納得できない点が多かった」と答えるところが多く、前

問で、ＮＰＯ・その他が外部評価機関の選定の際に、価値観を重視するという点と一致

する。 
図表 171 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

45.8

66.0

52.2

14.7

7.6

23.5

7.1

9.0

0% 20% 40% 60% 80%

内部では気づかない、自分たちの優れている
点を気づかせてくれた

内部では気づき難い、事業所の課題や問題点

を気づかせてくれた

自己評価を客観的に確認できて、自信につな
がった

評価調査員とは、ケアサービスにおける考え

方・捉え方が異なる部分が多かった

調査結果について、納得できない点が多かっ

た

評価調査員の経験・認知症ケアに対する理解

が足りないと感じた

その他

無回答

(N:565)

Q 50 外部評価に対する評価 （複数回答）
合
計

内
部
で
は
気
づ
か
な

い

、
自
分
た
ち
の
優
れ

て
い
る
点
を
気
づ
か
せ

て
く
れ
た

内
部
で
は
気
づ
き
難

い

、
事
業
所
の
課
題
や

問
題
点
を
気
づ
か
せ
て

く
れ
た

自
己
評
価
を
客
観
的
に

確
認
で
き
て

、
自
信
に

つ
な
が

っ
た

評
価
調
査
員
と
は

、
ケ

ア
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る

考
え
方
・
捉
え
方
が
異

な
る
部
分
が
多
か

っ
た

調
査
結
果
に
つ
い
て

、

納
得
で
き
な
い
点
が
多

か

っ
た

評
価
調
査
員
の
経
験
・

認
知
症
ケ
ア
に
対
す
る

理
解
が
足
り
な
い
と
感

じ
た

そ
の
他

無
回
答

全体 N 565　 259　 373　 295　 83　 43　 133　 40　 51　

% 100.0　 45.8　 66.0　 52.2　 14.7　 7.6　 23.5　 7.1　 9.0　

社会福祉法人 N 161　 81　 107　 87　 29　 11　 28　 11　 8　

% 100.0　 50.3　 66.5　 54.0　 18.0　 6.8　 17.4　 6.8　 5.0　

医療法人 N 116　 59　 81　 63　 13　 6　 20　 7　 14　

% 100.0　 50.9　 69.8　 54.3　 11.2　 5.2　 17.2　 6.0　 12.1　

株式・有限 N 234　 90　 146　 112　 29　 20　 74　 15　 27　

% 100.0　 38.5　 62.4　 47.9　 12.4　 8.5　 31.6　 6.4　 11.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 28　 37　 29　 12　 6　 10　 6　 2　

% 100.0　 56.0　 74.0　 58.0　 24.0　 12.0　 20.0　 12.0　 4.0　

無回答 N 4　 1　 2　 4　 0　 0　 1　 1　 0　

% 100.0　 25.0　 50.0　 100.0　 0.0　 0.0　 25.0　 25.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(６) 外部評価の効果の有無 

［全体］ 
外部評価の効果の有無は、全体では 80.4%の事業所で「効果あり」と回答しており、「効

果なし」は１割程度となっている。 
 
［法人格別］ 
法人格別に見ると、株式・有限会社では「効果あり」の割合が 77.8%で、その他より

も若干低い。前問において、株式・有限会社が「評価調査員の経験・認知症ケアに対す

る理解が足りないと感じた」との回答割合が多かったことの関連も考えられる。 
 
 
図表 172 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

80.4 10.6 9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果あり 効果なし 無回答

(N:565)

Q 50N1 外部評価の効果の有無
合
計

効
果
あ
り

効
果
な
し

無
回
答

全体 N 565　 454　 60　 51　

% 100.0　 80.4　 10.6　 9.0　

社会福祉法人 N 161　 132　 21　 8　

% 100.0　 82.0　 13.0　 5.0　

医療法人 N 116　 94　 8　 14　

% 100.0　 81.0　 6.9　 12.1　

株式・有限 N 234　 182　 25　 27　

% 100.0　 77.8　 10.7　 11.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 42　 6　 2　

% 100.0　 84.0　 12.0　 4.0　

無回答 N 4　 4　 0　 0　

% 100.0　 100.0　 0.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(７) 外部評価に対する不満の有無 

［全体］ 
全体では、「不満なし」が 59.5%と６割程度を占めている。「不満あり」は 31.5%とな

っている。 
 
［法人格別］ 
法人格別にみると、若干、株式・有限会社で「不満あり」の比率が 36.3%と高く、医

療法人と 10 ポイント程度の差がある。 
 
 
 
図表 173 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

31.5 59.5 9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不満あり 不満なし 無回答

(N:565)

Q 50N2 外部評価に対する不満の有無
合
計

不
満
あ
り

不
満
な
し

無
回
答

全体 N 565　 178　 336　 51　

% 100.0　 31.5　 59.5　 9.0　

社会福祉法人 N 161　 44　 109　 8　

% 100.0　 27.3　 67.7　 5.0　

医療法人 N 116　 31　 71　 14　

% 100.0　 26.7　 61.2　 12.1　

株式・有限 N 234　 85　 122　 27　

% 100.0　 36.3　 52.1　 11.5　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 17　 31　 2　

% 100.0　 34.0　 62.0　 4.0　

無回答 N 4　 1　 3　 0　

% 100.0　 25.0　 75.0　 0.0　

事
業
所
の
法
人
格



 

 

144

１６. 収支状況 

(１) 居宅介護サービス収入計 

居宅介護サービス収入の平均額は、全体で 3,932 万円となった。また、事業活動収入

に占める居宅介護サービス収入の割合※1は 62.7％となっている。 
ユニット別では、1 ユニットが 2,501 万円、2 ユニットが 4,704 万円、3 ユニットが 8,501

万円となっている。 
法人格別でみると、医療法人が 4,398 万円で最も高く、ＮＰＯ・その他は 3,611 万円

となっている。 
 
図表 174 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
1 本章の収支状況で集計した比率は、項目ごとに個別事業所の割合を算出し全体の単純平均で示

している。なお、2 章「調査結果概要」の経営状況集計結果は、業界全体での規模を把握するた

め加重平均で示しており、本章の比率とは異なる。 

Q52_2_1 居宅介護サービス収入計
居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス

収
入
計

（
円

）

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス

収
入
割
合

（
％

）

全体 N 565　 565　

有効N 197　 179　

平均値 39,324,124.2　 62.7　

1ユニット N 270　 161　

有効N 100　 80　

平均値 25,006,644.0　 44.8　

2ユニット N 264　 116　

有効N 79　 39　

平均値 47,038,317.5　 77.1　

3ユニット以上 N 31　 234　

有効N 18　 45　

平均値 85,008,943.9　 76.7　

無回答 N 0　 50　

有効N 0　 14　

平均値 0.0　 78.7　

社会福祉法人 N 161　 4　

有効N 88　 1　

平均値 37,252,863.7　 74.5　

医療法人 N 116　 270　

有効N 44　 92　

平均値 43,977,332.6　 48.1　

株式・有限 N 234　 264　

有効N 49　 70　

平均値 40,197,583.6　 78.5　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 31　

有効N 15　 17　

平均値 36,112,784.1　 76.1　

無回答 N 4　 0　

有効N 1　 0　

平均値 22,224,468.0　 0.0　

＊サンプルごとに割合を算出しその平均値を表示している。

＊割合＝居宅介護サービス収入計/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*100

ユ
ニ
ッ
ト
数

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 居宅介護サービス収入の内訳 

居宅介護サービス収入の内訳をみると、認知症対応型共同生活介護費が 84.2％、利用

者負担分が 12.4％、夜間ケア加算が 3.3％、初期加算は 0.1％と僅かである。 
 
図表 175 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図表 176 
 

(３) 保険外利用料収入 

保険外利用料収入の平均は、665 万円と

なっており、事業活動収入に占める保険外

利用料収入の割合は 9.3％と１割弱となっ

ている。 
保険外利用料収入割合は、1 ユニットが

4.4％と最も低く、2 ユニットが 12.9％、3
ユニットが 13.6％となっている。 
株式・有限会社とＮＰＯ・その他では、

11％以上となっており割合が若干高い。 
保険外利用料収入の内訳は、食材料費、

理美容代、おむつ代などであるが、合計額

の９割程度は食材料費となっている。 
 
 
 
 
 
 

QPLN9 保険外利用料収入
保
険
外
の
利
用
料
収
入

計

（
円

）

保
険
外
利
用
料
収
入
割

合

（
％

）

全体 N 565　 565　

有効N 266　 236　

平均値 6,650,658.0　 9.3　

1ユニット N 270　 161　

有効N 136　 97　

平均値 3,787,158.3　 4.4　

2ユニット N 264　 116　

有効N 107　 48　

平均値 9,000,793.5　 12.9　

3ユニット以上 N 31　 234　

有効N 23　 68　

平均値 12,649,417.1　 13.6　

無回答 N 0　 50　

有効N 0　 21　

平均値 0.0　 9.8　

社会福祉法人 N 161　 4　

有効N 105　 2　

平均値 6,817,996.9　 7.1　

医療法人 N 116　 270　

有効N 55　 121　

平均値 7,971,809.7　 6.8　

株式・有限 N 234　 264　

有効N 81　 93　

平均値 6,295,228.3　 11.9　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 31　

有効N 23　 22　

平均値 4,350,692.5　 11.8　

無回答 N 4　 0　

有効N 2　 0　

平均値 2,378,199.0　 0.0　

＊サンプルごとに割合を算出しその平均値を表示している。

＊割合＝保険外の利用料収入計/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*100

ユ
ニ

ッ
ト
数

事
業
所
の
法
人
格

84.2

83.7

81.7

86.9

85.6

12.4

12.8

13.9

10.5

11.6

3.3

3.4

4.3

2.5

2.8 0.0

0.1

0.1

0.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N:197）

社会福祉法人

（N88）

医療法人

（N:44）

株式・有限
（N:49）

ＮＰＯ法人・その他

（N:15）

認知症対応型共同生活介護費 利用者負担分 夜間ケア加算 初期加算
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(４) その他利用料収入 

その他利用料収入の平均額は、653.3 万円となっており、事業活動収入に占める割合は

11.4％である。 
うち、居住費(家賃)収入は 471.7 万円となっている。事業活動収入に占める居住費収入

の割合は、8.6％である。 
 
図表 177 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q52_2_11 その他の利用料収入

う
ち
居
住
費

（
家
賃

）

（
円

）

居
住
費
収
入
割
合

（
％

）

全体 N 565　 565　 565　 565　

有効N 237　 237　 212　 212　

平均値 6,533,028.9　 4,717,444.9　 11.4　 8.6　

1ユニット N 270　 270　 270　 270　

有効N 119　 119　 106　 106　

平均値 3,939,093.3　 2,833,074.5　 9.6　 7.5　

2ユニット N 264　 264　 264　 264　

有効N 97　 97　 86　 86　

平均値 8,462,958.7　 6,104,762.8　 13.6　 10.0　

3ユニット以上 N 31　 31　 31　 31　

有効N 21　 21　 20　 20　

平均値 12,317,560.1　 8,987,456.9　 11.6　 8.6　

無回答 N 0　 0　 0　 0　

有効N 0　 0　 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　

有効N 96　 96　 88　 88　

平均値 5,110,723.3　 3,610,726.8　 7.0　 5.6　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　

有効N 48　 48　 44　 44　

平均値 7,845,782.9　 5,935,100.7　 13.7　 10.3　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　

有効N 72　 72　 60　 60　

平均値 7,588,022.1　 5,363,449.9　 15.3　 11.0　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 50　 50　 50　

有効N 20　 20　 19　 19　

平均値 6,561,752.7　 4,904,872.4　 14.4　 11.1　

無回答 N 4　 4　 4　 4　

有効N 1　 1　 1　 1　

平均値 3,528,200.0　 2,254,000.0　 11.8　 7.6　

＊割合はサンプルごとに算出しその平均値を表示している。

＊その他の利用料収入割合＝その他の利用料収入計/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*10

＊居住費収入割合＝居住費/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*100

事
業
所
の
法
人
格

ユ
ニ

ッ
ト
数

そ
の
他
の
利
用
料
収
入
割

合

（
％

）

そ
の
他
の
利
用
料
収
入
計

（
円

）



 

 

147

(５) その他事業収入 

国庫補助金、都道府県補助金、市町村補助金などの「その他補助金収入」の平均は、

53.7 万円となっている。 
法人格別にみると、ＮＰＯ・その他が最も高く、163.6 万円、最も低いのは社会福祉法

人の 22.0 万円となっており、事業所格差がある。 
 
図表 178 
Q52_2_14 その他の事業収入計

そ
の
他
の
事
業
収
入
計

（
円

）

全体 N 565　

有効N 314　

平均値 537,333.1　

社会福祉法人 N 161　

有効N 116　

平均値 219,799.6　

医療法人 N 116　

有効N 65　

平均値 690,911.5　

株式・有限 N 234　

有効N 101　

平均値 451,286.0　

ＮＰＯ法人・その他N 50　

有効N 29　

平均値 1,636,199.0　

無回答 N 4　

有効N 3　

平均値 1,762,311.7　

事
業
所
の
法
人
格
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(６) 人件費 

人件費支出の平均は、全体では 3,350 万円。うち非正規職員給与等の平均は 726 万円

となっている。全体平均での人件費比率（事業活動収入に占める割合）は、75.5％とな

っている。 
ユニット数別に人件費支出額をみると、1 ユニットでは 2,540 万円、2 ユニットでは

3,666 万円、3 ユニットでは 6,592 万円となっている。人件費率は、1 ユニットが 90.3％
と非常に高い割合を占めており、2 ユニットが 60.2％、3 ユニットが 64.0％となってい

る。 
法人格別にみると、1 ユニットの割合が高い社会福祉法人で人件費比率が高くなってい

る。 
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Q52_4_1 人件費支出と主な内訳金額
人
件
費
支
出
計

（
円

）

う
ち
正
規
職
員
人
件
費

(

諸
手
当

、
俸
給

、
役

員
報
酬
な
ど
含
む

)

（
円

）

う
ち
非
正
規
職
員

（
パ
ー
ト
･
ア
ル
バ
イ

ト
・
契
約
社
員
等

）
給

与
等

（
円

）

人
件
費
比
率

（
委
託
費

含
む

）
（
％

）

非
正
規
職
員
人
件
費
比

率

（
％

）

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 282　 282　 282　 224　 282　

平均値 33,505,194.5　 24,048,938.0　 7,257,036.2　 75.5　 23.3　

1ユニット N 270　 270　 270　 270　 270　

有効N 144　 144　 144　 111　 144　

平均値 25,397,644.9　 17,409,969.0　 6,372,884.9　 90.3　 26.4　

2ユニット N 264　 264　 264　 264　 264　

有効N 113　 113　 113　 91　 113　

平均値 36,664,848.6　 26,477,705.9　 7,766,021.7　 60.2　 21.2　

3ユニット以上 N 31　 31　 31　 31　 31　

有効N 25　 25　 25　 22　 25　

平均値 65,923,044.7　 51,311,369.4　 10,049,133.8　 64.0　 15.4　

無回答 N 0　 0　 0　 0　 0　

有効N 0　 0　 0　 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 115　 115　 115　 98　 115　

平均値 35,460,971.2　 22,024,602.9　 10,374,065.8　 87.4　 33.3　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 53　 53　 53　 44　 53　

平均値 35,122,070.1　 29,546,209.4　 4,106,794.2　 63.1　 12.2　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 92　 92　 92　 65　 92　

平均値 31,058,468.1　 23,878,540.8　 5,511,121.9　 69.5　 18.5　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 20　 20　 20　 15　 20　

平均値 26,853,487.3　 21,197,817.5　 5,158,572.7　 61.3　 18.8　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 2　 2　 2　 2　 2　

平均値 57,267,320.5　 31,119,998.0　 12,805,940.5　 65.5　 14.8　

＊サンプルごとに比率を算出しその平均値を表示している。

＊人件費比率＝（人件費支出計+委託費）/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*100

＊非正規職員人件費比率＝非正規職員給与等/人件費支出計*100

ユ
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業
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(７) 経費 

経費の平均は、全体では 2,012 万円で、経費比率（事業活動収入に占める割合）は、

40.8％となっている。 
ユニット数別にみると、1 ユニットでは 1,261 万円、2 ユニットでは 2,595 万円、3 ユ

ニットでは 3,308 万円となっている。経費費率は、1 ユニットが 41.8％、2 ユニットが

42.8％、3 ユニットが 26.0％となっている。 
法人格別にみると、株式・有限の平均額が 2,896 万円と最も高く、経費率も株式・有

限が 56.2％、次いでＮＰＯ・その他の 51.1％で、社会福祉法人、医療法人はともに３割

強となっている。 
株式・有限、ＮＰＯ・その他では「賃借料」の平均額が高く、社会福祉法人、医療法

人では「委託料」が高くなっている。 
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Q52_4_4 経費（事務費支出+事業費支出の合計）

経
費

（
事
務
費
支
出
+

事
業
費
支
出
の
合
計

）

（
円

）

う
ち
食
材
料
費

（
円

）

う
ち
光
熱
水
費

（
円

）

う
ち
賃
借
料

（
円

）

う
ち
委
託
費

（
業
務
委

託
費

）
（
円

）

全体 N 565　 565　 565　 565　 565　 565　

有効N 260　 260　 260　 260　 260　 242　

平均値 20,118,103.6　 3,565,844.4　 2,139,316.9　 1,711,748.6　 657,366.9　 40.8　

1ユニット N 270　 270　 270　 270　 270　 270　

有効N 126　 126　 126　 126　 126　 120　

平均値 12,613,216.6　 2,443,486.8　 1,455,230.8　 1,144,679.5　 396,318.4　 41.8　

2ユニット N 264　 264　 264　 264　 264　 264　

有効N 111　 111　 111　 111　 111　 100　

平均値 25,950,921.6　 4,111,645.1　 2,511,278.1　 2,306,655.6　 827,142.7　 42.8　

3ユニット以上 N 31　 31　 31　 31　 31　 31　

有効N 23　 23　 23　 23　 23　 22　

平均値 33,082,146.0　 7,080,330.9　 4,091,802.0　 1,947,227.9　 1,268,106.3　 26.0　

無回答 N 0　 0　 0　 0　 0　 0　

有効N 0　 0　 0　 0　 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　 161　 161　

有効N 111　 111　 111　 111　 111　 103　

平均値 13,301,312.4　 3,634,721.7　 2,226,527.6　 757,216.7　 951,103.1　 32.4　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　 116　 116　

有効N 53　 53　 53　 53　 53　 49　

平均値 20,128,090.3　 3,313,372.5　 2,282,938.9　 1,789,051.2　 866,245.3　 33.3　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　 234　 234　

有効N 75　 75　 75　 75　 75　 69　

平均値 28,956,986.8　 3,783,865.5　 2,033,387.0　 2,442,120.3　 167,518.2　 56.2　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 50　 50　 50　 50　 50　

有効N 19　 19　 19　 19　 19　 19　

平均値 24,597,134.7　 2,865,747.0　 1,616,711.6　 4,330,992.5　 361,478.6　 51.1　

無回答 N 4　 4　 4　 4　 4　 4　

有効N 2　 2　 2　 2　 2　 2　

平均値 24,176,451.5　 4,908,798.5　 2,430,268.0　 367,993.5　 0.0　 26.2　

＊サンプルごとに比率を算出しその平均値を表示している。

＊比率＝経費/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*100

ユ
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(８) 事業活動外収入・支出 

事業活動外収入および支出額の平均をみると、事業活動外収入の全体平均は 203 万円、

事業活動外支出は 298 万円となっており、支出が収入を上回っている。 
ユニット別にみると、事業活動外収入の 1 ユニットは 156 万円、2 ユニットは 246 万

円、3 ユニットは 253 万円となっている。また事業活動外支出では 1 ユニットが 191 万

円、2 ユニットが 353 万円、3 ユニットが 604 万円となっている。 
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Q53_1 事業活動外収入・支出
事
業
活
動
外
収
入
計

（
円

）

事
業
活
動
外
支
出
計

（
円

）

全体 N 565　 565　

有効N 306　 285　

平均値 2,028,132.4　 2,981,486.2　

1ユニット N 270　 270　

有効N 149　 135　

平均値 1,561,834.2　 1,907,361.6　

2ユニット N 264　 264　

有効N 130　 125　

平均値 2,457,850.3　 3,530,450.6　

3ユニット以上 N 31　 31　

有効N 27　 25　

平均値 2,532,395.0　 6,036,936.5　

無回答 N 0　 0　

有効N 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　

社会福祉法人 N 161　 161　

有効N 120　 117　

平均値 2,826,707.4　 4,218,311.4　

医療法人 N 116　 116　

有効N 62　 57　

平均値 591,715.2　 1,273,162.0　

株式・有限 N 234　 234　

有効N 92　 82　

平均値 2,413,781.2　 3,014,871.9　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 50　

有効N 30　 27　

平均値 753,558.4　 1,213,087.6　

無回答 N 4　 4　

有効N 2　 2　

平均値 21,323.5　 1,819,015.5　

ユ
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数

事
業
所
の
法
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(９) 事業活動収支差額 

事業活動収支差額の平均額は、全体では 465.5 万円となっている。ユニット別にみる

と、1 ユニットでは 211.4 万円、2 ユニットでは 594.8 万円、3 ユニットでは 1,343.5 万

円となっている。 
法人格別にみると社会福祉法人の黒字が最も高く、704.2 万円となっている。最も低い

のは、株式・有限の 197.1 万円で、ＮＰＯ・その他が 338.0 万円、医療法人が 527.3 万

円となっている。 
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QPLN36 事業活動収支
事
業
活
動
収
入
計

（
円

）

事
業
活
動
支
出
計

（
円

）

事
業
活
動
収
支
差
額

（
円

）

事
業
活
動
収
入
対
事
業

活
動
収
支
差
額
比
率

（
％

）

全体 N 565　 565　 565　 565　

有効N 325　 323　 321　 319　

平均値 53,604,438.1　 49,356,663.6　 4,654,607.9　 6.6　

1ユニット N 270　 270　 270　 270　

有効N 164　 162　 161　 159　

平均値 34,690,255.6　 32,627,086.7　 2,113,549.0　 7.7　

2ユニット N 264　 264　 264　 264　

有効N 134　 134　 133　 133　

平均値 65,100,582.6　 59,780,527.0　 5,948,188.2　 4.3　

3ユニット以上 N 31　 31　 31　 31　

有効N 27　 27　 27　 27　

平均値 111,435,644.3　 98,000,877.3　 13,434,766.9　 11.1　

無回答 N 0　 0　 0　 0　

有効N 0　 0　 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　 0.0　 0.0　

社会福祉法人 N 161　 161　 161　 161　

有効N 118　 118　 117　 116　

平均値 53,057,459.2　 46,108,152.6　 7,041,775.1　 10.2　

医療法人 N 116　 116　 116　 116　

有効N 65　 65　 64　 64　

平均値 57,161,448.2　 53,067,765.3　 5,273,036.5　 6.4　

株式・有限 N 234　 234　 234　 234　

有効N 104　 103　 103　 102　

平均値 53,330,641.1　 51,641,142.7　 1,970,714.8　 3.8　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 50　 50　 50　

有効N 36　 35　 35　 35　

平均値 47,899,907.5　 44,860,296.1　 3,379,608.8　 2.8　

無回答 N 4　 4　 4　 4　

有効N 2　 2　 2　 2　

平均値 87,192,358.0　 81,443,772.0　 5,748,586.0　 8.4　

＊差額および比率はサンプルごとに算出しその平均値を表示している。

＊差額＝事業活動収入計-事業活動支出計

＊比率＝事業活動収支差額/事業活動収入計*100（但しマイナス500％を下回るサンプルは除外）

ユ
ニ

ッ
ト
数

事
業
所
の
法
人
格



 

 

152

(１０) 経常収支差額 

経常収支差額の全体平均額は 378.2 万円で、事業活動収入に占める経常収支差額比率

は 17.0％となっている。 
ユニット数別にみると、1 ユニットは 285.9 万円で 31.6％、2 ユニットは 345.9 万円で

0.1％、3 ユニットは 1,080.1 万円で 9.5％となっている。 
法人格別にみると、社会福祉法人は 486.2 万円で 36.8％と利益率が高い。次いで、Ｎ

ＰＯ・その他の 352.3 万円で 9.3％、医療法人の 443.5 万円で 5.1％、株式・有限の 209.2
万円で 1.8％となっている。 

 
図表 183 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q54 経常収支差額
経
常
収
支
差
額

（
円

）

事
業
活
動
収
入
対
経
常

収
支
差
額
比
率

（
％

）

全体 N 565　 565　

有効N 309　 284　

平均値 3,781,895.6　 17.0　

1ユニット N 270　 270　

有効N 152　 145　

平均値 2,859,326.6　 31.6　

2ユニット N 264　 264　

有効N 131　 114　

平均値 3,459,228.7　 0.1　

3ユニット以上 N 31　 31　

有効N 26　 25　

平均値 10,801,121.0　 9.5　

無回答 N 0　 0　

有効N 0　 0　

平均値 0.0　 0.0　

社会福祉法人 N 161　 161　

有効N 122　 112　

平均値 4,862,283.0　 36.8　

医療法人 N 116　 116　

有効N 59　 53　

平均値 4,434,583.6　 5.1　

株式・有限 N 234　 234　

有効N 96　 88　

平均値 2,091,912.9　 1.8　

ＮＰＯ法人・その他N 50　 50　

有効N 30　 29　

平均値 3,522,818.4　 9.3　

無回答 N 4　 4　

有効N 2　 2　

平均値 3,629,296.0　 4.8　

＊サンプルごとに比率を算出しその平均値を表示している。

＊比率＝経常収支差額/（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）*100

事
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(１１) 介護・看護職員 1 人あたり年間事業活動収入（事業能率） 

介護・看護職員 1 人あたりの 1 年間事業活動収入のレベルをみるため、事業活動収入

額を常勤換算数で割ると、全体では常勤換算 1 人あたり 382.0 万円となった。 
ユニット数別にみると、1 ユニットでは 382.9 万円、2 ユニットでは 368.4 万円、3 ユ

ニットでは 436.8 万円である。 
また、法人格別にいると社会福祉法人が 394.5 万円で最も高く、次いで、医療法人が

389.4 万円、株式・有限が 367.7 万円、ＮＰＯ・その他が 350.5 万円となっている。 
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QPLN32 看護・介護職員1人当たり年間事業活動収入
看
護
・
介
護
職
員
1
人

当
た
り
年
間
事
業
活
動

収
入

（
円

）

全体 N 565　

有効N 302　

平均値 3,819,696.5　

1ユニット N 270　

有効N 155　

平均値 3,829,260.8　

2ユニット N 264　

有効N 120　

平均値 3,683,991.5　

3ユニット以上 N 31　

有効N 27　

平均値 4,367,923.2　

無回答 N 0　

有効N 0　

平均値 0.0　

社会福祉法人 N 161　

有効N 116　

平均値 3,944,835.9　

医療法人 N 116　

有効N 59　

平均値 3,893,659.1　

株式・有限 N 234　

有効N 92　

平均値 3,676,932.7　

ＮＰＯ法人・その他N 50　

有効N 33　

平均値 3,504,554.0　

無回答 N 4　

有効N 2　

平均値 6,146,693.4　

＊サンプルごとに金額を算出しその平均値を表示している。

＊1人あたり年間事業活動収入＝（事業活動収入計-国庫補助金特別積立金取崩額）/常勤換算職員数

ユ
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１７. 制度改正による影響 

(１) 請求額の増減率 

平成 17 年 9 月度と平成 18 年 9 月度の国保連請求介護報酬額を比較して、増減率を算

出した結果である。 

全体の平均では前年度比 15.1％の増加となっており、減少した事業所は全体の 21.9％、

増加した事業所は 34.3％、変化なしは 0.5％となった。 
法人格別にみると、株式・有限の増加率が高く、平均で 32.2％増えている。 
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Q 55N3 請求額の増減率

合
計

1
0
％
以
上
減
少

5
％
～

1
0
％
未
満
減

少 5
％
未
満
減
少

増
減
な
し

5
％
未
満
増
加

5
％
～

1
0
％
未
満
増

加 1
0
％
以
上
増
加

無
回
答

平
均
比
率

（
％

）

全体 N 565　 27　 29　 68　 3　 70　 43　 81　 244　 321　

% 100.0　 4.8　 5.1　 12.0　 0.5　 12.4　 7.6　 14.3　 43.2　 15.1　

社会福祉法人 N 161　 7　 13　 30　 0　 32　 21　 17　 41　 120　

% 100.0　 4.3　 8.1　 18.6　 0.0　 19.9　 13.0　 10.6　 25.5　 8.6　

医療法人 N 116　 6　 7　 17　 1　 16　 9　 13　 47　 69　

% 100.0　 5.2　 6.0　 14.7　 0.9　 13.8　 7.8　 11.2　 40.5　 8.1　

株式・有限 N 234　 12　 7　 13　 1　 17　 10　 39　 135　 99　

% 100.0　 5.1　 3.0　 5.6　 0.4　 7.3　 4.3　 16.7　 57.7　 32.2　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 2　 2　 6　 1　 5　 3　 11　 20　 30　

% 100.0　 4.0　 4.0　 12.0　 2.0　 10.0　 6.0　 22.0　 40.0　 1.9　

無回答 N 4　 0　 0　 2　 0　 0　 0　 1　 1　 3　

% 100.0　 0.0　 0.0　 50.0　 0.0　 0.0　 0.0　 25.0　 25.0　 6.1　

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。

事
業
所
の
法
人
格
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(２) 報酬改訂による事業所収益の変化 

平成 18 年 4 月の介護保険制度改正により、事業所の収益がどのように変化したかを確

認した設問である。 
 
[全体] 
全体では、「少し減収」が 22.5％、「大いに減収」が 9.9％で、合わせて３割強の事業

所が減収と回答している。一方、「大いに増益」は 0％となっており、「少し増益」が 11.5％
となっている。また、「変わらない」は 26.2％で、無回答の事業所も３割程度ある。 

 
[法人格別] 
法人格別にみると、「少し減益」「大いに減益」の合計割合が、社会福祉法人とＮＰＯ・

その他で４割以上となっているが、医療法人は２割弱にとどまっている。 
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0.0

11.5 26.2 22.5 9.9 29.9
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大いに増益 少し増益 変わらない 少し減益 大いに減益 無回答

(N:565)

Q 56 介護保険制度改正による事業所収益の変化
合
計

大
い
に
増
益

少
し
増
益

変
わ
ら
な
い

少
し
減
益

大
い
に
減
益

無
回
答

全体 N 565　 0　 65　 148　 127　 56　 169　

% 100.0　 0.0　 11.5　 26.2　 22.5　 9.9　 29.9　

社会福祉法人 N 161　 0　 18　 37　 48　 22　 36　

% 100.0　 0.0　 11.2　 23.0　 29.8　 13.7　 22.4　

医療法人 N 116　 0　 10　 42　 18　 4　 42　

% 100.0　 0.0　 8.6　 36.2　 15.5　 3.4　 36.2　

株式・有限 N 234　 0　 25　 62　 45　 23　 79　

% 100.0　 0.0　 10.7　 26.5　 19.2　 9.8　 33.8　

ＮＰＯ法人・その他 N 50　 0　 11　 7　 14　 7　 11　

% 100.0　 0.0　 22.0　 14.0　 28.0　 14.0　 22.0　

無回答 N 4　 0　 1　 0　 2　 0　 1　

% 100.0　 0.0　 25.0　 0.0　 50.0　 0.0　 25.0　

事
業
所
の
法
人
格
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(３) 増益の理由 

増益したと回答した事業所について、その要因を聞いたところ、「医療連携体制加算の

新設」が 55.4％と最も高く、「要介護度別の介護費単位数変更による全体の収益向上」が

46.2％となっている。 
ショートステイの事業化や地域密着型サービスに位置付けられたことによる利用者の

安定的確保などの影響は、ほとんど該当していない。 
 
図表 187 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(４) 減益の理由 

一方、減益したと回答した事業所について、その要因を聞いたところ、「要介護度別の

介護費単位数変更により全体の収益低下」が 52.5％と最も高い。また、「地域密着型サー

ビスに位置付けられて利用者の確保が不安定化」との回答も３割近くとなっている。 
また、夜間体制の確保や計画作成担当者の人件費などが影響しているとの回答も２割

程度ある。 
 
図表 188 
 

 

55.4

46.2

7.7

6.2

4.6

3.1

0.0

12.3

3.1

0% 20% 40% 60%

医療連携体制加算の新設

要介護度別の介護費単位数変更により全体の収益向上

人件費以外のコスト削減など経営努力

人件費を抑える努力

要支援者（要支援2のみ）の給付対象化

地域密着型サービスに位置付けられて利用者の確保が安定化

短期利用共同生活介護のサービス

その他

無回答

(N:65)

 

52.5

27.3

23.0

21.3

4.9

3.3

2.2

0.0

20.8

0% 20% 40% 60%

要介護度別の介護単位数変更により全体の収益低下

地域密着型サービスに位置付けられて利用者の確保が不安定化

計画作成担当者の配置規準により人件費が上昇

夜勤職員体制に関する基準により人件費が上昇

無回答

夜勤職員体制の規準にみたないため減算

介護予防サービスへの対応により経営効率が悪化

ショートステイを始めたことにより経営効率が悪化

その他

(N:183)
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(５) 入居希望者の住所地が原因で、利用に至らなかったケースの有無 

地域密着型サービスに位置づけられたことにより、入居希望者の住所地が問題となっ

て利用に至らなかったケースを確認した設問である。 
上記のようなケースが実際に発生した事業所は、全体の 30.3％で、平均発生件数は 3.1

件となっている。 
また、利用に至らなかったケースの居住地の状況をみると、「隣接市町村の居住者」が

62.9％と最も高く、「同じ都道府県内」が 23.6％、「他の都道府県」が 13.5％という状況

であり、近隣であっても利用できないケースが多く存在している。 
 
図表 189 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 179 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3 54.3 15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

(N:565)

13.5

23.6
62.9

隣接市町村の居住者 隣接市町村ではないが、同じ都道府県内の居住者 他の都道府県の居住者

(有効N:163)

Q 5 7 _S 1 N  住所地別の利用できなかった入居希望者数

隣
接
市
町
村
の
居
住
者

（
人

）

隣
接
市
町
村
で
は
な
い

が

、
同
じ
都
道
府
県
内

の
居
住
者

（
人

）

他
の
都
道
府
県
の
居
住

者

（
人

）

全体 N 1 7 1　 1 7 1　 1 7 1　 1 7 1　

有効N 1 6 3　 1 6 3　 1 6 3　 1 6 3　

平均値 3 .1　 1 .9　 0 .7　 0 .4　

利
用
で
き
な
か

っ
た
入
居

希
望
者
数
合
計

（
人

）
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 Ⅳ 職員調査結果 
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IV 職員意識調査結果 

１. 回答者の属性 

(１) 性別 

回答者の性別割合は、「女性」が 85.6%、「男性」が 13.9%である。 
 
図表 190 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 年齢 

回答者の年齢構成は、全体では「10~20 代」が 23.7%、「30~40 代」が 44.6%、「50 代

以上」が 30.4％で、平均年齢は 41.2 歳である。 
男女共に「30~40 代」が最も多いが、男性の平均年齢は 35.3 歳、女性の平均年齢 42.2

歳で、男性よりも女性が 7 歳程度、平均年齢が高い。 
 
図表 191 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13.9 85.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 無回答

(N:1,252)

23.7

37.4

21.6

44.6

46.6

44.6

30.4

16.1

32.6

1.2

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:1,252)

男性

(N:174)

女性

(N:1,072)

10～20代 30～40代 50代以上 無回答

[平均:41.2歳]

[平均:35.3歳]

[平均:42.2歳]
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(３) 勤続期間 

勤続期間について聞いたところ、全体で最も多い層は「1~2 年未満」の 24.0%で、「3~5
年未満」が 22.8%で、「1 年未満」が 21.9%、「2~3 年未満」が 19.7％と続く。「5~10 年

は１割弱となっており、10 年以上は 1.3％と少ない。 
正規職員・非正規職員別に見ると、2 年未満の職員は、正規職員が４割程度、非正規職

員が５割強となっている。 
 
図表 192 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

21.9

20.7

25.1

24.0

21.9

28.5

19.7

20.7

17.7

9.1

9.8

7.9

1.3

1.5

22.8

24.2

19.8 0.5

1.2

1.1

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:1,252)

正規職員

(N:854)

非正規職員

(N:379)

1年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～5年未満 5～10年未満 10年以上 無回答

Q1_3N 勤続期間
合
計

1
年
未
満

1
～

2
年
未
満

2
～

3
年
未
満

3
～

5
年
未
満

5
～

1
0
年
未
満

1
0
年
以
上

無
回
答

全体 N 1,252　 274　 301　 247　 285　 114　 16　 15　

% 100.0　 21.9　 24.0　 19.7　 22.8　 9.1　 1.3　 1.2　

正規職員 N 854　 177　 187　 177　 207　 84　 13　 9　

% 100.0　 20.7　 21.9　 20.7　 24.2　 9.8　 1.5　 1.1　

非正規職員 N 379　 95　 108　 67　 75　 30　 2　 2　

% 100.0　 25.1　 28.5　 17.7　 19.8　 7.9　 0.5　 0.5　

無回答 N 19　 2　 6　 3　 3　 0　 1　 4　

% 100.0　 10.5　 31.6　 15.8　 15.8　 0.0　 5.3　 21.1　

常勤 N 1,013　 212　 233　 203　 244　 98　 14　 9　

% 100.0　 20.9　 23.0　 20.0　 24.1　 9.7　 1.4　 0.9　

非常勤 N 232　 61　 68　 43　 40　 15　 2　 3　

% 100.0　 26.3　 29.3　 18.5　 17.2　 6.5　 0.9　 1.3　

無回答 N 7　 1　 0　 1　 1　 1　 0　 3　

% 100.0　 14.3　 0.0　 14.3　 14.3　 14.3　 0.0　 42.9　

男性 N 174　 51　 41　 45　 25　 12　 0　 0　

% 100.0　 29.3　 23.6　 25.9　 14.4　 6.9　 0.0　 0.0　

女性 N 1,072　 223　 260　 201　 258　 102　 16　 12　

% 100.0　 20.8　 24.3　 18.8　 24.1　 9.5　 1.5　 1.1　

無回答 N 6　 0　 0　 1　 2　 0　 0　 3　

% 100.0　 0.0　 0.0　 16.7　 33.3　 0.0　 0.0　 50.0　

雇
用
形
態

勤
務
形
態

性
別
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(４) 雇用形態・勤務形態 

①雇用形態 

雇用形態をみると、全体の 68.2％が正規採用で、残りの３割程度が非正規採用となっ

ている。 

図表 193 
 
 
 
 
 
 
 
②勤務形態 

勤務形態の状況をみると、「常勤」が 80.9％、「非常勤」が 18.5％となっている 

図表 194 
 
 
 
 
 
 

 

②勤務形態別 雇用形態 

勤務形態別に雇用形態の状況をみると、常勤の 81.7％が正規職員採用となっている。

また、非常勤の 85.8％が非正規職員採用となっている。 

図表 195 
 
 

68.2 30.3

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員 非正規職員 無回答

(N:1,252)

 

80.9 18.5

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤 非常勤 無回答

(N:1,252)

 

80.9 18.5

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤 非常勤 無回答

(N:1,252)
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次に、性別、年齢別、雇用形態別に勤続期間をグラフで示したのが下図である。 
男性は全般的に若い層が多く、勤続年数も短いのが特徴といえる。 
一方女性は、基本的に正規・非正規の職員が均等に存在している。また、若干 50 代の

正規職員が多い傾向がみられるものの、若年層から高齢層まで幅広い年齢層となってい

る。 
 

図表 196 職員の年齢と勤続期間 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

202326
2932

35
38

42
46

49
52

55
58

61
73

正規

3

0

2

4

6

8

10

12

人数

年齢

勤続年数

　男　性

非正規

1
8

2
1

2
4

2
7

3
0

3
3

3
6

3
9

4
2

4
5

4
8

5
1

5
4

5
7

6
0

6
3

6
6

6
9

正規

8

6

0

2

4

6

8

10

12

人数

年齢

勤続年数

女　性

非正規
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(５) 勤務時間帯（非常勤職員） 

非常勤職員の勤務時間帯は、全体の６割程度が「昼間のみ」の勤務となっており、｢昼

間と夜間｣の者は３割程度となっている。夜間のみの勤務者も 2.6%いる。 

図表 197 
 
 
 
 
 
 
 
 

(６) 1 週間の勤務日数（非常勤職員） 

非常勤職員の 1 週間の勤務日数について聞いたところ、最も多いのは「５～６日未満」で

33.6%、次いで「３～４日未満」が 27.6%、「４～５日未満」が 26.3%となっている。 

図表 198 
 
 
 
 
 

 
 
 

(７) 1 週間の労働時間（非常勤職員） 

非常勤職員の１週間の労働時間は、「20～30 時間未満」が最も多く 42.2%、次いで「30
～40 時間」が 25.9%、「40～50 時間」が 14.2%、「20 時間未満」が 11.6％となっている。 

図表 199 
 
 
 
 

 

6.559.5 31.5

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昼間のみ 昼間と夜間 夜間のみ 無回答

(N:232)

33.67.3 27.6 26.3

2.2 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3日未満 3～4日未満 4～5日未満 5～6日未満 6日以上 無回答

(N:232) [平均:4.0日]

14.211.6 42.2 25.9

1.3

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20時間未満 20～30時間未満 30～40時間未満 40～50時間未満 50時間以上 無回答

(N:232) [平均:27.9時

間]
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(８) 認知症介後の職務経験 

認知症介護の職務経験ついて聞いたところ、全体では「2～5 年未満」が 41.6%で最も

高く、次いで「５年以上」が 33.5%、「２年未満」が 23.5%となっている。 
雇用形態別にみると、常勤では「2～5 年未満」が 41.5％で最も高く、「５年以上」が

40.0％で、熟練者の割合が高い。一方、非常勤では「２年未満」が 36.9％と４割程度を

占め、「5 年以上」の経験者は２割程度にとどまっている。 
 
図表 200 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(９) 認知症介護実践者研修の有無 

認知症介護実践者研修の受講有無について、全体では「ある」が 51.5%、「ない」が

45.7%となっている。 
雇用形態別にみると、正規職員では「ある」が 59.6％、「ない」が 37.8％で、受講経

験者が６割程度いるが、非正規職員では「ある」の割合が 35.1％にとどまっている。 
 
図表 201 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

51.5

59.6

35.1

45.7

37.8

62.3

2.8

2.6

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N:1,252)

正規職員

(N:854)

非正規職員

(N:379)

ある ない 無回答

23.5

17.4

36.9

41.6

41.5

42.2

33.5

40.0

19.3

1.4

1.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N:1,252）

常勤職員

（N:1013）

非常勤職員

（N:232）

2年未満 2～5年未満 5年以上 無回答
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２. 満足度 

(１) 職務内容の満足度 

職務内容の満足度について、全体では「まあ満足している」が 69.4%と最も高く、次

いで「あまり満足していない」が 16.6%、「大変満足している」が 12.0%となっている。

全体の 81.4％で満足している様子がうかがえる。 
 
勤務形態別、年齢層別にみても、顕著の差はみられない。 
 
 
図表 202 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12.0 69.4 16.6

1.0 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変満足している まあ満足している あまり満足していない

全く満足していない 無回答

(N:1,252)

Q 2_1 職務内容の満足度
合
計

大
変
満
足
し
て
い
る

ま
あ
満
足
し
て
い
る

あ
ま
り
満
足
し
て
い
な

い 全
く
満
足
し
て
い
な
い

無
回
答

全体 N 1,252 150 869 208　 12　 13
% 100.0 12.0 69.4 16.6　 1.0　 1.0

常勤 N 1,013 117 705 170　 11　 10
% 100.0 11.5 69.6 16.8　 1.1　 1.0

非常勤 N 232 31 161 36　 1　 3
% 100.0 13.4 69.4 15.5　 0.4　 1.3

無回答 N 7 2 3 2　 0　 0
% 100.0 28.6 42.9 28.6　 0.0　 0.0

10～20代 N 297 41 203 50　 2　 1
% 100.0 13.8 68.4 16.8　 0.7　 0.3

30～40代 N 559 66 383 99　 7　 4
% 100.0 11.8 68.5 17.7　 1.3　 0.7

50代以上 N 381 40 273 57　 3　 8
% 100.0 10.5 71.7 15.0　 0.8　 2.1

無回答 N 15 3 10 2　 0　 0
% 100.0 20.0 66.7 13.3　 0.0　 0.0

勤
務
形
態

年
齢
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(２) 職場の人間関係 

職場の人間関係について、全体では「まあ満足している」の 62.9%と、「大変満足して

いる」の 17.7%を合わせて８割程度で満足していると回答している。 
 
勤務形態別にみると、非常勤職員で満足している割合が高い。 
 

 
図表 203 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

17.7 62.9 15.8

3.2 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変満足している まあ満足している あまり満足していない

全く満足していない 無回答

(N:1,252)

Q 2_2 職場内人間関係の満足度
合
計

大
変
満
足
し
て
い
る

ま
あ
満
足
し
て
い
る

あ
ま
り
満
足
し
て
い
な

い 全
く
満
足
し
て
い
な
い

無
回
答

全体 N 1,252 222 788 198　 40　 4
% 100.0 17.7 62.9 15.8　 3.2　 0.3

常勤 N 1,013 168 631 173　 38　 3
% 100.0 16.6 62.3 17.1　 3.8　 0.3

非常勤 N 232 52 152 25　 2　 1
% 100.0 22.4 65.5 10.8　 0.9　 0.4

無回答 N 7 2 5 0　 0　 0
% 100.0 28.6 71.4 0.0　 0.0　 0.0

10～20代 N 297 64 174 50　 9　 0
% 100.0 21.5 58.6 16.8　 3.0　 0.0

30～40代 N 559 94 355 91　 18　 1
% 100.0 16.8 63.5 16.3　 3.2　 0.2

50代以上 N 381 62 248 55　 13　 3
% 100.0 16.3 65.1 14.4　 3.4　 0.8

無回答 N 15 2 11 2　 0　 0
% 100.0 13.3 73.3 13.3　 0.0　 0.0

勤
務
形
態

年
齢
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(３) 労働環境 

職場の労働環境に関する満足度について、全体では「まあ満足している」の 58.9%と、

「大変満足している」の 10.5%を合わせて７割弱程度で満足していると回答している。

職務内容や人間関係の満足度よりも、若干低い割合となっている。 
 
勤務形態別、年齢層別にみても、顕著な差はみられない。 

 
 

図表 204 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10.5 58.9 25.1 4.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変満足している まあ満足している あまり満足していない

全く満足していない 無回答

(N:1,252)

Q 2_3 労働環境の満足度
合
計

大
変
満
足
し
て
い
る

ま
あ
満
足
し
て
い
る

あ
ま
り
満
足
し
て
い
な

い 全
く
満
足
し
て
い
な
い

無
回
答

全体 N 1,252 131 738 314　 60　 9
% 100.0　 10.5　 58.9　 25.1　 4.8　 0.7　

常勤 N 1,013 97 597 261　 51　 7
% 100.0 9.6 58.9 25.8　 5.0　 0.7

非常勤 N 232 32 139 50　 9　 2
% 100.0　 13.8　 59.9　 21.6　 3.9　 0.9　

無回答 N 7 2 2 3　 0　 0
% 100.0 28.6 28.6 42.9　 0.0　 0.0

10～20代 N 297　 33　 166　 82　 15　 1　
% 100.0 11.1 55.9 27.6　 5.1　 0.3

30～40代 N 559 51 334 142　 29　 3
% 100.0 9.1 59.7 25.4　 5.2　 0.5

50代以上 N 381 46 229 85　 16　 5
% 100.0 12.1 60.1 22.3　 4.2　 1.3

無回答 N 15 1 9 5　 0　 0
% 100.0 6.7 60.0 33.3　 0.0　 0.0

勤
務
形
態

年
齢
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(４) 雇用条件・処遇 

雇用条件・処遇について、全体では「まあ満足している」の 48.7%と、「大変満足して

いる」の 8.5%を合わせて 57.2％が満足していると回答している。一方、「あまり満足し

ていない」（34.2％）、「全く満足していない」（7.8％）も合わせて４割以上となっており、

雇用条件や処遇に対する不満足度は比較的に高いといえる。 
 
勤務形態別にみると、非常勤職員の方が満足している割合が若干たかい。 

 
図表 205 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8.5 48.7 34.2 7.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変満足している まあ満足している あまり満足していない

全く満足していない 無回答

(N:1,252)

Q 2_4 雇用条件・処遇の満足度
合
計

大
変
満
足
し
て
い
る

ま
あ
満
足
し
て
い
る

あ
ま
り
満
足
し
て
い
な

い 全
く
満
足
し
て
い
な
い

無
回
答

全体 N 1,252 107 610 428 98　 9
% 100.0 8.5 48.7 34.2 7.8　 0.7

常勤 N 1,013 77 486 356 88　 6
% 100.0 7.6 48.0 35.1 8.7　 0.6

非常勤 N 232 28 123 68 10　 3
% 100.0 12.1 53.0 29.3 4.3　 1.3

無回答 N 7 2 1 4 0　 0
% 100.0 28.6 14.3 57.1 0.0　 0.0

10～20代 N 297 22 142 107 24　 2
% 100.0　 7.4　 47.8　 36.0　 8.1　 0.7　

30～40代 N 559 40 274 194 48　 3
% 100.0 7.2 49.0 34.7 8.6　 0.5

50代以上 N 381　 44　 185　 123　 25　 4　
% 100.0 11.5 48.6 32.3 6.6　 1.0

無回答 N 15 1 9 4 1　 0
% 100.0 6.7 60.0 26.7 6.7　 0.0

勤
務
形
態

年
齢
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３. 就業状況 

(１) 休憩時間 

休息時間を規定通り取れているかの質問に対して、全体では「あまり取れない」が

34.0％、「全く取れない」が 21.3％で、全体の半数以上で取れていない実態がうかがわれ

る。 
勤務形態別にみると、常勤の方が非常勤よりも「あまり取れない」「全く取れない」とする

割合が高い。 
 

 
図表 206 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13.3 30.5 34.0 21.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取れる まあ取れる あまり取れない 全く取れない 無回答

(N:1,252)

Q 3_1 規定通りの休憩時間取得
合
計

取
れ
る

ま
あ
取
れ
る

あ
ま
り
取
れ
な
い

全
く
取
れ
な
い

無
回
答

全体 N 1,252　 167　 382　 426　 267　 10　
% 100.0　 13.3　 30.5　 34.0　 21.3　 0.8　

常勤 N 1,013 115 302 360　 229　 7
% 100.0　 11.4　 29.8　 35.5　 22.6　 0.7　

非常勤 N 232　 50　 79　 64　 36　 3　
% 100.0　 21.6　 34.1　 27.6　 15.5　 1.3　

無回答 N 7 2 1 2　 2　 0
% 100.0　 28.6　 14.3　 28.6　 28.6　 0.0　

10～20代 N 297　 38　 93　 93　 71　 2　
% 100.0　 12.8　 31.3　 31.3　 23.9　 0.7　

30～40代 N 559 68 174 190　 124　 3
% 100.0　 12.2　 31.1　 34.0　 22.2　 0.5　

50代以上 N 381　 57　 112　 138　 69　 5　
% 100.0　 15.0　 29.4　 36.2　 18.1　 1.3　

無回答 N 15 4 3 5　 3　 0
% 100.0　 26.7　 20.0　 33.3　 20.0　 0.0　

勤
務
形
態

年
齢
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(２) 休暇 

有給休暇の取得状況について聞いたところ、全体では「取れる」が 30.2％で最も高く、

「まあ取れる」が 23.6％となっている。一方で、「あまり取れない」は 27.0％、「全く取

れない」は 16.0％で、全体の４割以上で休暇を取りにくい状況となっている。 
勤務形態別にみると、非常勤では「取れる」とする割合が 53.0％と高い割合になって

いるが、「あまり取れない」（14.2％）、「全く取れない」（20.3％）とする者も３割以上い

る。 
 

 
図表 207 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.2 23.6 27.0 16.0

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取れる まあ取れる あまり取れない 全く取れない 無回答

(N:1,252)

Q 3_2 有給休暇の消化
合
計

取
れ
る

ま
あ
取
れ
る

あ
ま
り
取
れ
な
い

全
く
取
れ
な
い

無
回
答

全体 N 1,252　 378　 296　 338　 200　 40　
% 100.0　 30.2　 23.6　 27.0　 16.0　 3.2　

常勤 N 1,013 294 253 303　 152　 11
% 100.0　 29.0　 25.0　 29.9　 15.0　 1.1　

非常勤 N 232　 80　 43　 33　 47　 29　
% 100.0　 34.5　 18.5　 14.2　 20.3　 12.5　

無回答 N 7 4 0 2　 1　 0
% 100.0　 57.1　 0.0　 28.6　 14.3　 0.0　

10～20代 N 297　 89　 86　 73　 46　 3　
% 100.0　 30.0　 29.0　 24.6　 15.5　 1.0　

30～40代 N 559 154 137 164　 94　 10
% 100.0　 27.5　 24.5　 29.3　 16.8　 1.8　

50代以上 N 381　 126　 72　 99　 59　 25　
% 100.0　 33.1　 18.9　 26.0　 15.5　 6.6　

無回答 N 15 9 1 2　 1　 2
% 100.0　 60.0　 6.7　 13.3　 6.7　 13.3　

勤
務
形
態

年
齢



 

 

173

(３) 残業手当 

残業手当が実績通りに支払われているかの質問に対し、全体では「支払われている」

が 34.0％で最も高く、「まあ支払われている」が 24.8％となっている。一方で、「あまり

払われていない」は 22.2％、「全く払われていない」は 15.6％で、全体の 37.8％が支払

われていないと回答している。 
 
勤務形態別にみると、常勤職員で「あまり支払われていない」「全く支払われていない」

の割合が高い。 
 
 

図表 208 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

34.0 24.8 22.2 15.6

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

支払われている まあ支払われている あまり支払われていない
全く支払われていない 無回答

(N:1,252)

Q 3_3 実績通りの残業代支払
合
計

支
払
わ
れ
て
い
る

ま
あ
支
払
わ
れ
て
い
る

あ
ま
り
支
払
わ
れ
て
い

な
い

全
く
支
払
わ
れ
て
い
な

い 無
回
答

全体 N 1,252　 426　 311　 278　 195　 42　
% 100.0　 34.0　 24.8　 22.2　 15.6　 3.4　

常勤 N 1,013　 316　 262　 242　 170　 23　
% 100.0　 31.2　 25.9　 23.9　 16.8　 2.3　

非常勤 N 232　 107　 49　 34　 23　 19　
% 100.0　 46.1　 21.1　 14.7　 9.9　 8.2　

無回答 N 7　 3　 0　 2　 2　 0　
% 100.0　 42.9　 0.0　 28.6　 28.6　 0.0　

10～20代 N 297　 87　 76　 75　 54　 5　
% 100.0　 29.3　 25.6　 25.3　 18.2　 1.7　

30～40代 N 559　 183　 153　 118　 95　 10　
% 100.0　 32.7　 27.4　 21.1　 17.0　 1.8　

50代以上 N 381　 150　 79　 82　 44　 26　
% 100.0　 39.4　 20.7　 21.5　 11.5　 6.8　

無回答 N 15　 6　 3　 3　 2　 1　
% 100.0　 40.0　 20.0　 20.0　 13.3　 6.7　

勤
務
形
態

年
齢
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(４) 教育研修の状況 

職務に必要な知識を教育体制や研修などにより得ることができているかの質問に対し、

全体では「まあできる」が 41.0％で最も高く、「できる」が 35.2％となっている。「あま

りできていない」は 19.2％、「全くできていない」は 3.8％で、できていないとする回答

は比較的に少なく、全体の２割程度となっている。 
 

 
 

図表 209 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

35.2 41.0 19.2 3.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できる まあできる あまりできない 全くできない 無回答

(N:1,252)

Q 3_4 教育体制・研修による職務上必要な知識の習得
合
計

で
き
る

ま
あ
で
き
る

あ
ま
り
で
き
な
い

全
く
で
き
な
い

無
回
答

全体 N 1,252　 441　 513　 240　 47　 11　
% 100.0　 35.2　 41.0　 19.2　 3.8　 0.9　

常勤 N 1,013 357 424 192　 34　 6
% 100.0　 35.2　 41.9　 19.0　 3.4　 0.6　

非常勤 N 232　 80　 87　 47　 13　 5　
% 100.0　 34.5　 37.5　 20.3　 5.6　 2.2　

無回答 N 7 4 2 1　 0　 0
% 100.0　 57.1　 28.6　 14.3　 0.0　 0.0　

10～20代 N 297　 104　 124　 60　 8　 1　
% 100.0　 35.0　 41.8　 20.2　 2.7　 0.3　

30～40代 N 559 205 216 114　 22　 2
% 100.0　 36.7　 38.6　 20.4　 3.9　 0.4　

50代以上 N 381　 128　 166　 62　 17　 8　
% 100.0　 33.6　 43.6　 16.3　 4.5　 2.1　

無回答 N 15 4 7 4　 0　 0
% 100.0　 26.7　 46.7　 26.7　 0.0　 0.0　

勤
務
形
態

年
齢
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４. グループホームケアに対する意識 

(１) 利用者の底力を感じたり、教えられたりすること 

日常業務を通じて「利用者の底力や経験による優れた面を感じたこと」があるかとの

質問に対して、全体では「大いにある」と「まあある」を合わせて 87.5%が「ある」と

回答している。 
勤務形態別、年齢層別には顕著な差は見られない。 
 
図表 210 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

37.3 50.2 11.3

0.3 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 無回答

(N:1,252)

Q 4_1 利用者の底力・経験による優れた面を感じること
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

無
回
答

全体 N 1,252　 467　 628　 141　 4　 12　
% 100.0　 37.3　 50.2　 11.3　 0.3　 1.0　

常勤 N 1,013 391 506 103　 3　 10
% 100.0　 38.6　 50.0　 10.2　 0.3　 1.0　

非常勤 N 232　 74　 119　 36　 1　 2　
% 100.0　 31.9　 51.3　 15.5　 0.4　 0.9　

無回答 N 7　 2　 3　 2　 0　 0　
% 100.0　 28.6　 42.9　 28.6　 0.0　 0.0　

2年未満 N 294　 101　 146　 41　 3　 3　
% 100.0　 34.4　 49.7　 13.9　 1.0　 1.0　

2～5年未満 N 521　 177　 286　 54　 0　 4　
% 100.0 34.0 54.9 10.4　 0.0　 0.8

5年以上 N 420　 187　 187　 42　 1　 3　
% 100.0　 44.5　 44.5　 10.0　 0.2　 0.7　

無回答 N 17　 2　 9　 4　 0　 2　
% 100.0　 11.8　 52.9　 23.5　 0.0　 11.8　

勤
務
形
態

認
知
症
介
護
の
職

務
経
験
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(２) 認知症の症状緩和へのグループホームの有効性 

職務を通じて「利用者支援におけるグループホームでの関わりや個別ケアの有効性」

を実感しているかとの質問に対し、全体では「大いにある」と「まあある」を合わせて

89.1％.1%が「ある」と回答している。 
勤務形態別、年齢層別には顕著な差は見られない。 
 
図表 211 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

34.4 54.7 8.9

0.4 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 無回答

(N:1,252)

Q 4_2 利用者支援における、グループホームでの関わり・個別ケアの有効性
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

無
回
答

全体 N 1,252 431 685 112 5　 19
% 100.0 34.4 54.7 8.9 0.4　 1.5

常勤 N 1,013 362 555 80 4　 12
% 100.0 35.7 54.8 7.9 0.4　 1.2

非常勤 N 232 67 127 30 1　 7
% 100.0 28.9 54.7 12.9 0.4　 3.0

無回答 N 7 2 3 2 0　 0
% 100.0 28.6 42.9 28.6 0.0　 0.0

2年未満 N 294 85 173 27 3　 6
% 100.0 28.9 58.8 9.2 1.0　 2.0

2～5年未満 N 521 177 276 58 2　 8
% 100.0 34.0 53.0 11.1 0.4　 1.5

5年以上 N 420 168 228 22 0　 2
% 100.0 40.0 54.3 5.2 0.0　 0.5

無回答 N 17 1 8 5 0　 3
% 100.0 5.9 47.1 29.4 0.0　 17.6

勤
務
形
態

認
知
症
介
護
の
職

務
経
験
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(３) 職務に対するやりがい・喜び 

「職務に対するやりがいや喜び」を感じることがあるかとの質問に対し、全体では「大

いにある」と「まあある」を合わせて 90.0%が「ある」と回答している。 
勤務形態別、年齢層別には顕著な差は見られない。 
 
図表 212 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

29.2 60.8 8.9

0.8 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 無回答

(N:1,252)

Q 4_3 職務に対するやりがい・喜び
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

無
回
答

全体 N 1,252 365 761 112　 10　 4
% 100.0　 29.2　 60.8　 8.9　 0.8　 0.3　

常勤 N 1,013　 294　 614　 92　 9　 4　
% 100.0　 29.0　 60.6　 9.1　 0.9　 0.4　

非常勤 N 232　 69　 142　 20　 1　 0　
% 100.0 29.7 61.2 8.6　 0.4　 0.0

無回答 N 7　 2　 5　 0　 0　 0　
% 100.0　 28.6　 71.4　 0.0　 0.0　 0.0　

2年未満 N 294　 94　 173　 24　 3　 0　
% 100.0 32.0 58.8 8.2　 1.0　 0.0

2～5年未満 N 521　 146　 318　 51　 4　 2　
% 100.0　 28.0　 61.0　 9.8　 0.8　 0.4　

5年以上 N 420　 123　 259　 34　 3　 1　
% 100.0 29.3 61.7 8.1　 0.7　 0.2

無回答 N 17　 2　 11　 3　 0　 1　
% 100.0　 11.8　 64.7　 17.6　 0.0　 5.9　

勤
務
形
態

認
知
症
介
護
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職

務
経
験
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(４) 職務への適正 

「自分自身の職務への適正」について質問したところ、「まあある」が 70.1％で全体お

７割を占めている。また、「大いにある」は 12.1％となっている。 
認知症介護の経験年数別にみると、経験年数が多くなるほど「大いにある」の割合が

若干増える。 
 
 
図表 213 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
」 
 
 
 
 

12.1 70.1 15.5

0.9 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 無回答

(N:1,252)

Q 4_4 自分自身の職務への適正
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

無
回
答

全体 N 1,252　 151　 878　 194　 11　 18　
% 100.0　 12.1　 70.1　 15.5　 0.9　 1.4　

常勤 N 1,013 129 700 163　 9　 12
% 100.0　 12.7　 69.1　 16.1　 0.9　 1.2　

非常勤 N 232　 20　 173　 31　 2　 6　
% 100.0　 8.6　 74.6　 13.4　 0.9　 2.6　

無回答 N 7　 2　 5　 0　 0　 0　
% 100.0　 28.6　 71.4　 0.0　 0.0　 0.0　

2年未満 N 294　 32　 198　 53　 5　 6　
% 100.0　 10.9　 67.3　 18.0　 1.7　 2.0　

2～5年未満 N 521　 61　 369　 79　 5　 7　
% 100.0 11.7 70.8 15.2　 1.0　 1.3

5年以上 N 420　 57　 303　 56　 1　 3　
% 100.0　 13.6　 72.1　 13.3　 0.2　 0.7　

無回答 N 17　 1　 8　 6　 0　 2　
% 100.0　 5.9　 47.1　 35.3　 0.0　 11.8　
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５. 夜間の就業について 

(１) 夜間の人員体制 

夜間の人員体制について本人の意識を聞いたところ、「足りている」（21.7％）と「ま

あ足りている」（33.7％）を合わせて５割以上が夜間の人員の不足間を感じていない。一

方で、「少し不足」は 23.2％、「大いに不足」は 6.8％となっている。 
 
図表 214 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

21.7 33.7 23.2 6.8 14.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

足りている まあ足りている 少し不足 大いに不足 非該当・無回答

(N:1,252)

Q 5_1 夜間の人員体制
合
計

足
り
て
い
る

ま
あ
足
り
て
い
る

少
し
不
足

大
い
に
不
足

非
該
当
・
無
回
答

全体 N 1,252 272 422 290　 85　 183
% 100.0 21.7 33.7 23.2　 6.8　 14.6

常勤 N 1,013 245 376 256　 75　 61
% 100.0 24.2 37.1 25.3　 7.4　 6.0

非常勤 N 232 26 45 30　 10　 121
% 100.0 11.2 19.4 12.9　 4.3　 52.2

無回答 N 7 1 1 4　 0　 1
% 100.0 14.3 14.3 57.1　 0.0　 14.3

10～20代 N 297 79 109 72　 19　 18
% 100.0 26.6 36.7 24.2　 6.4　 6.1

30～40代 N 559 116 196 134　 40　 73
% 100.0 20.8 35.1 24.0　 7.2　 13.1

50代以上 N 381 73 112 79　 26　 91
% 100.0 19.2 29.4 20.7　 6.8　 23.9

無回答 N 15 4 5 5　 0　 1
% 100.0 26.7 33.3 33.3　 0.0　 6.7

勤
務
形
態

年
齢



 

 

180

(２) 緊急体制 

夜間の緊急体制について本人の意識を聞いたところ、「少し不安」が 38.0％で最も高く、

「大いに不安」の 15.4％を合わせて 53.4％の回答者が不安を感じている様子がわかる。 
 
図表 215 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.4 27.9 38.0 15.4 14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに安心 まあ安心 少し不安 大いに不安 非該当・無回答

(N:1,252)

Q 5_2 夜間の緊急時体制
合
計

大
い
に
安
心

ま
あ
安
心

少
し
不
安

大
い
に
不
安

非
該
当
・
無
回
答

全体 N 1,252 55 349 476　 193　 179
% 100.0 4.4 27.9 38.0　 15.4　 14.3

常勤 N 1,013　 49　 309　 422　 174　 59　
% 100.0 4.8 30.5 41.7　 17.2　 5.8

非常勤 N 232 6 39 51　 17　 119
% 100.0 2.6 16.8 22.0　 7.3　 51.3

無回答 N 7　 0　 1　 3　 2　 1　
% 100.0 0.0 14.3 42.9　 28.6　 14.3

10～20代 N 297 15 89 125　 49　 19
% 100.0 5.1 30.0 42.1　 16.5　 6.4

30～40代 N 559　 25　 154　 220　 88　 72　
% 100.0 4.5 27.5 39.4　 15.7　 12.9

50代以上 N 381 15 99 124　 56　 87
% 100.0 3.9 26.0 32.5　 14.7　 22.8

無回答 N 15　 0　 7　 7　 0　 1　
% 100.0 0.0 46.7 46.7　 0.0　 6.7

勤
務
形
態

年
齢
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(３) 夜間の業務量 

夜間の業務量ついて本人の意識を聞いたところ、「まあ多い」が 52.2％で半数を占め、

「大変に多い」が 6.2％となっている。 
勤務形態別にみると、業務量をあまり感じていない割合は常勤職員に多く、「あまりな

い」「全くない」の合計割合は、常勤が 28.3％、非常勤が 13.0％となっている。 
 
 
図表 216 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.2 52.2 24.8

0.8

16.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変に多い まあ多い あまりない 全くない 非該当・無回答

(N:1,252)

Q 5_3 夜間の業務量
合
計

大
変
に
多
い

ま
あ
多
い

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

非
該
当
・
無
回
答

全体 N 1,252　 77　 653　 311　 10　 201　
% 100.0　 6.2　 52.2　 24.8　 0.8　 16.1　

常勤 N 1,013　 68　 585　 283　 4　 73　
% 100.0　 6.7　 57.7　 27.9　 0.4　 7.2　

非常勤 N 232　 9　 66　 25　 5　 127　
% 100.0　 3.9　 28.4　 10.8　 2.2　 54.7　

無回答 N 7 0 2 3 1　 1
% 100.0　 0.0　 28.6　 42.9　 14.3　 14.3　

10～20代 N 297 13 163 100 1　 20
% 100.0　 4.4　 54.9　 33.7　 0.3　 6.7　

30～40代 N 559 32 313 132 2　 80
% 100.0　 5.7　 56.0　 23.6　 0.4　 14.3　

50代以上 N 381 32 170 75 6　 98
% 100.0　 8.4　 44.6　 19.7　 1.6　 25.7　

無回答 N 15 0 7 4 1　 3
% 100.0　 0.0　 46.7　 26.7　 6.7　 20.0　

勤
務
形
態

年
齢
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(４) ストレス 

夜間のストレスの状況を聞いたところ、「まあある」が 43.9％で最も高く、「大いにあ

る」の 24.4％を合わせて 68.3％の回答者がストレスを感じている様子がわかる。 
「あまりない」の割合は 16.2％、「全くない」の割合は僅かに 1.0％となった。 
勤務形態別にみると、常勤と非常勤では大きな差がある。「大いにある」「まあある」

の合計割合は、常勤が 75.6％であるのに対し、非常勤では 37.1％にとどまっている。 
 
 
図表 217 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24.4 43.9 16.2

1.0

14.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いにある まあある あまりない 全くない 非該当・無回答

(N:1,252)

Q 5_4 夜間のストレス
合
計

大
い
に
あ
る

ま
あ
あ
る

あ
ま
り
な
い

全
く
な
い

非
該
当
・
無
回
答

全体 N 1,252 306 550 203　 12　 181
% 100.0 24.4 43.9 16.2　 1.0　 14.5

常勤 N 1,013 272 493 175　 11　 62
% 100.0 26.9 48.7 17.3　 1.1　 6.1

非常勤 N 232 32 54 27　 1　 118
% 100.0 13.8 23.3 11.6　 0.4　 50.9

無回答 N 7 2 3 1　 0　 1
% 100.0 28.6 42.9 14.3　 0.0　 14.3

10～20代 N 297 80 142 54　 2　 19
% 100.0　 26.9　 47.8　 18.2　 0.7　 6.4　

30～40代 N 559 144 253 82　 8　 72
% 100.0 25.8 45.3 14.7　 1.4　 12.9

50代以上 N 381　 79　 147　 64　 2　 89　
% 100.0 20.7 38.6 16.8　 0.5　 23.4

無回答 N 15 3 8 3　 0　 1
% 100.0 20.0 53.3 20.0　 0.0　 6.7

勤
務
形
態

年
齢
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(５) ストレスの具体的な要因 

ストレスが「大いにある」または「まあある」と回答した職員に対し、ストレスの要

因として影響がある項目を聞いたところ、「利用者との関係」が 37.8%で最も高く、次い

で「同僚との関係」が 31.7%、「労働条件」が 24.9%、「職務内容」が 23.6％、「夜勤」が

23.5％と続いている。 
 
 
図表 218 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

37.8

31.7

18.3

23.6

13.8

24.9

23.5

16.3

1.0

0% 10% 20% 30% 40%

利用者との関係

同僚との関係

上司との関係

職務の内容

長時間労働

労働条件

夜勤

その他

無回答

(N:780)
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６. 現在の職務に対する意識 

(１) 過去１年で仕事を辞めたいと思った経験 

過去１年の間に仕事を辞めたいと思った経験について聞いたところ、全体では「ある」

が 52.0%、「ない」が 47.2%となっている。 
勤務形態別にみると、「ある」の割合は常勤が 53.7％、非常勤が 44.4％で、常勤が辞

めたいと思う割合の方が高い。 
年齢層別にみると、若い世代ほど「辞めたいと思った経験」を持つ回答者が多い。 
 
図表 219 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52.0 47.2

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

(N:1,252)

Q 7 過去１年で仕事を辞めたいと思った経験
合
計

あ
る

な
い

無
回
答

全体 N 1,252 651 591　 10
% 100.0 52.0 47.2　 0.8

常勤 N 1,013 544 461　 8　
% 100.0 53.7 45.5　 0.8

非常勤 N 232 103 128　 1　
% 100.0 44.4 55.2　 0.4

無回答 N 7　 4　 2　 1　
% 100.0 57.1 28.6　 14.3

10～20代 N 297 175 122　 0　
% 100.0 58.9 41.1　 0.0

30～40代 N 559 314 239　 6　
% 100.0 56.2 42.8　 1.1

50代以上 N 381 155 222　 4　
% 100.0 40.7 58.3　 1.0

無回答 N 15 7　 8　 0　
% 100.0 46.7 53.3　 0.0

勤
務
形
態

年
齢
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(２) 現在のグループホームでの就労意向 

今後、現在のグループホームで就労を続けたいかとの質問では、「はい」が 59.3%、「い

いえ」が 5.0%、「わからない」が 34.6%となっている。 
勤務形態別にみると、常勤よりも非常勤職員で続けたいという割合が若干高くなって

いる。 
年齢層別にみると、10～20 代では「はい」が 48.5%、30～40 代が 55.6％、50 代以上

が 73.5%で、年齢層が高くなるほど就労の継続意向が高くなる。 
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59.3 5.0 34.6

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ わからない 無回答

(N:1,252)

Q 8 今後のグループホーム就労意向
合
計

は
い

い
い
え

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 N 1,252　 743　 63　 433　 13　
% 100.0　 59.3　 5.0　 34.6　 1.0　

常勤 N 1,013　 590　 54　 359　 10　
% 100.0　 58.2　 5.3　 35.4　 1.0　

非常勤 N 232　 152　 9　 68　 3　
% 100.0　 65.5　 3.9　 29.3　 1.3　

無回答 N 7　 1　 0　 6　 0　
% 100.0　 14.3　 0.0　 85.7　 0.0　

10～20代 N 297　 144　 17　 133　 3　
% 100.0　 48.5　 5.7　 44.8　 1.0　

30～40代 N 559　 311　 25　 218　 5　
% 100.0　 55.6　 4.5　 39.0　 0.9　

50代以上 N 381　 280　 20　 77　 4　
% 100.0　 73.5　 5.2　 20.2　 1.0　

無回答 N 15　 8　 1　 5　 1　
% 100.0　 53.3　 6.7　 33.3　 6.7　

勤
務
形
態

年
齢
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(３) 職務における不安 

現在の職務上で不安に思っている項目を聞いたところ、「夜勤に何が起こるかわからな

い不安」が最も高く 52.2％となった。次いで、「日々の支援が利用者の満足につながって

いるかわからないことの不安」が 42.3％、「職務内容のわりに賃金が低いこと」が 34.8％
と続く。 

 
 
図表 221 

52.2

28.5

42.3

34.8

17.5

19.2

13.7

22.4

9.6

11.4

15.3

6.3

5.5

0% 20% 40% 60%

夜勤に何が起こるかわからない不安

認知症ケア・介護技術が不足していることによ

る不安

日々の支援が、利用者の満足につながっている

かわからないことへの不安

職務内容のわりに賃金が低いこと

休憩時間・有給休暇が十分にとれないこと

介護職員の配置が十分でないこと

身体的な負担による腰痛・体調不良に関するこ

と

ストレスがたまって精神的に疲れていること

経験を重ねてもキャリアアップが図りにくいこ

と

利用者との人間関係

上司や同僚との人間関係

その他

無回答

(N:1,252)
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[勤務形態別] 
職務上の不安について勤務形態別にみると、常勤では「夜勤に何が起こるかわからな

い不安」（55.8％）、「職務内容のわりに賃金が低いこと」（36.2％）、「ストレスがたまっ

て精神的に疲れていること」（23.3％）などの項目が非常勤よりも高くなっている。 
一方、非常勤では「認知症ケア・介護技術が不足していることによる不安」（37.1％）、

「日々の支援が利用者の満足度につながっているかわからないこと」（53.9％）、「身体的

な負担による腰痛・体調不良など」（22.8％）、「利用者との人間関係」（18.1％）などの

項目が、常勤よりも高めになっている。 
 
[年齢層別] 
年齢層別にみると、ほとんどの項目では特徴的な傾向はみられないが、「身体的な負担

による腰痛・体調不良など」は 50 代以上の層で割合が高く、「ストレスがたまって精神

的に疲れていること」は 10～20 代の層で割合が高い。 
図表 222 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Q 11 職務上の不安 （複数回答）
合
計

夜
勤
に
何
が
起
こ
る
か

わ
か
ら
な
い
不
安

認
知
症
ケ
ア
・
介
護
技

術
が
不
足
し
て
い
る
こ

と
に
よ
る
不
安

日
々
の
支
援
が

、
利
用

者
の
満
足
に
つ
な
が

っ

て
い
る
か
わ
か
ら
な
い

こ
と
へ
の
不
安

職
務
内
容
の
わ
り
に
賃

金
が
低
い
こ
と

休
憩
時
間
・
有
給
休
暇

が
十
分
に
と
れ
な
い
こ

と 介
護
職
員
の
配
置
が
十

分
で
な
い
こ
と

全体 N 1,252　 653　 357　 529　 436　 219　 240　
% 100.0　 52.2　 28.5　 42.3　 34.8　 17.5　 19.2　

常勤 N 1,013　 565　 271　 400　 367　 190　 195　
% 100.0　 55.8　 26.8　 39.5　 36.2　 18.8　 19.2　

非常勤 N 232　 81　 86　 125　 68　 28　 44　
% 100.0　 34.9　 37.1　 53.9　 29.3　 12.1　 19.0　

無回答 N 7　 7　 0　 4　 1　 1　 1　
% 100.0　 100.0　 0.0　 57.1　 14.3　 14.3　 14.3　

10～20代 N 297　 157　 90　 133　 104　 51　 55　
% 100.0　 52.9　 30.3　 44.8　 35.0　 17.2　 18.5　

30～40代 N 559　 278　 153　 231　 210　 101　 115　
% 100.0　 49.7　 27.4　 41.3　 37.6　 18.1　 20.6　

50代以上 N 381　 212　 109　 161　 117　 65　 68　
% 100.0 55.6 28.6 42.3 30.7　 17.1　 17.8

無回答 N 15　 6　 5　 4　 5　 2　 2　
% 100.0　 40.0　 33.3　 26.7　 33.3　 13.3　 13.3　

勤
務
形
態

年
齢

合
計

身
体
的
な
負
担
に
よ
る

腰
痛
・
体
調
不
良
に
関

す
る
こ
と

ス
ト
レ
ス
が
た
ま

っ
て

精
神
的
に
疲
れ
て
い
る

こ
と

経
験
を
重
ね
て
も
キ
ャ

リ
ア
ア

ッ
プ
が
図
り
に

く
い
こ
と

利
用
者
と
の
人
間
関
係

上
司
や
同
僚
と
の
人
間

関
係

そ
の
他

無
回
答

全体 N 1,252　 172　 280　 120　 143　 191　 79　 69　
% 100.0　 13.7　 22.4　 9.6　 11.4　 15.3　 6.3　 5.5　

常勤 N 1,013　 119　 236　 99　 99　 154　 65　 60　
% 100.0　 11.7　 23.3　 9.8　 9.8　 15.2　 6.4　 5.9　

非常勤 N 232　 53　 41　 21　 42　 35　 14　 9　
% 100.0　 22.8　 17.7　 9.1　 18.1　 15.1　 6.0　 3.9　

無回答 N 7　 0　 3　 0　 2　 2　 0　 0　
% 100.0　 0.0　 42.9　 0.0　 28.6　 28.6　 0.0　 0.0　

10～20代 N 297　 23　 86　 32　 39　 33　 16　 19　
% 100.0　 7.7　 29.0　 10.8　 13.1　 11.1　 5.4　 6.4　

30～40代 N 559　 74　 128　 50　 54　 89　 44　 27　
% 100.0　 13.2　 22.9　 8.9　 9.7　 15.9　 7.9　 4.8　

50代以上 N 381 73 62 36 48 67　 19　 23
% 100.0 19.2 16.3 9.4 12.6 17.6　 5.0　 6.0

無回答 N 15　 2　 4　 2　 2　 2　 0　 0　
% 100.0　 13.3　 26.7　 13.3　 13.3　 13.3　 0.0　 0.0　

勤
務
形
態

年
齢
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－資料編（調査票）－ 



 

 

190



  
 
 

全国認知症グループホーム協会 

第２回グループホーム実態調査 

 

１. 事業所の基本情報 

問1 貴事業所に関する以下の項目について、下欄に記入してください。 

（平成 18 年 12 月 1 日現在） 

1） 事業所の所在地 
                     都 道 府 県 

2） 事業所の法人格 

（ひとつに○） 

1. 社会福祉法人 2. 医療法人  3. ＮＰＯ法人  4. 株式会社 
5. 有限会社    6. その他 

3） 設置主体 
（母体法人の法人格） 

1. 社会福祉法人 2. 医療法人  3. ＮＰＯ法人  4. 株式会社 
5. 有限会社    6. その他   7.なし（単独法人など） 

4） 開設年 

1.  1999 年以前 
2.  2000 年 
3.  2001 年 
4.  2002 年 

 5.  2003 年 
 6.  2004 年 
 7.  2005 年 
 8.  2006 年 

 

5） 実施サービス 

1. 共用型の認知症対応型通所介護 
2. 短期利用共同生活介護 
3. 介護保険以外のサービス 
  ↓ 
 具体内容（                          ） 
 

6） ユニット数 
      ユニット 

7） 定員 
      人 →※複数ユニットの場合は全ての合計人数 

8） 現在の入居者数 
 
      人 →※複数ユニットの場合は全ての合計人数 

ア 土地 
1. 法人所有    2. 無償貸与    3. 一部賃貸  

4. 全部賃借 →月額賃借料          円 

イ 建物 

1. 法人所有    2. 無償貸与    3. 一部賃借  

4. 全部賃借 →月額賃借料          円 
※土地・建物の賃借料を合計記入する場合は、ここに記入してください。 

ウ 建物の構造 1. 木造       2. 鉄骨造     3. 鉄筋コンクリート造  

9） 土地・建物の状況 

エ 建物の階層 1. 平屋建て    2. ２階建     3. その他→   階建  

グループホーム実態調査 事業所調査票 



 
オ 建物の使用 

  状況 

1. グループホーム専有 2. 他事業サービスとの共用  
3. マンションの一部   4. その他のビルの一部 
5. その他（              ） 

 ※ 上記で「1.グループホーム専有」と回答した方のみお答えください。 

 

 
カ 建物の状
態 

1. 新築     2. 民家改修型     3. 公共施設改修型 
4. その他の建物改修型（            ） 
5.その他        ↑もとの建物の用途 

ア 利用者が使える 
トイレの数 

        箇所←複数ユニットは平均 

イ 上記のうち、車椅
子が使えるトイレ
の数         箇所←複数ユニットは平均 

ウ 家族などが宿泊可
能な予備室の有無 

1. あり   2. なし 

エ ホーム内の生活に
おける利用者の階
層移動の有無 

1. あり   2. なし 

※ 上記で「1.あり」と回答した方のみお答えください。 

 
オ エレベータの 
  有無 1. あり   2. なし 

カ グループホーム内
の車椅子の使用 

1. 可能   2. 不可能 

キ 寝たきりの利用者
に対する入浴介助 

1. 可能   2. 不可能 

10） 設備の状況 

ク 防災設備 
（該当項目すべてに
○） 

1. 避難誘導灯  
2. 非常照明設備 
3. 消火器 
4. 自動火災報知設備 
5. 火災通報装置（消防機関へ通報する火災報知設備） 
6. ガス漏れ・火災警報設備 
7. 漏電火災警報器 
8. 避難器具(避難はしご・すべり台・緩降機等) 
9. 消火設備（スプリンクラー・屋内消火栓・その他） 

10. その他（                ） 

11） 居室の広さ       平方メートル または      畳 

12） グループ法人内 
実施サービス 

1. 小規模多機能型居宅介護  2. 居宅介護支援事業  3.通所介護事業 
4. 訪問介護事業  5. 訪問看護事業   6. 短期入所生活介護 
7. 訪問入浴サービス  8. 配食サービス    9. 介護老人福祉施設 
10. 介護老人保健施設 11. 療養型病床群  12. その他の医療機関 
13. 有料老人ホーム  14. 介護・医療以外の事業  15. その他 

 



 問2 介護保険以外の利用料について、下欄にご回答ください。また、金額を記入す

る際は、利用者 １人あたりの平均額を記入してください。 

ア  保証金 

（入居一時金等） 

1. あり →                  円／1 人当たり 
2. なし                      

イ 償却の有無 上記でありの方 償却の有無   1. あり（期間  年）  2. なし 
 

ウ 返還の有無 償却前の退去に対する返還の有無     1. あり    2. なし 

エ  敷 金 
1. あり →                  円／1 人当たり 
2. なし                      

1） 入 居 時

の費用 

オ  礼 金 
1. あり →                  円／1 人当たり 
2. なし                      

2） 月額の家賃 

  （複数設定の場合は平均）                 円／月／1 人当たり 
3） 食材料費 

   （直近３ヶ月の平均）                 円／月／1 人当たり 

4） 食材料費の精算方法 1. 実費精算       2. 固定額       

※（4） で 「2.固定額」 と回答された方のみお答えください。 

 

5） 実費精算後の払い戻し
の 

   有無 
  1.  あり      2.   なし 

6） 光熱水費 
    直近３ヶ月の平均                 円／月／1 人当たり 

7） 光熱水費の精算方法 1. 実費精算       2. 固定額      

※（7） で 「2.固定額」 と回答された方のみお答えください。 

 
8） 実費精算後の払い戻し

の 
   有無 

  1.  あり      2.   なし 

9） 上記以外に、実費徴収では

なく、毎月一律に徴収して

いる項目すべてに○をつけ

てください※ 

※ただし、預かり金として徴収して

いるものは除く 

 1. おやつ代   2. 洗濯代・クリーニング代   3. 散髪代・理髪代

 4. おむつ・パット代     5. 衣服代      6. 病院・受診付添い費

 7. 外出支援費（買い物、散髪等） 8. 娯楽・レクリエーション費  

 9. 日用品代（ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、ｼｬﾝﾌﾟｰ、ﾘﾝｽ、洗剤等） 

 10 年末年始加算・お盆加算等   11. 電話代     12. 外食費 

 13. 電化製品の持込に伴う電気代 

 14. その他（                     ） 

 
10） 上記で一律に徴収し

ている費用の合計 
   （直近３ヶ月の平均）                 円／月／1 人当たり 

 
 



  

２. 職員の状況 

 
問3 貴事業所の職員数について、平成１8年１2月 1日の状況をご回答ください。該当

者がいない場合は、0 人と記入してください。 

3-1 正規職員について実人数を記入してください。職務を兼務している方について

は、主たる職務にカウントしてください（管理者が他の職務を兼務している場

合は、管理者の欄にカウントします）。 

 

① 管理者 ② 介護職員 ③ 看護職員 ④ その他（調理専門・用務・

事務など） 
人 人 人 人 

 
3-2 非正規職員について常勤換算数（※記載要領）を記入してください。職務を兼務

している方については、主たる職務にカウントしてください。 

 

① 介護職員 ② 看護職員 ③その他（調理専門・用務・事務など） 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 

人 人 人 人 人 人 

 

 

問4 計画作成担当者について、次の設問にご回答ください。 

 

4-1 貴事業所の計画作成担当者の人数を記入してください。（複数ユニットは合計人

数） 

 
 人 

     ↓うち、介護支援専門員の方は何人ですか。 

  人 

 
4-2 計画作成担当者の認知症介護における経験年数を伺います。上記にご回答い

ただいた計画作成担当者について、お１人ずつ経験年数をご記入ください。 

 ※認知症介護の経験年数は、グループホームサービスに限りません。 

 

 1 人目 年 

 ２人目 年 

 ３人目 年 

 ４人目 年 



  

 

問5 計画作成担当者について、研修の受講状況を伺います。受講経験のある項

目全てに○をつけてください。なお、計画作成担当者が複数いる場合は、

1人でも受講経験があれば○をつけることとします。（いくつでも○） 

 
 1. 最低限受講しなければならない県が指定する研修 

2. 事業所（法人）内で開催する研修や勉強会等 

3. 地域の協会やネットワーク、事業者組織などが開催する研修や勉強会等 

4. 全国認知症グループホーム協会が主催する研修会やセミナー等 

5. 民間企業が主催する研修会やセミナー等 

6. その他 

 →（具体的に：                                ） 

 
 
 
 

※ ここからの設問は、貴事業所の管理者および看護・介護職員（パート、アルバイト含む）に

ついて伺います。管理者の方が、看護・介護職を兼務されている場合は、人数に含めてく

ださい。 

 

問6 看護・介護職員の性別について、正規職員、非正規職員別に該当する人数を記入

してください。該当者がいない場合は、0 人と記入してください。 

 ア） 男性 イ） 女性 

 1） 正規職員 実人数 人 人 

 2） 非正規職員 実人数 人 人 

 
 

問7 看護・介護職員の年齢層について、正規職員、非正規職員別に該当する人数を記

入してください。該当者がいない場合は、0 人と記入してください。 

 ア）10 代 イ）20 代 ウ）30 代 エ）40 代 オ）50 代 カ）60 歳以上

1） 正規職員 実人数 人 人 人 人 人 人

2） 非正規職員 実人数 人 人 人 人 人 人

 



 問8 正規職員の方について伺います。貴事業所の直前の就業場所について、該当す

る欄に実人数を記入してください。法人内の異動で就業されている方は、前の所

属で回答ください。 

該当者がいない場合は、0 人と記入してください。 

1） 同一法人のグループホーム 人 

2） 他の法人のグループホーム 人 
3） 特養・老健・療養型などの介護保険施

設 
人 

4） その他の介護サービス関連事業所 人 

5） 医療施設 人 

6） 医療・介護以外の職場 人 

7） 介護関係の学生 人 

8） その他の学生 人 

9） 主婦 人 

10） その他 人 

 

 

問9 非正規職員の方について伺います。貴事業所の直前の就業場所について、該当す

る欄に実人数を記入してください。法人内の異動で就業されている方は、前の所

属で回答ください。 

該当者がいない場合は、0 人と記入してください。 

1） 同一法人のグループホーム 人 

2） 他の法人のグループホーム 人 
3） 特養・老健・療養型などの介護保険施

設 
人 

4） その他の介護サービス関連事業所 人 

5） 医療施設 人 

6） 医療・介護以外の職場 人 

7） 介護関係の学生 人 

8） その他の学生 人 

9） 主婦 人 

10） その他 人 

 

 



  

問10 平成１８年 1月～12 月までの間で、看護・介護職員の入職者数と離職

者数の合計を 正規職員、非正規職員別に記入してください。ただし、

12 月分は見込みの数としてカウントしてください。 

該当者がいない場合は、0 人と記入してください。 

 1)  正規職員 2）  非正規職員 

ア  入職者数 人 人

イ  離職者数 人 人

 
問11 上記の設問の「離職者数」について、事業所に在籍していた期間の平均

期間を記入してください。 

 

 1)  正規職員 2）  非正規職員 

ア  離職者の平均在職期間 年     ヶ月 年     ヶ月 

 

３. 労務管理の状況 

問12 労務管理の状況について、正規職員、非正規職員別に ア～サまでの項目で該当す

る番号をお選びください。（不明な点がある場合は、記入要領をご確認ください。） 

 1)  正規職員 2）  非正規職員 

ア  労働契約書の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

イ  就業規則の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

ウ  賞与支給の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

エ  昇給の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

オ  退職金制度の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

カ  年間の休日総数 ※          日  

キ  時間管理の方法 
1. タイムカード  2. 出勤簿 

3. 上長の確認 

1. タイムカード  2. 出勤簿 

3. 上長の確認 

ク  残業代支払いのルール 

1. 届出・自己申告制   

2. タイムカード通り 

3. 上長の許可時のみ 

1. 届出・自己申告制   

2. タイムカード通り 

3. 上長の許可時のみ 

ケ  労災保険加入の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

コ  雇用保険加入の有無 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 



 
サ  健康保険・厚生年金の  

   加入の有無 
1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

 

４. 研修の実施状況 

問13 貴事業所の研修体制について伺います。下欄の該当する項目に○をつけてく

ださい。 

 
 1)  正規職員 2）  非正規職員 

ア  法人内教育・研修体制 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

イ  法人外教育・研修制度 1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

※上記設問 （イ）で、社外教育・研修体制が 「1.あり」 と回答された方のみ、ウ～エの設問にお答えください。 

ウ 研修期間の勤務時間とし

ての取扱い 
1.  あり     2.   なし 1.  あり     2.   なし 

エ  研修費用の負担 

1.  事業所がすべてを負担 

2.  事業所が一部を負担 

3.  本人の負担 

4.  その他 

1.  事業所がすべてを負担 

2.  事業所が一部を負担 

3.  本人の負担 

4.  その他 

 

※ 以下の設問は、制度の「あり・なし」に関わらず、研修の受講実績について全ての事業所に

お聞きします。 

 

問14 職員（非正規職員を含む）が受講する研修について、年間およその、延べ受

講日数をご記入ください。 

 
 日程度 

 
問15 研修を受講することにより、職員の稼動日数が減ると考えられますが、研

修中の人員配置の工夫や状況として、最も当てはまる項目を 1つ選んでく

ださい。   （1 つに○） 

 1. 研修を考慮して、予め余裕のある人員を確保している 

2. 他の職員や管理者の稼動時間を増やす 

3. 受講者自身の稼働日数を増やす 

4. 勤務ローテーションを変えて全体で調整する 

5. 研修受講者がいる日は、通常より少ない人数で対応することがある 

6. 人員に余裕がないため、なかなか研修には出せない状況がある 

7. その他   
 →（具体的に：                                ） 

 



  
問16 正規職員、非正規職員ごとに、受講経験がある職員の人数を記入してくだ

さい。 

 
 ①  正規職員 ②  非正規職員 

ア  管理者研修 人 人 

イ  実践者研修 人 人 

ウ  実践リーダー研修 人 人 

エ ア～ウ以外で、衛生・安全 
管理に関する研修 

人 人 

オ ア～ウ以外で、虐待防止や
権利擁護に関する研修 

人 人 

カ ア～ウ以外で、介護技術向
上に関する研修 

人 人 

キ ア～ウ以外で、看護技術向
上に関する研修 

人 人 

ク 計画作成担当者研修 人 人 

 



 
５. 給与の状況 

問17 介護職員および看護職員の給与水準について伺います。職種別、雇用形態別、

経験年数別におよその給与水準を教えてください。該当者がいない場合にも、

想定される金額をご記入ください。 

※この設問は、個々の事業所の水準を測るものではありません。業界全体の実態把握と適正な

報酬改定に向けた基礎データとして使用しますので、ご懸念なく記入いただきますようお願い

いたします。 

※ご記入の際は、夜勤等諸手当を含む支給総額から、個別に異なる通勤手当、扶養手当等を除

いた金額を基本にしてください。 

※資格給など個別に金額が異なる場合は、現在該当する職員のおよその平均額を記入してくだ

さい。また、現在該当する職員がいない場合は、想定される金額を記入してください。 

※想定が困難な場合、あるいは看護職等の配置そのものがない場合は、空欄にしてください。 

 

  17-1 常勤職員 

正規職員 非正規職員 

職種 １年目職員の 

初任給と年収 

経験５年（６年目）

の 

給与と年収 

1 年目職員の 

給与と年収 

経験５年（６年目）

手程度の給与と年

収 

給

与    

万

円 

万

円  

万

円  

万

円
介
護
職
員 

年

収    

万

円 

万

円  

万

円 

    万

円

給

与    

万

円 

万

円  

万

円 

    万

円
看
護
職
員 

年

収    

万

円 

万

円  

万

円 

    万

円

 

  17-2 非常勤職員 

時 給 

職種 
１年目の時給 

経験５年（６年目）

の 

時給 

介護職員 
給

与    円 円

看護職員 
給

与    円 円

 



 
６. 夜間体制 

問18 夜間ケア体制に関する以下の項目について、下欄に記入してください。 

1） 勤務体制 1. 規準を満たしている  2. 規準を満たしていない 

2） 夜間の配置人数      ユニット に     人（うち宿直は   人）

3） 夜間時の後方支援（併設事
業所の応援等）の有無 1. ある       2. ない 

4） 夜間時の緊急連絡体制の
有無  1. ある       2. ない 

5） 夜間緊急時（火災・災害等）
の近隣住民の応援体制 1. ある       2. ない 

 
 

問19 夜勤の具体的な体制について、最も近い項目に○をつけてください。（○はひとつ） 

 
 1. 日中と同じスタッフがローテーションを組んで対応している 
 2. ローテーションに加え、必要に応じて非常勤や夜間専門のスタッフを活用している 
 3. 基本的に、夜間専門の非常勤スタッフが対応している 
 4. その他（                                   ） 

 
 

問20 貴事業所の夜間ケアの状況について、配置人数は十分だと思いますか。（○はひと

つ） 

 
 1. 十分だと思う    2. 不十分だと思う     3. わからない 

 
 

問21 夜間の災害や緊急時の対応について、現在の配置人数や設備で対応は可

能だと思いますか。（○はひとつ） 

 
 1. 十分だと思う    2. 不十分だと思う     3. わからない 

 



 
７. 日常生活の状況 

問22 日常生活について、できていると思う項目に○をつけてください。（いくつでも○） 

 1.  利用者のプライバシーの保護や個人情報の取扱いが適切にできている 

2.  利用者一人ひとりの力に応じて、本人本位の個別支援ができている 

3.  利用者と職員は一緒に食事の準備をしたり、一緒に食事をしたりしている 

4.  利用者は、状態に応じて掃除や洗濯などの家事に参加することができる 

5.  利用者は、お酒やおやつ等の嗜好品等を日常的に楽しんでいる 

6.  オムツの使用を減らし、一人ひとりの状態に応じた配慮ある排せつの支援をしている 

7.  事業所や職員の都合ではなく、利用者の希望や生活のリズムに応じて入浴している 

8.  利用者は、自分でお金を所持したり、使ったりできるように支援している 

9.  なるべく戸外にでる機会をつくり、一人ひとりの希望に応じた外出の支援をしている 

10. 利用者の思いを叶える訪問支援など、個別の外出支援に取り組んでる 
 

問23 地域とのつながりについて、該当する項目に○をつけてください。（いくつでも○） 

 1.  事業所は自治会に入って、活動に参加している 

2.  利用者は老人会に入って、活動に参加している 

3.  近隣の子供たちが遊びに来たり、屋外で交流したりしている 

4.  近隣の住民が遊びに来たり、利用者が遊びに行ったりしている 

5.  利用者は、地域の人たちと顔馴染みの関係になっており、普通の社会生活を営んでいる 

6.  警察や消防署、市町村などの公的機関との交流や連携を深め、協力関係ができている 

7.  近隣住民との日常的なつきあい、交流があり、いざという時の協力関係ができている 

8.  運営推進会議は、地域の積極的な協力を得ながら開催することができている 

9.  地域にＳＯＳネットや見守り支援ネットなどの入居者の安心を支えるしくみがある 

10.  地域の人と一緒に外出したり、旅行やイベントに参加する機会がある 

11. その他（                                  ） 
 

問24 利用者家族との連携や交流は、どのような状況ですか。個別的なケース

は除いて、全般的な状況でお答えください。（１つに○） 

 
  1. 大いにできている   2. まあできている   3. あまりできていない   4. 全くできていない  

 
 

問25 貴事業所には、独自の「家族会」はありますか。（１つに○） 

 
     1. ある       2.ない  

 



 
８. 利用者の状況 

問26 利用者に関する以下の項目について、人数を記入してください。 

該当者がいない場合は、0 人と記入してください。 

 
26-1 利用者の要介護度について、人数をご記入ください。 

要支援２ 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 その他 

人 人 人 人 人 人 人 

26-2 利用者の障害老人日常生活自立度について、人数をご記入ください。 

自立 Ｊ Ａ Ｂ Ｃ 

人 人 人 人 人 

 
26-3 利用者の認知症高齢者の日常生活自立度について、人数をご記入ください。 

Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 

人 人 人 人 人 人 人 

 
問27 利用者のうち、成年後見制度を利用している方がいれば、人数を記入してくださ

い。 

 人 

 

９. 医療的なニーズやターミナルケアについて 

問28 医療器具の使用や医療処置のニーズと、対応の有無などについて、貴事業所の現

在（記入日）の状況を下欄にご回答ください。 

     ※ 現在、該当者がいなくても、利用者の状態の変化に応じて対応できる場合は、「2. で

きる」に○をつけてください。 

 ア．対応 
イ. 現在の該当者

数 

1）車椅子使用 1. できない   2. できる →    人 
2）胃ろう・経管栄
養 1. できない   2. できる →    人 
3）インシュリン注
射 1. できない   2. できる →    人 

4）尿管カテーテル 1. できない   2. できる →    人 

5）人工透析 1. できない   2. できる →    人 

6）痰の吸引 1. できない   2. できる →    人 

7）褥瘡の処置 1. できない   2. できる →    人 



 8）在宅酸素 1. できない   2. できる →    人 

9）人工肛門 1. できない   2. できる →    人 

10）その他の医療行為 1. できない   2. できる →    人 

 
 

問29 平成１8年１月１日～平成 18 年 12 月 31 日までの 1年間に、貴事業所から退

去した利用者の人数と、退去先を下欄にご記入ください。ただし、12 月分に

ついては、ご記入日における見通しでカウントしてください。 
1） H18.1/1～H18.12/31 まで

の退居者数（見込み） 
 （2）退去先 

      人 ① 自宅 人 

 ② 特養・老健・療養型などの介
護保険施設 

人 
うち、ケア体制などの都合
による、事業所都合による
退居 
 

      人 
 

 ③ 上記以外の介護施設 人 

  
④ 医療機関への入院 
退去後、入院中に死亡した場合
は、ここに含めてください。 

人 

⑤ 死亡による退去 
退居する前、入院中に死亡した場
合は、ここに含めてください。 

人 

⑥ うち グループホーム内で看
取った方 

人 

⑦ 上記以外 人 

 
問30 協力医療機関の状況について伺います。貴事業所の協力医療機関の箇所数を

記入し、対応している診療科目全てに○をつけてください。 

 

 箇所 

 

1 内科 8  産婦人科 15  小児科 

2  神経内科 9  整形外科 16  眼科 

3  呼吸器科 10 リハビリ科 17  耳鼻咽喉科 

4 循環器科 11 脳神経外科 18  精神科・神経科 

5 消化器科 12 泌尿器科 19  心療内科 

6 外科 13  皮膚科 20  歯科・口腔外科 

7  放射線科 14  アレルギー科 21 その他 

 

 

 



 問31 利用者全体では、事業所の協力医療機関と、入居前から受療していた各々

の主治医と、どちらの受診が多いですか。 

 1. 協力医療機関    2. 主治医     3. どちらともいえない 

 

問32 貴事業所の利用者は、ひと月にどのくらいの頻度で受診していますか。通院、

往診、訪問診療などの方法は問わず、およその回数を教えてください。 

 

1.   およそ  回程度/ひと月 

2.   個々の状況によって違うので回答できない 

3.   その他（                   ）

 

問33 貴事業所は、医療連携体制加算の対象になっていますか。（１つに○） 

1. はい     2. いいえ →問 35 へ 

 

※上記の設問で、「はい」と回答された方は問 34 にお答えください。「いいえ」の

方は問 35 へお進みください。 

問34 医療連携体制の状況について該当する項目を選んでください。（１つに○） 

1. 事業所内の常勤で看護師を配置している 
2. 事業所内の非常勤で看護師を配置している 
3. 事業所外の訪問看護ステーション等と契約している 
4.その他（                                ） 

 
    ※問 34 で 「3．事業所外の訪問介護ステーション等との契約」に○をつ

けた方は、具体的な連携内容についてお答えください。 

 34-SQ1 訪問回数は一週間に何回くらいですか。（1つに○） 

  1. 1 回程度   2. ２回程度   3. ３回程度以上  4. 随時  

 
 34-SQ2 医療連携体制の具体的な内容を教えてください。 

 
 
 

 
※問 33 で、「いいえ」と答えた方に伺います。 

問35 医療連携体制加算の手続きをとらない理由で、最も近い項目を選んでくだ

さい。（1つに○） 

1. 報酬が折り合わない（看護師が雇えない） 
2. 外部の訪問看護ステーションなどの協力体制が得られない 
3. 必要性を感じない 
4. その他（                                ） 



 全ての方に伺います。 

問36 医療連携体制に対するご意見などがあれば、ご記入ください。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

問37 貴事業所は、利用者が重度化する前に、本人や家族に対して終末期の過ごし

方に関する意向の確認をしていますか。 

     1. 確認している        2. 確認していない 

       ↓ 37-SQ1 確認する時期について、該当する項目全てに○をつけてくだ

さい。（いくつでも○）  

1. 入居時 
2. ホームに馴染んできた頃 
3. 身体状態が重度化した頃 
4. 終末期の対応が必要となった時 
5. その他（                                ） 

 
問38  現状のケア体制で、利用者および、利用者家族などから、グループホ

ームでの「ターミナル対応」の意向がある場合、貴事業所での対応は可

能だと思いますか。（１つに○） 

※ ここでの「ターミナル対応」とは、医師などの協力のもとにグループホー

ムで“看取り”まで行うことを想定してください。 
     1. できる   2. できない   3. わからない 

 
 

問39 「グループホームにおけるターミナル対応」に関して、貴事業所の考え

に最も近い項目を １つ選んでください。（１つに○） 

 1. 現時点では、方針が明確でない（想定していない） 
 2. グループホームが「ターミナル対応」を行うのは好ましくない 
 3. グループホームは「ターミナル対応」に積極的に取組むべき 
 4.. その他 

 



 問40 貴事業所が対応した終末期のケアにおいて、心がけたこと、大切にし

たこと、課題や困難、本人、家族、職員の思いに関わることなど、特に

印象深かった事例を教えてください。 

※事例は、グループホームでの看取りに限らず、在宅や病院に移られてからも、

職員等が最期まで関わったケース全てを含みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記述いただいた事例や事業所の取り組みについて、電話などでさらに詳しく教えていただける場合は、 

連絡先とお名前を教えてください。電話番号             ご担当        

 

1０. 運営推進会議の開催状況 

問41 貴事業所では、すでに運営推進会議を実施していますか。（１つに○） 

     1. はい  2. いいえ 

↓ ※「2.いいえ」を選んだ方は、開催していない理由について

当てはまる番号を選び、問 46 へ進んでください。 （い

くつでも○） 

 1. 具体的な実施方法について理解できていない 
 2. 開催の準備や手続きが煩雑で、開催できていない 
 3. 地域住民の理解が得られない 
 4. 家族の理解が得られない 
 5. 行政の協力が得られない 
 6. 行政の方針で、いまのところ運営推進会議は実施していない 

 7. その他（                        ） 

 

※ここからの設問は、問 41 で「1.はい」と回答された方のみお答えください。 

問42 平成 18 年４月から 12 月までの開催回数と、平均的な参加人数をご記入く

ださい。ただし、事業所側の職員人数は含めません。 

  回   平均で  人参加 

 

問 47 へ 



 問43 下欄は、運営推進会議への参加が想定されるメンバーですが、貴事業

所のケースで、積極的な協力が得にくい番号を全て選んでください。（い

くつでも○）。 

 1. 利用者 
2. 利用者の家族 
3. 地域包括支援センターの職員等 
4. 市区町村の職員、介護相談員等 
5. 地域住民 
6. 近隣の介護・福祉関連事業者 
7. その他 

 
 

問44 これまで開催した運営推進会議において、議題になったり、議論された

りした 項目すべてを選んでください。（いくつでも○） 

1. サービス提供状況の報告 

2. ケアサービスの質に関する検討 

4  事業所の経営・運営に関する検討 

5. サービス評価（自己評価・外部評価）結果の報告や課題解決の検討等 

6. リスクマネジメントに関する検討 

7. 緊急時対応や災害対策等に関する検討 

8. 事業所のサービスや認知症に対する地域住民への理解浸透、啓発活動等に関する検討 

9. 事業所の地域貢献に関する議論 

10. 地域連携に関する検討 

11. 医療連携に関する検討 

12. 市町村との連携に関する検討 

13. その他（具体的に：                           ） 

 

 
 

問45 運営推進会議の意義や、開催することによる効果、メリット等はありまし

たか。 

 

 1. 大いにある   2. まあある   3. あまりない   4. 全くない 

 
   45-SQ1 具体的な内容を教えてください。 

 
 
 
 



  



 
11. サービス評価の取組み状況 

問46 サービス評価を実施した直近の時期について、当てはまる項目を選ん

でください。 

 1.  1～3 ヶ月以内 

 2.  4～6 ヶ月以内 

 3.  7～9 ヶ月以内 

 4.  10～12 ヶ月以内 

 5.  一年以内には実施していない 
 

問47 問 46 で評価機関に支払った費用を教えてください。 

 
              万   千円（千円以下四捨五入） 
 

問48 問 47 で記入した費用の額について、貴方の考えに最も近い項目に○をつけてくだ

さい。 

 1. 大変安い  2. 少し安い  3. 適当  4. 少し高い  5.大変高い 

 

問49 外部評価機関の選定では、どのような点を重視しますか。最も重視する項

目から 3つ選んでください。（3つに○） 

 1. 他事業所の評判や評価機関の実績 
 2. 評価調査員の質や認知症ケアへの理解 
 3. 自分たちと価値観が近い評価機関 
 4. 馴染みの評価機関 
 5. 費用の安さ 
 6. 細かいことや的外れなことを言わない評価機関 
 7. その他 （                                 ） 
 8. 評価機関の数が少なくて、選択の余地がない 

 

問50 外部評価の経験を踏まえて、該当する項目に○をつけてください。（いくつ

でも○） 

 1. 内部では気づかない、自分たちの優れている点を気づかせてくれた 
 2. 内部では気づき難い事業所の課題や問題点を気づかせてくれた 
 3. 自己評価を客観的に確認できて、自信につながった 
 4. 評価調査員とは、ケアサービスにおける考え方や捉え方が異なる部分が多かった 
 5. 調査結果について、納得できない点が多かった 
 6. 評価調査員の経験や認知症ケアに対する理解が足りないと感じた 
 7. その他 （                                 ） 



  



 
12. 収支状況について 

※ここからの設問は、グループホーム事業単体の平成 17 年度収支状況についてお答えくださ

い。（決算月が 3 月でない事業所は、直近の決算データからご回答ください。） ただし、平成

18 年４月以降に開設された事業所は、お答えいただかなくて結構です。（不明な点がある場合

は、記入要領をご覧ください。） 

問51 貴事業所の会計処理方法について、該当する番号をお選びください。（１つに○） 

 
  1. 社会福祉法人会計基準     2. 指導指針に基づく会計      3. その他  

 
 

問52 平成 17 年度の収支状況から、次の項目ごとに事業活動収支に関する実績

をご記入ください。 

 

52-1 平成 17 年度「事業活動収支計算書」または「事業活動計算書」から、該当

する項目に金額を記入してください。 

① 事業活動収入計 円 

② 事業活動支出計 円 

 

52-2 事業活動収入のうち、下欄に該当する金額をご記入ください。 

【居宅介護サービス収入】 該当額がない場合は、0 円と記入してください 

① 居宅介護サービス収入計 円 

② 認知症対応型共同生活介護費 円 

③ 夜間ケア加算 円 

④ 初期加算 円 
 
 

 ⑤ 利用者負担分 
（公費補助等は利用者負担分に含めてください） 円 

 

【保険外の利用料収入】 該当額がない場合は、0 円と記入してください 

⑥ 保険外の利用料収入計 円 
⑦ うち食材料費 円 
⑧ うち理美容代（預かり金等は除く） 円 
⑨ うちおむつ代（ 〃      ） 円 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
利

用
料
収
入 

 
 

⑩うち その他の日常生活費用など（〃） 
※ ⑦～⑩の合計は、⑥の保険外利用料収入にならなくて結構です 

円 

⑪ その他の利用料収入計 円 
⑫ うち 居住費（家賃） 円 

そ
の
他
の
利
用

料 

 
 ⑬ 光熱水費 

※ ⑫～⑬の合計は、⑪のその他の利用料収入計にはなりません。 円 
 

【その他の事業収入】 該当額がない場合は、0 円と記入してください 



 ⑭ その他の事業収入計 円 
⑮ うち 国庫補助金収入 円 
⑯ うち 都道府県補助金収入 円 
⑰ うち 市町村補助金収入 円 

 

⑱ うち その他の補助金・助成金収入 円 
※ ⑮～⑰の合計は、⑭のその他の事業収入計にはなりません。 

 
【国庫補助金特別積立金取崩額】 該当額がない場合は、0 円と記入してください 

⑲ 国庫補助金特別積立金取崩額 円 

 
※ 52-3 の設問は、「社会福祉法人会計基準」で処理をされている事業所のみにお伺いします。 

52-3  事業活動収入「その他事業収入」のうち、下欄の科目について金額をご記入く

ださい。 

該当額がない場合は、0 円と記入してください。 
① 寄付金収入 円 
② 雑収入 円 
③ 借入金元金償還補助金収入 円 
④ 引当金戻入 円 

 

※ 全ての事業所にお伺いします。 

52-4  事業活動支出のうち、下欄に該当する金額をご記入ください。 

【人件費】 

① 人件費支出計 円 
②うち 正規職員人件費 

(諸手当、俸給、役員報酬など含む) 
円 

 
 

③うち 非正規職員（ﾊﾟｰ^ﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ・契約社員等）給与等 円 
※ ②～③の合計は、①の人件費支出計にはなりません。 

【経 費】※社会福祉法人会計基準の場合は、事務費支出と事業費支出の合計額を記入くださ

い。 

④ 経費（事務費支出+事業費支出の合計） 円 
⑤うち 食材料費 円 
⑥うち 光熱水費 円 
⑦うち 修繕費 円 
⑧うち 賃借料 円 

 
 

⑨うち 委託費（業務委託費） 円 
  ⑩うち 給食委託費 円 

※ ⑤～⑨の合計は、④の経費（事務費支出+事業費）支出計にはなりません。 



  

【減価償却費】該当額がない場合は、0 円と記入してください 

⑪ 減価償却費 円 
⑫うち建物および建物付属設備減価償却費 円 

 

【徴収不能額】該当額がない場合は、0 円と記入してください 

⑬ 徴収不能額 円 

 
 
 

問53 平成 17 年度の収支状況から、事業活動外収支に関する実績を下欄ご記入ください。 

① 事業活動外収入計 円 

② 事業活動外支出計 円 

 ③ うち借入金利息 円 
 
 

問54 平成 17 年度の収支状況から、経常収支差額を下欄ご記入ください。 

① 経常収支差額 円 

 



 
13. 報酬改訂の影響 

問55 平成 17 年 9 月と平成 18 年 9 月の給付費明細欄を確認いただき、それぞれの

項目について事業所全体の合計を記入してください。金額を記入する欄は、

国保連に請求する介護報酬額の 9割に相当する金額を記入してください。 

 
55-1【平成１７年 9月の実績】 

① 要介護１ 人 

② 要介護２ 人 

③ 要介護３ 人 

 

④ 要介護４ 人 

要
介
護
度
別
利
用
者
数 

⑤ 要介護５ 人 

⑥ 9 月の請求額合計（9割分） 円 

⑦うち初期加算分 円 
 

⑧うち夜間加算分 円 

請
求
額
集
計
欄 

⑨利用者が定員を上回る、または職

員数が規準に満たない等による減算 
1. あり  ２. なし 

 

 
55-2【平成１８年 9月の実績】 

 

 

認知症対応型 

共同生活介護 

短期利用共同生活

介護（ショート） 

① 要支援２ 人 人 

② 要介護１ 人 人 

③ 要介護２ 人 人 

④ 要介護３ 人 人 

⑤ 要介護４ 人 人 

要
介
護
度
別
利
用
者
数 

⑥ 要介護５ 人 人 

⑦ 9 月の請求額合計（9割分） 円 

⑧うち初期加算分 円 
 

⑨医療連携加算分 円 

請
求
額
集
計
欄 

⑩利用者が定員を上回る、または職員数

が規準に満たない等による減算 
1. あり   ２. なし 

 
⑪夜勤職員の勤務条件が満たされな

い場合の減算 
1. あり   ２. なし 

 



 問56 平成 18 年４月の介護保険制度改正により、事業所の収益はどのよう

に変化したと思いますか。（○はひとつ） 

 1. 大いに増益  2. 少し増益  3. 変わらない  4. 少し減益  5．大いに減益 

 
※ 問 56 で 「1.大いに増益」 「2.少し増益」 と回答の方に伺います。 

56－SQ1 増益の理由と考えられる項目に○をつけてください。（いくつでも○） 

 1. 医療連携体制加算が新設されたこと 
2. 短期利用共同生活介護（ショート）のサービスができるようになった 
3. 従来は対象外であった要支援者（要支援 2 のみ）も給付対象になったこと 
4. 要介護度別の介護費単位数が変更になって、結果的に全体の収益が上がった 
5. 地域密着型サービスに位置付けられて、利用者の確保が安定した 
6. 人件費を抑える努力をした 
7. 人件費以外のコスト削減など経営努力をした 
6. その他（具体的な内容：                          ） 
 

 
※ 問 56 で 「4.少し減益」 「5.大いに減益」 と回答の方に伺います。 

56－SQ2 減益の理由と考えられる項目に○をつけてください。（いくつでも○） 

 1. 夜勤職員体制に関する基準ができて、人件費が高くなった 
2. 夜勤職員体制の規準にみたないため、減算となった 
3. 計画作成担当者の配置規準により人件費が高くなった 
4. ショートステイを始めたことにより経営効率が悪くなった 
5. 介護予防サービスに対応することになって、経営的な効率が悪くなった 
6. 要介護度別の介護単位数が変更され、結果的に全体の収益が下がった 
7. 地域密着型サービスに位置付けられて、利用者の確保が不安定になった 
8. その他（具体的な内容：                          ） 

 
問57 地域密着型サービスに位置付けられ後、入居希望者の住所地が問題とな

り、利用に至らなかったケースはありますか。（○はひとつ） 「1.あ

る」に該当する方は、以下の設問にお答えください。 

    1. ある      2. ない 

↓ 57-SQ1 利用に至らなかった方の住所地について、下欄に該当人数を

記入してください 

1）隣接している市町村に居住している方 人 
2）隣接市町村ではないが、同じ都道府県内に居住している方 人 
3）他の都道府県に居住している方 人 

57-SQ2 上記該当者うち、家族や親戚の住まいの都合で、貴

事業所の利用を希望していたケースは何人いますか。 

 人 



  



 

 

 

 

全国グループホーム協会では昨年度に引き続き、厚生労働省の平成１8 年度老人保健事業推進費

等補助金を受け、「認知症グループホームの実態」を調査する委員会を設置いたしました。本研究事業

委員会では、制度変更によるグループホーム事業への影響や日々の実践で培われたグループホームケ

アの効果等をデータとして蓄積し、これらの事実に基づく政策提言を通じて、グループホームに携わるす

べての事業所の継続的かつ安定的な事業運営につなげていきたいと考えております。 

また、グループホームサービスを担うスタッフの皆様の労働環境や日常業務における問題点や課題を

明らかにする中で、根拠に基づいたグループホームの健全性と就労環境の向上に努めて参りたいと存じ

ます。つきましては、調査趣旨ご理解の上、何卒ご協力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

なお、本調査実施にあたっては、集計・分析業務を株式会社ニッセイ基礎研究所に委託していること

を申し添えるとともに、調査結果は集計結果（統計資料）のみを公表し、個人情報を出すことは一切ござ

いませんのでご懸念なくご回答ください。 

◆ ご回答期限… ご記入頂いた調査票は、誠に勝手ながら 1 月 23 日（火）までに同封してお

ります返信用封筒にて、直接投函してください。 

◆ お問合せ先…  
 ○調査内容/記入方法等    株式会社ニッセイ基礎研究所 社会研究部門 担当：山梨 

       Mail：yamanasi@nli-research.co.jp    

        ℡  03－3512－1818  Fax 03－5211－1084 

※お問合せについては電話にてお受けいたしますが、担当者不在のこともご
ざいますので、なるべくメール、またはＦＡＸにてお願い申し上げます。
弊社より折り返しご連絡申し上げます。 

 ○本調査の実施に関する質問 ＮＰＯ法人全国認知症グループホーム協会 担当：山中・佐
竹 

       ℡  03－5366－2157 

 

 

問１．あなたご自身にについて、下欄の設問のご回答ください。 

（ご記入日現在） 

性 別 年齢 1） 性別および 

2） 年齢 1. 男性      2. 女性            歳 

3） 勤続期間 

（現在所属しているＧ
Ｈの勤続期間） 

1. 1 年未満   2. 1 年以上 2年未満  3. 2 年以上.3 年未満   
4. 3 年以上 4年未満   5. 4 年以上 5年未満    6. 5 年以上 7年未満 
7. 7 年以上 10 年未満   8. 10 年以上  

4） 雇用形態  1. 正規職員     2. 非正規職員  

5） 勤務形態 

（ひとつに○） 

 1. 常勤       2. 非常勤（短時間パートなど事業所の所定労働 
                       時間に満たない方)  

 
5）-1  

勤務時間帯 

※（5） で 「2. 非常勤」 と回答された方のみお答えください。 

1. 昼間のみ    2. 昼間と夜間   3 夜間のみ 

グループホーム職員調査票

調査へのご協力のお願い 



 

 

5）-2  

1週間の勤務日数 
一週間の平均的な出勤日数 →      日  

 

5）-3  

1週間の労働時間 
一週間の平均的な労働時間 →      時間 

6） 前職の状況 

（法人内異動などの場
合も前の職場をお答え
ください。） 

1. 他のグループホーム 2. 特別養護老人ホーム 3. 介護老人保健施設

4. 介護療養型医療施設  5. 訪問系介護ｻｰﾋﾞｽ   6. 病院・医療系施設

7. その他の介護・医療系の職場   8. 介護・医療以外の職場  
9. 介護関係の学生   10. その他の学生    11. 主婦    12. その他 

7） 認知症介護の職
務経験 

(他の職場を含めて通
算でご回答ください) 

1. 1 年未満   2. 1 年以上 2年未満  3. 2 年以上.3 年未満   
4. 3 年以上 4年未満   5. 4 年以上 5年未満    6. 5 年以上 7年未満 
7. 7 年以上 10 年未満   8. 10 年以上  

8） 認知症介護実践
者研修の受講経
験の有無 

1. ある     2. ない   

 
 
 
問２．現在の職場の満足度について、それぞれの項目ごとに最も当てはまる番号を選んで

ください。 （ひとつに○） 

 
大変満足している  まあ満足している  あまり満足していない  全く満

足していない 

1） 職務内容    1        2        3        4 

2） 職場内の人間関係    1        2        3        4 

3） 労働環境    1        2        3        4 

4） 雇用条件・処遇    1        2        3        4 

 

 

問３．就業状況について伺います。それぞれの項目ごとに、現在の状況に最も近い番号を

選んでください。（ひとつに○） 

 
   できる       まあできる      あまりできない

全くできない  

1） 休憩時間は規定通りとること
ができる 

  1      2       3       4 

2） 有給休暇をとることができる   1      2       3       4 

3） 残業代は、実績通り支払われて
いる 

  1      2       3       4 



 

 

4） 職務に必要な知識を教育体制
や研修などにより得ることが
できる 

  1      2       3       4 

 



 

 

問４．日常ケアや利用者との関わりを踏まえて、あなたの思いに最も近い番号を選んでく

ださい。（ひとつに○） 

 
   大いにある    まあある      あまりない

全くない  

1） 利用者の底力や経験による優
れた面を感じること 

  1      2       3       4 

2） 利用者支援における、グルー
プホームでの関わりや個別ケ
アの有効性 

  1      2       3       4 

3） 職務に対するやりがいや喜び   1      2       3       4 

4） 自分自身の職務への適正   1      2       3       4 

 

問５．夜間の就業環境について、あなたの感じている状況に最も近い項目を選んでく

ださい。 ただし、夜間の勤務がない方は、次の質問に進んでください。（ひ

とつに○） 

 

1） 夜間の人員体制 1. 足りている   2. まあ足りている  3. 少し不足   4. 大いに不足 

2） 緊急時体制 1. 大いに安心   2. まあ安心        3. 少し不安   4. 大いに不安 

3） 夜間の業務量 1. 大変に多い   2. まあ多い        3. あまりない  4. 全くない 

4） ストレス 1. 大いにある   2. まあある        3. あまりない  4. 全くない 

 

 

問６．あなた自身のストレスの状況について、最も近い番号を選んでください。（ひとつ

に○） 

    1. 大いにある   2. まあある      3. あまりない    4. 全くない  

    

            ※ 上記で 「1.大いにある」「2.まあある」 と回答の方は、問 6-1 にお答えください。 

問 6－1 ストレスの要因について、最も影響がある項目を１つ選んでください。（いくつでも○） 

  1. 利用者との関係  2. 同僚との関係  3. 上司との関係  4. 職務の内容 
 5. 長時間労働     6. 労働条件    7. 夜勤  8. その他 

 

 

 

問７．あなたは、過去一年の間に、現在の仕事を辞めたいと思ったことがありますか。（ひ



 

 

とつに○） 

    1. ある   2. ない     



 

 

問８．あなたは、今後もグループホームの仕事をしていたいですか。（ひとつに○） 

    1. はい   2. いいえ   3. わからない   

 

問９．あなたは、「指定密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」にお

いて禁止されている身体拘束等の具体的事例として、「身体拘束ゼロの手引き（平

成 13 年厚生労働省発行）」にあげられている１１項目を知っていますか。（１つに

○） 

  1. 知っている   2. 知らない 

 

問１０． 一人で外出ができる入居者にとって、施錠により外出できない環境は「身

体拘束」に該当すると思いますか。（１つに○） 

 1. 思う  2. 思わない  3. わからない 

 

問１１． 現在、職務の上であなたが不安に思っていることは何ですか。あなたの気

持ちに最も近い項目から 3つ選んで、○をつけてください。（3つに○） 

 1. 夜勤に何が起こるかわからない不安 

2. 認知症ケアや介護技術が不足していることによる不安 

3. 日々の支援が、利用者の満足につながっているかどうかわからないことへの不安 

4.. 職務内容のわりに、賃金が低いこと 

5. 休憩時間や有給休暇が十分にとれないこと 

6. 介護職員の配置が十分でないこと（職務の負担が重いこと） 

7. 身体的な負担による腰痛や体調不良に関すること 

8. ストレスがたまって精神的に疲れていること 

9. 経験を重ねてもキャリアアップが図りにくいこと 

10. 利用者との人間関係 

11. 上司や同僚との人間関係 

12. その他 

 →（具体的に：                                ） 

※ 質問は以上です。ご協力誠にありがとうございました。 

（このほか、個別のご意見等がございましたら、下欄にご記入ください。） 
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